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目次／編集方針

アバントグループの統合報告書第１巻においては、価値協創ガイダンス［29］全体像の中で、主に前半部分である価値観、ビジネ

スモデル、戦略についてわかりやすく説明することを目指しています。持続可能性や資本政策については今中期経営計画

「BE GLOBAL」の進捗とともに、来年度以降の統合報告書でより詳しく報告する予定です。

統合報告書作成にあたり、理念体系や経営戦略、その実現に向けたグループ

の現状等を考慮し、経済産業省が提唱する「価値協創ガイダンス」を参照す

ることが、アバントグループが将来にかけて創造する価値をより的確に表現

することになると考えました。今回の統合報告書は代表取締役社長 グループ

CEO・森川を中心に据え、価値観やビジネスモデル、戦略について整理するこ

とでアバントグループが持つ可能性を多くのステークホルダーの方々に理解

していただくことを目指しています。今後も皆様との対話を通じて、統合報告

書の完成度を高めていきます。なお、文中、専門用語と考えられる言葉につい

ては、下線と番号を記したうえで、巻末P95～P98の用語集で解説しています。

対象期間　2019年7月1日～2020年6月30日

対象組織　株式会社アバント及びアバントグループ

将来見通しに関する注意事項
当資料に掲載されている業績見通し、その他今後の予測・戦略などに関す
る情報は、当資料の作成時点において、当社が合理的に入手可能な情報
に基づき、通常予測し得る範囲内で行った判断に基づくものです。しかしな
がら実際には、通常予測し得ないような特別事情の発生または通常予測し
得ないような結果の発生などにより、資料記載の業績見通しとは異なる結
果を生じ得るリスクを含んでおります。
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アバントグループの「挑戦」～DXがもたらす変革
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ステークホルダー・ダイアログ：ジャーナリスト 福島敦子氏
「ダイバーシティを通じた新たな可能性の追求」

アバントグループのサステナビリティ　グループと社会

ガバナンス

アバントグループのガバナンス

ステークホルダー・ダイアログ：筆頭独立社外取締役 福谷尚久
「ダイバーシティを新たな成長ドライバーに」
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アバントグループの理念・戦略・KPI

「経営情報の大衆化」
持続発展可能な経済活動のためにソフトウェアで経営をアップデートする

社会インパクトのある貢献領域を
ソフトウェアで創造する

同じ顧客より同じ業務を
複数年にわたり経験できる事業

GPP 40
（事業の成長） ROE 20

（企業価値の向上）

GPTW 70
（社員の成長）

●経営理念「100年企業の創造」のもと、BE GLOBALというビジョンに向けた戦略を展開しています

●事業の成長、社員の成長、企業価値の向上の三軸をチャレンジの基礎としてKPIを設定しています

●課題の自分事化環境の拡大、ソフトウェア転写プロセスの確立の先に、デファクトの創造を目指しています

To BE a Sustainable GLOBAL Software Company

CFO 2000

RSR 70

検討中

業務を自分事化できる
環境を拡大する

ノウハウを
ソフトウェアビジネスに転換する

P.5
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ご挨拶

「100年企業の創造」、アバントグループの経営理念です。

今風の言葉にすると、サステナブルでウェルネスなワークプレースをつくろう。

といったところでしょうか。

表現は変われども、

人が仕事を通して人生を豊かにするために重要な事には普遍性があると思います。

その一つが「誰かのために役に立つ」ことへの情熱と行動でしょう。

当社では、「お客様志向」と表現しています。

その情熱と行動から、「経営情報の大衆化」というミッションが生まれました。

経営の意思決定プロセスを「オープン」にすると100年企業がどんどん増える。

そして働く人も社会も、もっとハッピーになる。

そんなことに役立ちたいというミッションです。

今回の統合報告書は当社にとっては第一巻です。

まずは、情熱の「原点」と組織の「キャラクター」にフォーカスをあてることにいたしました。

事業活動はどこまで行っても人の行動であるからです。

それでは本編、お楽しみいただければ幸いです。

株式会社アバント
代表取締役社長　グループCEO 森川 徹治
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画像提供元「ニフティ株式会社」
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日本企業の意思決定は、一部の経営層のな
かで決定される閉じられた非常に不透明
なものであり、それが社内の人事抗争や社
内政治の要因の一つになっていると考えて
いました。

この状況を変えていくためには、ネット環

境が当たり前になったITを活用して多くの

社員がさまざまな経営情報にアクセスでき

るようにし、開かれた議論を通じた透明性
のある意思決定をしていく必要があります。
上意下達型の意思決定ではなく、情報

共有を通じた民主的な意思決定をする

“経営することがワクワクする会社”、そし
て社員にとっても自分の意志が経営に

反映される“働きがいのある会社”を日
本に増やしたい。それが、起業への想い

でした。

「透明な意思決定」を促す
ソフトウェアをつくろう
独自のソフトウェアを開発する――そこで

私が掲げたのが、ITを活用して企業経営の意
思決定を可視化する「経営情報の大衆化」と
いう、現在のミッションです。

父の姿を見ていた私は、当時の多くの

2つの原体験をもとに
外資系コンサルティング会社に入社
居ながらにして他者とつながる感動でパ

ソコン通信に没頭したこと。

社内政治に巻き込まれた父親の苦悩を目

の当たりにしたこと。

大学時代の２つの原体験を経て、「知識
や情報が人間の思考に与える影響」や「経
営の意思決定における情報活用の可能性」
といったテーマに関心を抱いていました。

そんななかで巡ってきた就職活動では、た

またま出会った外資系コンサルティング会社

の社員の言葉に、私に近しい“何か”を感じ

て、その会社に飛び込むことにしました。

海外企業から学んだ「ソフトウェア」の可能性
入社してまず驚いたのは、外資系ならでは

の人材活用システムです。

知識もノウハウもない新卒を半年間、海

外本社に送り込み、徹底的にマニュアルを

学ばせることで、帰国後すぐに顧客のもと

で問題解決につながる提案ができるように

なること、それが高額の契約につながるこ

とに驚きました。

もちろん、誰もがマニュアルだけで一人前

のコンサルタントとして活躍できるわけでは

ありません。けれど、少なくともそうした人材

育成やマネタイズ［55］の方法は、日本人である

私の「経験を積んでこそ一人前」「カスタムメ
イドこそ付加価値」という既成概念を根底か
ら覆すものでした。
一方で、外資系のドライな経営スタイルに

打ちのめされたこともあります。

徹底した成果主義であり、業績が悪化して

ボーナスが支給されない年もありました。一

生懸命にお客様のニーズを汲み取り、残業

を重ねて提案書を仕上げる、そのような人の
努力や成果が報われない一元的な評価シス
テムに反発も感じていました。
さらに、海外の基幹系業務パッケージとの

出会いにもインパクトを受けました。

マイクロソフトがパソコン市場を席捲しつ

つあった当時、日本でもシステムのパーツと

してのソフトウェアパッケージはありました

が、大企業の基幹系システムをパッケージ化
するという発想に驚きました。
しかし、考えてみれば、1社ごとにシステム

をゼロからつくるより、グローバル企業の課

題解決に関する知見・ノウハウが込められた

パッケージを導入する方が、いくら高額であっ

てもお客様にはメリットがあります。

そんな海外エンジニアの発想に驚くと同

時に、このままでは我々日本のエンジニアは
海外のソフトウェア会社やコンサルティング
会社に知的植民地化されてしまうのでは？
そんな危機感が「世界に通用する日本のソ
フトウェア開発」に挑戦するきっかけとなり
ました。

ITを活用して多くの社員が経営情報に接することで、
開かれた議論を通じた

透明性のある意思決定ができる

上意下達型の意思決定は、一部の経営層が下すため、
不透明なものになりがち。

社内の人事抗争や社内政治が生まれる要因にもなる

経営層

中間管理職

現場のキーパーソン

経営層

中間管理職

現場のキーパーソン

1History 
「経営情報の
大衆化」
という旗標。
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創業から現在までの「あゆみ」

23 AVANT 統合報告書2020 24AVANT 統合報告書2020

サステナビリティ ガバナンス成長戦略挑戦価値観



ところが、当時の私は、創業期のメンバー

と仲良くやっていきたいという私自身のプ

ライベートな感情や、個々の役員の個人的

な夢・こだわりなどが混在して、客観的な意
思決定ができない状況でした。
そこで私は改めて創業の原点に戻り、ガ

バナンスを機能させる会社づくりに挑戦す

ることにしたのです。

つまり、ディーバの上場は、一般的な資金
調達が第一の目的ではなく、事業戦略や人
事に圧倒的な牽制機能を採り入れること、
ガバナンス強化が第一目的でした。
牽制機能が発揮されることで、仮に自分が

解任されても、この会社が顧客とともに継続

的に成長できれば、株主にとっても従業員に

とってもそれがベストな選択のはずです。

こうして我々ディーバは2007年2月、大阪

証券取引所「ヘラクレス（現：東証 JASDAQ）」

に上場。二度とガバナンスに混乱を来さな

い透明性のある意思決定システムを備え
た、100年続く企業となる、という決意を込
め、企業理念を「100年企業の創造」と正式

に定めました

ました。そんな追い詰められた状況のなか、原

点に立ち返り、私の人生で最大といっていい

決断を下しました。株式上場です。

「100年企業の創造」を理念に株式上場
父の苦悩を見ていた頃、私は会社の経営

とは、つまるところ“誰が、どのようにフェア

ネスを確保しながら意思決定するのか”とい

う監視機能をもった経営体制の構築、換言

すれば「ガバナンス［30］は人事がすべて」と考
えていました。

情報系システムに活路を見出す
経営情報を可視化して透明性の高い意思

決定を支援する――

現在のミッションにつながる考え方はあっ

たものの、当時の私はそれをどのような形で

具現化していけば良いのかは、正直、見えて

いませんでした。

経営情報といっても財務情報から生産、在

庫、販売に関わるデータまであらゆるものが

あり、これを統括する技術はありません。そも
そも私自身、事業や組織を経営するとはどう
いうことなのかを理解していませんでした。
そんな時期に考えていたことでも、現在の

アバントグループにつながる成長要素が一

つあります。それは、基幹系ではなく、情報系
システムに活路を見出したことです。
基幹系業務システム［31］は文字通り事業活

動の根幹を支えるシステムであり、一旦導入

するとそう頻繁に取り換えるものではあり

ません。また、外資系企業のシェア拡大に

よって、ある程度勝負がついていたことも

あります。

一方の情報系は、全システム投資の数％程

度ですが、カスタマイズやアップデートし続け

るものであり、顧客関係を強化しつつ継続的
な収益が見込めます。

この発想が、現在のアバントグループの成

長戦略である“実需に根ざしたリカーリング
（継続収益）ビジネス”の原点となっています。

連結会計システムを柱に
さまざまな問題意識をもちつつ、将来像に

ついては漠然とした想いしかなかった私が

明確に起業を意識したのは、1995年でした。

5年後の2000年に国内企業の会計システ
ムがグローバル化される、いわゆる会計ビッ
グバン［27］のなかで連結決算が義務化され
る、という情報を得たのです。チャンスだ！と
直感しました。

その理由は、当時の私が開発にあたってい

た連結会計システムにありました。

そのシステムには、「技術面での優位性」
と、「ミッション実現の可能性」という、起業を
決断するだけの重要な２つの要素があった
のです。

「技術面での優位性」――これは手前味

噌になりますが、SQL言語［22］でデータモデ

リング設計を完遂できるという、いわば“発

明”によって、当時、処理に5～6時間かかっ

ていた連結プロセスを5分に短縮し、かつ

プログラミング言語［51］などを知らなくても

運用できるシステムを完成させました。

当時の競合である監査法人系のシステム
に対して圧倒的に優位なシステムでした。
もう一つの「ミッション実現の可能性」に

ついては、連結会計システムが、経営情報を

可視化、つまり大衆化するための基盤にな

り得ることです。

連結会計システムには、売上や利益、コ

ストなど事業計画を考える際のベースとな

る財務諸表［36］が格納されています。これら

財務諸表にあるデータを意思決定のための

共通言語として、事業現場で活用できるよう

さまざまな形に組み換え、成長戦略を立案・

遂行していくことができます。

連結会計システムをベースに、これをより

進化させることで日本企業の意思決定をサ
ポートし、“強い日本企業”をつくろう。そして、
顧客とともに成長していこう。
起業への想いが企業像として明確になっ

た瞬間でした。

設立後の快進撃から社内での路線闘争へ
こうして1997年、仲間とともにスピンアウ

トする形で（株）ディーバを設立。開発した連結
会計システム「DivaSystem［5］」は市場に旋風
を巻き起こし、設立後約5、6年はコンペでの勝
率は7、8割。まさに順風満帆でした。
ところが、当然ながら企業社会は競争社

会です。当社の進撃を阻止すべく、2002年、

当社製品を徹底研究した競合製品が登場
し、一気に勝率が下がったのです。
創業時から順調に成長してきた企業は、

こういう局面で足腰の弱さを露呈します。

一緒に創業した役員たちとの議論では、

お互いの価値観がぶつかり合いました。

“民主的で透明な意思決定システム”という

我々が顧客に提供しようとしてきた価値を、

仲間同士で否定し合うような事態に私は悩

み、このまま父のように苦悩し、初志を捨てて
しまうかもしれないという恐怖が頭をよぎり

企業理念

100年企業

Mission
経営情報の大衆化

1997年株式会社ディーバ設立

グループ拠点・
国内外の子会社

お客様お客様

ビジネス
ユニット本社ビジネス

ユニット

連
結
会
計
シ
ス
テ
ム

その後の上場は、
資金調達ではなく、
ガバナンス強化
こそが第一の目的でした。

「
連
結
会
計
シ
ス
テ
ム
」

に
着
目
し
て
起
業
。

2History 
「連結会計
システム」
というアプローチ。

展
望

創業から現在までの「あゆみ」
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会計システムから経営システムへ
株式上場はガバナンス強化の手段と紹介

しましたが、もちろん調達した資金は成長投

資に活用していくことが重要です。

そのなかで考えたのが、「DivaSystem」

を、お客様の情報開示を支える連結会計シ

ステムとしてだけでなく、成長戦略の立案や
ガバナンス強化などに役立つ連結経営シス
テムにしていくことでした。
上場を機に、事業ポートフォリオ［53］を多

様化することで、「経営情報の大衆化」とい
うミッションをいよいよ実現していく段階に
来た、と考えたのです。
実際、ディーバでは自社パッケージに他社

商材なども加えた管理会計に役立つ応用シ

ステムなどの提供も積極的に提案し、大き

な実績をあげていました。

ところが上場翌年の2008年、リーマン

ショックが襲いかかりました。

監査役のアドバイスも活かしながら赤字

転落は全力でくい止めましたが、成長投資

を継続し、ミッションを実現するためには、当

時の売上30億円を最低でも100億円まで

引き上げ、何があっても揺るがずに研究開
発に投じる企業規模と体力が必要と痛感し
ました。

「お客様志向」に共鳴
そんな折、2009年に（株）インターネッ

トディスクロージャー（ID）と出会いました。

この会社のサービスを一言でいうと、上場

企業の開示情報を網羅的にデータベース化

して検索できるというものです。滝澤社長自

身が公認会計士であり、監査人など自身の経

験を踏まえて他社比較が容易になるよう独

自の業種分類をしている点が出色で、その利

便性が評価され、国内のほとんどの監査法人

が活用していました。

このシステムを企業が会計情報の作成に

活かせば、ベンチマーク比較など、より有効

な情報開示ができます。

しかし私が何より魅力と感じたのは、同

社がユーザーの使い勝手に注力していた

点です。

会計システムであれ何であれ、システム
は“使われてなんぼ”というお客様志向を徹
底してきたのは当社も同様です。
デモを見せてもらいながら、「これだ！」と

叫んだ後、滝澤社長と何度も会い、最後は口

説くようにしてグループ入りを決断してもら

いました。

2012年には、業務系システムにある膨大

なデータを経営戦略の立案や意思決定に活

かすビジネス・インテリジェンス［49］事業を推

進する（株）ジールをグループに迎え入れま

した。

この会社は自社製品を持たず、お客様の

ニーズに応えてデータベース［44］からデータを

整理・分析し、アウトプットにつなげるシステ

ム化技術に定評があり、大手SIer［20］からも

この分野のシステム化作業を任されていま

した。ところが、同社の創業者が新会社を立

ち上げるにあたり「森川なら今の組織を活

かせるだろう」ということで事業譲渡を持ち

かけられたのです。

お客様の事業環境やニーズが変化するな

か、自社製品だけでは対応できないこともあ

ります。また、ビッグデータ活用の時代に高度

で多彩な技術・ツールを使いこなすジールと
一緒になれば、お客様の経営やガバナンス
向上に一層役立つソリューションを提供でき
るはずです。そんな体制強化を視野に入れ、
要請を受け入れることにしました。

さらに、2017年には、お客様の人手不足

ニーズに本格的に応えるべく、2004年から

DivaSystem LCAを用いた決算書作成のア

ウトソーシング業務を担ってきた部隊を、さ
まざまなシステムのBPO［1］ニーズに応える
スペシャリスト集団として成長していけるよ
う、ディーバから事業分割する形で（株）フィ

エルテを設立しました。

持株会社アバントを設立
2013年。ディーバ、ID、ジールとグループ

会社が増えてきたなかで、各社の自立的な成

長を通じて次世代の経営幹部を育成すると

ともに、多様な専門性をもつ企業グループの

ポートフォリオを見渡しながら全体的な成長

戦略を描く司令塔が必要と考えました。

そこで、グループ会社のトップはアバント
の執行役員として経営の執行を担当し、アバ
ントの取締役は執行の監督に専念する、純粋
持株会社のアバントを設立しました。

総合力を発揮する第２の成長フェーズへ
そして現在。お客様を取り巻く環境は、コー

ポレートガバナンスの強化やデジタル・トラ

ンスフォーメーション（DX）［45］の流れ、そして

昨今のコロナウイルス感染症の広がりに直

面するなかで、大きく変化しつつあります。

例えば、継続的に改訂されているコーポ

レートガバナンス・コード［34］は、果断な経営

判断に基づく持続的な価値創造に対するコ

ミットメントを強く求めています。

その結果、企業の各部門会議や担当取締

役による経営会議など“縦割り”で閉鎖的で

あった経営の議論は、さまざまなステークホ
ルダーの声や客観的なデータに基づくオー
プンな議論に変わりつつあります。
一方、ディーバ創業時には未熟であった

各種アプリケーション［24］の技術が十分に実

用に耐える水準に成熟しており、これらを活

用した専門的な知見を統合し、総合的な観

点で見ていくことが、企業に求められている

経営改革、事業改革、ガバナンス改革などを

加速し始めています。

これらの動きは、まさにお客様が「経営情

報の大衆化」を求めるようになったというこ

とだと考えています。

アバントグループはこれまで、経営情報の

「使える化」を担うディーバ、ID、「見える化」

を担うジール、「任せる化」を担うフィエルテ

が、それぞれの得意分野に磨きをかけなが

ら高成長を維持してきました。

そんな歩みを経て、私は今、これからのお

客様のニーズ――実需に応えていくために

は、それぞれの得意分野を組み合わせて提

案する、グループとしての総合力が重要に

なってきていると確信しています。

この後続く「アバントグループの挑戦～

DXがもたらす変革」では、そんな考え方か

らお客様代表やITスペシャリスト、またグ

ループのリーダー達と率直な意見を交わし

ました。そこで見えてくるアバントの可能性

にご期待ください。

経営情報の大衆化

1997~
連結会計関連事業
（株式会社ディーバ）

2004~
アウトソーシング事業
（株式会社フィエルテ※）

2009~
情報開示支援事業
（株式会社インターネット
ディスクロージャー）

2012~
ビジネス・
インテリジェンス
事業
（株式会社ジール）

Mission

持株会社「アバント」のもと

グループ総合力を発揮する
“第２の成長フェーズ”へ。

アバントグループ

3History 
グループ
総合力
という未来。 

現
在
地

創業から現在までの「あゆみ」

各
分
野
の
ス
ペ
シ
ャ
リ
ス
ト
と

志
を
重
ね
合
わ
せ
な
が
ら

グ
ル
ー
プ
と
し
て
の

総
合
力
を
発
揮
し
て
い
く
。

お客様に真に役立つ

「経営情報システム」の提供
を目指して

※株式会社フィエルテは2017年に設立されました。
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SaaSビジネスの
増加とともに
プラットフォーム
側でも大転換
が進み、
面白い時代が
来た。

Special Dialog 2

ジョン・ロバートソン
Special Dialog 1

アバントグループの「挑戦」

Dialog 2　
連結会計関連事業

P.35 P.39

P.49

P.53

P.31 未
来
の
部
分
を
ど
う
予
測
す
る
か
。

そ
れ
を
共
通
言
語
と
す
る

ツ
ー
ル
こ
そ

経
営
情
報
の
大
衆
化
で
す
。

経理業務のなかには日本の
産業構造改革を変えていく
ポテンシャルがある。

データ活用による
ビジネス変革ニーズが
ジールにとっての

大きなビジネスチャンス
になっている。

P.43

Dialog 4　
アウトソーシング事業

永田  玄
株式会社フィエルテ 
代表取締役社長

Dialog 1
アバントグループの財務戦略

春日 尚義
株式会社アバント 
取締役 グループCFO

Dialog 3　
ビジネス・インテリジェンス事業

岡部 貴弘
株式会社ジール 
代表取締役社長

滝澤 博
株式会社インターネット
ディスクロージャー 
代表取締役社長

竹村 弘樹
株式会社ディーバ　
代表取締役副社長

寺島 鉄兵
株式会社ディーバ　
取締役

岩佐 泰次
株式会社ディーバ　
取締役

DXDX
もたらす
変革変革
が

経営者の腕の見せ所って、
戦略を考えるところじゃないですか。
僕はシンプルに、経営者が戦略を考えるのに
一番使われるプロダクトをつくりたい。

P/L経営は身に付いたと思います。
次にバランスシートの感覚を身に付け、
資本コストも踏まえた経営管理の
エコシステムをつくりたいです。

株式会社アバント 社外取締役

吉松 加雄
株式会社CFOサポート　
代表取締役社長兼CEO

コロナの影響もあって働き方、
環境が大きく変わったよね。
様々な課題認識もできているんじゃないかな。
そこを踏まえて「俺はこうしたい」
という話をしていきましょう。
創造的対話でざっくばらんにやりましょう！

P.57

アバントグループの競争力：DivaSystem SMDの「なぜ？」 泉澤 渉
株式会社ディーバ
事業統括本部
東日本第２事業部
事業部長

グループ企業の持続的な成長に
不可欠な“連結・多軸”管理会計システム
「DivaSystem SMD」を提供。



える化が意味をもつのだと思います。

森川　ありがとうございます。実際、担

当する企業から経営状況をヒアリングし

ていて定性的な事柄を聞く機会が多い

のですが、それだけでは対話が成立しな

いという経験があります。では、対話の

ベースになる言語は何かというと、やっ

ぱりファイナンスなんですね。投資を見

る、リターンを見る。その数字があったう

えで初めて人やプロセスを含めた企業

活動について話せるのですが、現状、社

外取締役との対話について、何語で議論

しましょうというルールはありません。

吉松　おっしゃる通りですね。加えて、

さきほど社外取締役の義務化というお

話がありましたが、ご指摘の「共通言語

としてのファイナンス」という社外取締

役に対する企業側のニーズに応えられ

ていない現状があるようですね。ジョブ

型雇用が根づき、プロフェッショナルな

社会が確立し、多数のプロ経営者を有

する欧米と比して、日本ではファイナン

スを共通言語として経営に関わった経

験のある社外取締役候補が少ないこと

が課題となりましょうか。

森川　我々も創業した時は会計情報を

経営の共通言語と位置付けていました

が、今ではヒト、モノ、カネを含めた未来

の情報としてのファイナンス情報が重要

だと考えています。活動成果を可視化す

ることで過去の実績は理解できますが、こ

れから成すべきことは見えてこない。だか

ら今後はこれからどうすべきかを考えるこ

とができる経営情報システムを積極的に

つくり、社外取締役、CEO・CFOを強力に

サポートしていきたいと考えています。ま

た、それを実現し、自分たちを客観視でき

るようになれば、ガバナンス全体を強化す

ることにもつながっていくと思います。

吉松　おっしゃる通りです。私の問題意

識もまさにその点にあり、会計情報生成

と監査は自動化が進んでいくと思います

が、未来の部分をどう予測するかについ

ては、多種多様な経営情報をAIで活用す

る方法もあると思います。そうしたツー

ルをつくることが森川さんたちが目指す

「経営情報の大衆化」につながっていくと

思います。

森川　ありがとうございます。そこで加

えさせていただくと、経営情報を大衆化

するにあたっては、ITやAI活用と同時に、

人の業務をBPO化して実質的に自動化

していくというプロセスも想定していま

す。つまり、お客様の課題に応じてさま

ざまなツール、サービス、ソリューション

をきちんと揃えていきながら、総合力で

貢献していきたいということです。

吉松　心強いですね。そうした総合的な

サービスが提供できるようになれば今、

さまざまな企業で課題となっているポー

トフォリオ改革の方向性を含め、経営陣、

そしてアクティビストを含めた多様な株

主・投資家との健全な対話ができるよう

になると思います。

森川　最後になりましたが、今後のア

バントグループに対するエールを頂戴で

きますか。

吉松　これまで申し上げてきたことのま

とめのような言葉になりますが、CFOに

とどまらず、経営の意思決定を支援する

企業グループとして多面的・総合的な共

通言語を生み出し、過去だけでなく未来

を切り拓くソリューションを創造していっ

ていただきたいと思います。

森川　ありがとうございます。ご意見を

頂戴しながら我々アバントグループの針

路への確信を高めることができました。

むようにしています。

吉松　中長期的な成長を支える人的資

源を重視するという考え方はまさに昨今

求められているESG［8］経営のS、つまり

社会的側面の強化にも通じていますね。

森川　そう言っていただけてありがたい

のですが、ただ我々の認識としては、

ESGを強化するという以上に、人のモチ

ベーションなども経営情報の一つとして

取り入れていかないと成長できないとい

う切羽詰まったテーマでもあるのです。

吉松　そうした企業は多いはずです。

森川　従ってこれからのCFOは、Fすな

わちファイナンスだけでなく、将来のFに

つながるヒト、モノ、カネの見える化を推

進し、その情報を活用してCEOの意思決

定を支えていく必要があると思います。

吉松　よくわかります。加えて、人の満足度

を数値化するということに関して言えば、昨

今の雇用制度のメンバーシップ型からジョ

ブ型への移行という潮流への対応にもなり

ます。ジョブ型を機能させるためには、階

層型組織をフラット型組織にしてDXを取

り入れ、効率化を進めていく必要がありま

す。そうした際に従業員満足度など人に関

わるKPI［12］を定めておけば、課題にいち早

く対応することができます。もちろんその

際には最高人事責任者であるCHRO

（Chief  Human Resource Officer）と

の連携が重要ですが。

森川　グループ経営を考えた時、今は事

業ポートフォリオという観点から最適化を

追求しているのですが、今後はグループ

戦略、各社の事業戦略のなかに人的資源

という要素を今まで以上に意識していか

ないといけないのではないか、人的資源

が将来を考える際の掛け算の重要な要

素になるのではないかと、今回のコロナ禍

で深く考えました。ひいては、CHRO等と

連携し、人のモチベーションまで踏み込ん

でいくCFOでないと、本当の意味での事

業再編自体のデザインがしづらくなるので

はないかとも考えています。

吉松　コロナ禍においては企業の安全

性が最初にハイライトされ、欧米の株主・

投資家も無理して安全性を低下させて

まで株主還元の維持や増大を目指すな、

維持しなくてもいい、と発信してきまし

た。その一方で、労働分配性を高め、人

に投資しろという声も高まってきました。

これらは短期的な業績一辺倒から、中長

期的な成長を望む声が高まってきたこと

を意味します。2030年のSDGs［19］達成、

そして地球社会のサステナビリティ［37］へ

の貢献、将来のFを生む非財務資本とし

てのESGを強化するという流れのなか

で、森川さんがおっしゃる人への観点は

とても重要になってくると思います。

広義の「ファイナンス」を
共通言語にするソリューションを
森川　ガバナンス強化の潮流における

社外取締役の役割についてご意見を伺

いたいと思います。吉松さんご自身、社

外取締役の経験が豊富ですが、どのよう

なスタンスで取締役会に臨んでおられる

のでしょうか。

吉松　社外取締役の基本的役割である

経営の監視・監督に加えて、会社の中長

期の企業価値をどのように向上させて

いくのか？という課題について的確な質

問やアドバイスができないといけない

し、しないといけないというスタンスで

議事に臨んでいます。とくに心がけてい

るのは、さきほどの空中戦ではないです

が、定性的な話、哲学的な話で「いい話

だな！」で終わってしまわないよう、判断

に迷いが生じてしまう局面ほど具体的な

助言となるよう努めています。

森川　勇気というか、胆力が必要ですね。

吉松　難しい話ではなく、あくまで私の

視点で「こういう切り口で考えてみてはど

うでしょう？」というスタンスからの質問

を心がけています。そうすると、経営陣

も従来とは異なる視点からの仮説を立

てることができます。そこからブレーンス

トーミング［50］が始まり、私もそのなかに

加わって話を具体化していくというわけ

です。また、切り口に関しては、こういう

不透明な時代でもあり、あえて非連続の

高い目標を掲げて変革を目指してはどう

か、などと助言することもありますね。

森川　なるほど。コーポレートガバナン

ス・コードの適用以来多くの社外取締役

が生まれていますが、それはどんな企業

でも社内だけでは自分たちを律すること

ができないという現実を認めたうえで、

あえて利害関係のない外部の人間が監

視する仕組みをつくっていく制度と理解

しています。ただ、私自身も他社の社外

取締役をしていて実感するのですが、真

に第三者として意見を言うのはとても難

しいと感じています。企業活動に関する

情報が社内取締役に比べて圧倒的に不

足しているなかで、どこまで何を言って

いいのかが結構難しい。

吉松　よくわかります。であればこそ、ア

バントグループが推進している経営の見

データをもとにCEO［3］の意思決定を
支援する欧米型CFOが必要
森川　吉松さんは、長く企業のCFOとし

て活躍され、かつ会計情報システムを提

供する私たちアバントにとってのお客さま

でもあったということで、我々のお客様の

代表として当社の今後の在り方に対する

ご助言がいただければと考えています。

吉松　よろしくお願いします。

森川　まず最初にお伺いしたいのは、ご

経験を踏まえたCFOの役割について…

昨今のガバナンス改革、あるいは今回の

コロナ禍のなかでCFOが企業価値向上

に果たす役割も変化していると思います。

吉松　まず言えるのは、誰もが経営情報

にアクセスでき、データドリブンで経営の

意思決定をしていくことが、不透明な時

代状況、とりわけコロナ下の経営におい

て一層重要になってきたということです。

ある大手監査法人が直近で実施した調

査では、コロナ禍におけるCFOの役割と

して最も重要度が高まった項目に、業績

予測が挙げられています。

森川　従来の業績管理の手法では通用

しないと…。

吉松　はい。コロナにより多くの企業が

突然乱気流に巻き込まれるなかで、いか

に早く気流の変化、つまり経営環境の激

変状況をつかみ、機体の状態を把握しな

がら目的地までナビゲーションしていく

か。そうした状況のなかでは、いわゆる

結果報告をする経理部長を超えた、

CEOの意思決定をサポートする欧米型

のCFOが必要になります。

森川　日本企業でも経営陣に物申すスー

パー経理部長と呼ばれる方がいますね。

吉松　はい。ただし多くの日本企業は、

会長、社長、担当役員、部門長といった

序列に沿って意思決定がなされますが、

欧米型CFOはCEO直下で、COOと並ん

で業績結果責任を担っていながら、最高

経営責任者CEOが下す意思決定の支援

をする。コロナ禍によってそうしたCFO像

が認知され始めてきたと考えています。

森川　CEOとCOOが分離している、か

つCOOとCFOが並列ということがポイン

トですね。環境が激変するなかでは、現場

のオペレーションと将来の財務戦略を常

にかけ合わせながら針路を補正し、着地

点を見定めるという。その役割はスーパー

経理部長では難しいかもしれません。

吉松　CFOによる迅速な意思決定支援

がとても重要になります。

森川　そうしたCFOの役割を果たすため

には、データの可視化――直下の業績だ

けではなく、さまざまな指標の可視化が

できていないと、針路が定まりませんね。

吉松　おっしゃる通りです。経営情報は

極めて重要で、議論白熱の役員会と言う

ととても良い風景に見えますが、データ

に根差さない定性的な見解のやり取り

だけになると、個々の信念や哲学の話に

なり、企業経営から離れていってしまう

ことがあります。いわゆる空中戦です。

そうではなく、現場に根差した数値化さ

れた定量的経営情報を見ながら危機感

を共有することが議論の第一歩であり、発

言は可能な限り具体的であるべきです。

ファイナンスに「人」の
視点をかけ合わせる
森川　当社自身もこのコロナ禍で可視

化に対するニーズがすごく進みました。

業績や財務的な部分だけではなく、人の

モチベーションに関する部分も含めてで

す。業績は結果指標であり、精度の高い

業績を予測するためには、営業活動を含

めた事業プロセスを支えている“人”の満

足度の変化を把握していく必要があると

考えたからです。

吉松　コロナ禍は人や組織の意思決定

プロセスにおける見える化についても大

きな問いかけをしていますね。

森川　そう思います。ですので当社では

四半期ごとに従業員の満足度調査を一

部実施するとともにナラティブな声も取

り入れるような経営に従来以上に取り組
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える化が意味をもつのだと思います。

森川　ありがとうございます。実際、担

当する企業から経営状況をヒアリングし

ていて定性的な事柄を聞く機会が多い

のですが、それだけでは対話が成立しな

いという経験があります。では、対話の

ベースになる言語は何かというと、やっ

ぱりファイナンスなんですね。投資を見

る、リターンを見る。その数字があったう

えで初めて人やプロセスを含めた企業

活動について話せるのですが、現状、社

外取締役との対話について、何語で議論

しましょうというルールはありません。

吉松　おっしゃる通りですね。加えて、

さきほど社外取締役の義務化というお

話がありましたが、ご指摘の「共通言語

としてのファイナンス」という社外取締

役に対する企業側のニーズに応えられ

ていない現状があるようですね。ジョブ

型雇用が根づき、プロフェッショナルな

社会が確立し、多数のプロ経営者を有

する欧米と比して、日本ではファイナン

スを共通言語として経営に関わった経

験のある社外取締役候補が少ないこと

が課題となりましょうか。

森川　我々も創業した時は会計情報を

経営の共通言語と位置付けていました

が、今ではヒト、モノ、カネを含めた未来

の情報としてのファイナンス情報が重要

だと考えています。活動成果を可視化す

ることで過去の実績は理解できますが、こ

れから成すべきことは見えてこない。だか

ら今後はこれからどうすべきかを考えるこ

とができる経営情報システムを積極的に

つくり、社外取締役、CEO・CFOを強力に

サポートしていきたいと考えています。ま

た、それを実現し、自分たちを客観視でき

るようになれば、ガバナンス全体を強化す

ることにもつながっていくと思います。

吉松　おっしゃる通りです。私の問題意

識もまさにその点にあり、会計情報生成

と監査は自動化が進んでいくと思います

が、未来の部分をどう予測するかについ

ては、多種多様な経営情報をAIで活用す

る方法もあると思います。そうしたツー

ルをつくることが森川さんたちが目指す

「経営情報の大衆化」につながっていくと

思います。

森川　ありがとうございます。そこで加

えさせていただくと、経営情報を大衆化

するにあたっては、ITやAI活用と同時に、

人の業務をBPO化して実質的に自動化

していくというプロセスも想定していま

す。つまり、お客様の課題に応じてさま

ざまなツール、サービス、ソリューション

をきちんと揃えていきながら、総合力で

貢献していきたいということです。

吉松　心強いですね。そうした総合的な

サービスが提供できるようになれば今、

さまざまな企業で課題となっているポー

トフォリオ改革の方向性を含め、経営陣、

そしてアクティビストを含めた多様な株

主・投資家との健全な対話ができるよう

になると思います。

森川　最後になりましたが、今後のア

バントグループに対するエールを頂戴で

きますか。

吉松　これまで申し上げてきたことのま

とめのような言葉になりますが、CFOに

とどまらず、経営の意思決定を支援する

企業グループとして多面的・総合的な共

通言語を生み出し、過去だけでなく未来

を切り拓くソリューションを創造していっ

ていただきたいと思います。

森川　ありがとうございます。ご意見を

頂戴しながら我々アバントグループの針

路への確信を高めることができました。

むようにしています。

吉松　中長期的な成長を支える人的資

源を重視するという考え方はまさに昨今

求められているESG［8］経営のS、つまり

社会的側面の強化にも通じていますね。

森川　そう言っていただけてありがたい

のですが、ただ我々の認識としては、

ESGを強化するという以上に、人のモチ

ベーションなども経営情報の一つとして

取り入れていかないと成長できないとい

う切羽詰まったテーマでもあるのです。

吉松　そうした企業は多いはずです。

森川　従ってこれからのCFOは、Fすな

わちファイナンスだけでなく、将来のFに

つながるヒト、モノ、カネの見える化を推

進し、その情報を活用してCEOの意思決

定を支えていく必要があると思います。

吉松　よくわかります。加えて、人の満足度

を数値化するということに関して言えば、昨

今の雇用制度のメンバーシップ型からジョ

ブ型への移行という潮流への対応にもなり

ます。ジョブ型を機能させるためには、階

層型組織をフラット型組織にしてDXを取

り入れ、効率化を進めていく必要がありま

す。そうした際に従業員満足度など人に関

わるKPI［12］を定めておけば、課題にいち早

く対応することができます。もちろんその

際には最高人事責任者であるCHRO

（Chief  Human Resource Officer）と

の連携が重要ですが。

森川　グループ経営を考えた時、今は事

業ポートフォリオという観点から最適化を

追求しているのですが、今後はグループ

戦略、各社の事業戦略のなかに人的資源

という要素を今まで以上に意識していか

ないといけないのではないか、人的資源

が将来を考える際の掛け算の重要な要

素になるのではないかと、今回のコロナ禍

で深く考えました。ひいては、CHRO等と

連携し、人のモチベーションまで踏み込ん

でいくCFOでないと、本当の意味での事

業再編自体のデザインがしづらくなるので

はないかとも考えています。

吉松　コロナ禍においては企業の安全

性が最初にハイライトされ、欧米の株主・

投資家も無理して安全性を低下させて

まで株主還元の維持や増大を目指すな、

維持しなくてもいい、と発信してきまし

た。その一方で、労働分配性を高め、人

に投資しろという声も高まってきました。

これらは短期的な業績一辺倒から、中長

期的な成長を望む声が高まってきたこと

を意味します。2030年のSDGs［19］達成、

そして地球社会のサステナビリティ［37］へ

の貢献、将来のFを生む非財務資本とし

てのESGを強化するという流れのなか

で、森川さんがおっしゃる人への観点は

とても重要になってくると思います。

広義の「ファイナンス」を
共通言語にするソリューションを
森川　ガバナンス強化の潮流における

社外取締役の役割についてご意見を伺

いたいと思います。吉松さんご自身、社

外取締役の経験が豊富ですが、どのよう

なスタンスで取締役会に臨んでおられる

のでしょうか。

吉松　社外取締役の基本的役割である

経営の監視・監督に加えて、会社の中長

期の企業価値をどのように向上させて

いくのか？という課題について的確な質

問やアドバイスができないといけない

し、しないといけないというスタンスで

議事に臨んでいます。とくに心がけてい

るのは、さきほどの空中戦ではないです

が、定性的な話、哲学的な話で「いい話

だな！」で終わってしまわないよう、判断

に迷いが生じてしまう局面ほど具体的な

助言となるよう努めています。

森川　勇気というか、胆力が必要ですね。

吉松　難しい話ではなく、あくまで私の

視点で「こういう切り口で考えてみてはど

うでしょう？」というスタンスからの質問

を心がけています。そうすると、経営陣

も従来とは異なる視点からの仮説を立

てることができます。そこからブレーンス

トーミング［50］が始まり、私もそのなかに

加わって話を具体化していくというわけ

です。また、切り口に関しては、こういう

不透明な時代でもあり、あえて非連続の

高い目標を掲げて変革を目指してはどう

か、などと助言することもありますね。

森川　なるほど。コーポレートガバナン

ス・コードの適用以来多くの社外取締役

が生まれていますが、それはどんな企業

でも社内だけでは自分たちを律すること

ができないという現実を認めたうえで、

あえて利害関係のない外部の人間が監

視する仕組みをつくっていく制度と理解

しています。ただ、私自身も他社の社外

取締役をしていて実感するのですが、真

に第三者として意見を言うのはとても難

しいと感じています。企業活動に関する

情報が社内取締役に比べて圧倒的に不

足しているなかで、どこまで何を言って

いいのかが結構難しい。

吉松　よくわかります。であればこそ、ア

バントグループが推進している経営の見

データをもとにCEO［3］の意思決定を
支援する欧米型CFOが必要
森川　吉松さんは、長く企業のCFOとし

て活躍され、かつ会計情報システムを提

供する私たちアバントにとってのお客さま

でもあったということで、我々のお客様の

代表として当社の今後の在り方に対する

ご助言がいただければと考えています。

吉松　よろしくお願いします。

森川　まず最初にお伺いしたいのは、ご

経験を踏まえたCFOの役割について…

昨今のガバナンス改革、あるいは今回の

コロナ禍のなかでCFOが企業価値向上

に果たす役割も変化していると思います。

吉松　まず言えるのは、誰もが経営情報

にアクセスでき、データドリブンで経営の

意思決定をしていくことが、不透明な時

代状況、とりわけコロナ下の経営におい

て一層重要になってきたということです。

ある大手監査法人が直近で実施した調

査では、コロナ禍におけるCFOの役割と

して最も重要度が高まった項目に、業績

予測が挙げられています。

森川　従来の業績管理の手法では通用

しないと…。

吉松　はい。コロナにより多くの企業が

突然乱気流に巻き込まれるなかで、いか

に早く気流の変化、つまり経営環境の激

変状況をつかみ、機体の状態を把握しな

がら目的地までナビゲーションしていく

か。そうした状況のなかでは、いわゆる

結果報告をする経理部長を超えた、

CEOの意思決定をサポートする欧米型

のCFOが必要になります。

森川　日本企業でも経営陣に物申すスー

パー経理部長と呼ばれる方がいますね。

吉松　はい。ただし多くの日本企業は、

会長、社長、担当役員、部門長といった

序列に沿って意思決定がなされますが、

欧米型CFOはCEO直下で、COOと並ん

で業績結果責任を担っていながら、最高

経営責任者CEOが下す意思決定の支援

をする。コロナ禍によってそうしたCFO像

が認知され始めてきたと考えています。

森川　CEOとCOOが分離している、か

つCOOとCFOが並列ということがポイン

トですね。環境が激変するなかでは、現場

のオペレーションと将来の財務戦略を常

にかけ合わせながら針路を補正し、着地

点を見定めるという。その役割はスーパー

経理部長では難しいかもしれません。

吉松　CFOによる迅速な意思決定支援

がとても重要になります。

森川　そうしたCFOの役割を果たすため

には、データの可視化――直下の業績だ

けではなく、さまざまな指標の可視化が

できていないと、針路が定まりませんね。

吉松　おっしゃる通りです。経営情報は

極めて重要で、議論白熱の役員会と言う

ととても良い風景に見えますが、データ

に根差さない定性的な見解のやり取り

だけになると、個々の信念や哲学の話に

なり、企業経営から離れていってしまう

ことがあります。いわゆる空中戦です。

そうではなく、現場に根差した数値化さ

れた定量的経営情報を見ながら危機感

を共有することが議論の第一歩であり、発

言は可能な限り具体的であるべきです。

ファイナンスに「人」の
視点をかけ合わせる
森川　当社自身もこのコロナ禍で可視

化に対するニーズがすごく進みました。

業績や財務的な部分だけではなく、人の

モチベーションに関する部分も含めてで

す。業績は結果指標であり、精度の高い

業績を予測するためには、営業活動を含

めた事業プロセスを支えている“人”の満

足度の変化を把握していく必要があると

考えたからです。

吉松　コロナ禍は人や組織の意思決定

プロセスにおける見える化についても大

きな問いかけをしていますね。

森川　そう思います。ですので当社では

四半期ごとに従業員の満足度調査を一

部実施するとともにナラティブな声も取

り入れるような経営に従来以上に取り組
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着実に高まる
クラウドシフトへのニーズ
森川　2020年９月から社外取締役に就

任いただいたロバートソンさんをお迎え

して、SAP、EMC、VMwareといったIT企

業の最前線で活躍され、企業情報システ

ムのモダナイズ［60］を担っておられる豊富

な経験をもとに、当社が注力している

SaaS［18］型ビジネスの可能性についてご

意見をいただきたいと考えています。

ロバートソン　私は以前、アプリケーショ

ンの世界にいましたが、当時のITインフ

ラはメインフレーム［59］からUNIX［23］、ウ

インドウズへの移行期で、OS［14］とハード

ウェア［48］、データベースなどをアプリ

ケーションに応じてSIerさんが調整する

だけのレガシーな世界とみなしていまし

た。ところが、VMwareという会社に来て

――ここはご承知のようにデータセン

ターなどITインフラのハードウェアやア

プリケーションのモダナイゼーション［60］

を進める会社なのですが、ここで仮想化［28］

つまりクラウドの技術革新を学んだこと

で、あらゆるデータが連携し得る可能性

に気づきました。実際に現在はSaaSビジ

ネスの増加とともにデータセンターなどプ

ラットフォーム側で大転換が進んでいて、

非常に面白い時代が来たと思っています。

森川　日本のIT環境は欧米から2、3年、

場合によっては10年遅れているとよく言

われますが、日本市場でもそういう変化

が起きているのですか。

ロバートソン　お客様の業種や規模に

よります。金融機関などミッションクリ

ティカル［57］なシステムが多い企業など

はまだまだメインフレームを使っておら

れますから、急速なクラウドへのジャン

プは難しく、「いろいろ試してみてから考

えましょう」という状況です。逆にスター

トアップ企業はまったく違っていて、最初

からクラウドで勝負していますし、最近

は1000人ぐらいの規模の会社もクラウ

ドを検討し始めています。そんなに重く

ないアプリケーションから始めて、うまく

いけば…というニーズをよく聞きます。

今こそデータセンターの
モダナイゼーションを
森川　一方で、最近では新型コロナ感染

症の拡大で社会のDX化が一気に進ん

だと言われていますが、スタートアップ

だけでなく、大企業の基幹系も含めて

クラウドへのシフトがどんどん進んでい

るんでしょうか？

ロバートソン　はい。働き方改革やリ

モートワークの普及に伴ってクラウド需

要は米国を上回る勢いで伸びています。

ただし、日本企業はこれまで、世界の潮

流であるパブリック・クラウド［33］環境で

はなく、早くからプライベート・クラウ

ド［33］環境を構築してきています。ご承知

のように欧米の企業は社内システムの

約７～8割は自社内で開発・運用をして

おり、アウトソーシングは2割弱。日本は

逆で、ほとんどの日本企業の自社システ

ムがSIerさんのデータセンターで仮想

化されています。SIerさんは現状維持で

もいいと考えているようですが、今はお

客様のニーズの方がコロナ禍もあって

先行していて、「いつかはやらないとい

けない」と言っていたお客様が「今こそ

データセンターのモダナイゼーションを

やり遂げ、マルチクラウド［56］で運用しま

しょう！」と言っています。そこで

VMWareではそうした声をもとに、SIer

さんと一緒になってクラウドへの実装を

進めていました。

森川　日本市場ではSIerさんとの連携

が重要なのですね。

ロバートソン　はい。また日本では、コロ

ナ禍でのDXの進展における重要な背景

として、お客様の情報システム部門を含

めたIT業界での人手不足問題というのが

あります。これによって、企業もSIerも自

動化やAI活用を相当強く意識し始めてお

り、これらはクラウド環境にフィットするた

め、最近は積極的にこうした環境づくり

を進めているSIerさんも出てきています。

森川　いわゆるMSP［13］化が進んでい

ると。

ロバートソン　そういうことです。また、

一方でパブリック・クラウド環境を提供し

ているグローバル企業も、結局はそれ

ぞれのプラットフォームがサイロ化…各

種情報の連携が成されていないため、

それらをつないでいく必要があります。

こうしたところにも我々のビジネスチャ

ンスがあるのです。業界で「journey to 

the cloud」と呼んでいますが、我々が

3年前ぐらいから提唱してきた「any 

cloud, any application, any device」、

つまり「古い新しいに関係なくアプリ

ケーションを好きな場所にもっていこ

う」という機運が高まっていることは

間違いありません。来年あたりからは

SaaSのオプションが確実に増えるの

ではないかと思います。

SIer、コンサルティング会社との
連携が重要に
森川　SIerさんとレイヤーが重なるコン

サルティング会社の動きについてはどう

でしょうか。

ロバートソン　欧米ではコンサルティン

グ会社がベンダーと組んで「5年ぐらいで

全アプリケーションをクラウドに」という

ような目標を共有しています。ですから、

遠からず日本でもそのような動きになる

かと思います。とりわけコロナ禍でダメー

ジの大きかった運輸業や流通小売業の

お客様が欧米と同様にコンサルティング

会社と一緒になってクラウド化、SaaS化

の話を進めていくと思います。実際、以前

は商談の７～８割をオンプレミス［26］で

のライセンスビジネスが占めていました

が、現在は4～5割がas a serviceへとシ

フトしています。

顧客との創造的対話を通じて
総合力を発揮していく
ロバートソン　クラウド化、SaaS化が進

んでいるというお話をしてきましたが、

アバントグループはそこにどんな勝機

や成長を見出しているのかを教えても

らえますか。

森川　当社が進めているビジネスは、基

本的に基幹系ではなく情報系と呼ばれ

る分野です。ITシステムにおける投資額

の大半が基幹系ですので、これまで情報

系はいわば傍流という感じだったので

すが、実際にお客様の立場に立って各種

のデータに付加価値をつけていくとな

ると、情報系の方がクリエイティビティ

が問われます。反面、基幹系はグローバ

ルなベストプラクティスを採り入れなが

らスタンダード化と低価格化が進んでい

ます。そうした意味で、新たなデータが

次々と生まれる現在は、我々がつくる情

報系こそSaaS基盤に移行して、いろい

ろなデータをニーズに応じて融通無碍

に対処していくことが重要になると考え

ています。

ロバートソン　確かに日本企業の細か

なニーズに応えていく情報基盤としては

SaaS環境の方がクリエイティビティを

発揮できますね。

森川　日本では伝統的に製造業がこだ

わりをもって高度な生産管理システム

などをつくってきましたが、経営情報を

どう活かし、成長していくかという問題

は全産業の普遍的な課題です。単なるア

セットアロケーションではなく、新たな事

業機会をつくっていくためにはクリエイ

ティビティが不可欠です。また、会計情報

だけの世界であればそこまでのクリエイ

ティビティは必要ありませんが、現代の

経営者にはコーポレートガバナンス・

コードで明示されているように、投資家と

の対話を通じて企業価値をいかにしてつ

くり、高めていくかが求められています。

ロバートソン　経営トップが果たすべき

使命とプロセスがかなりクリアになりま

した。

森川　そのためにはまず、我々アバント

グループ一人ひとりがお客様に対して経

営者の目線に立ち、創造的な対話を積極

的にしていく必要があると考えています。

ロバートソン　あらゆる経営情報を視野

に、グループ一丸となって顧客の情報イ

ンフラを構築し、その価値創造を支援し

ていくのですね。

森川　はい。もちろん、そのインフラは

標準化してもいいのですが、企業価値を

高める成長戦略は各社各様、経営者の

オリジナリティが反映されるべきだと考

えており、そこに我々が提供するSaaS基

盤の意義があると考えています。さらに

究極的には、顧客企業の従業員一人ひ

とりが経営者としてコミュニケーション

できるプラットフォームをつくりたい。そ

れこそが我々が目指している「経営情報

の大衆化」であり、これからの10年はグ

ループ全体の総合力でミッションを実現

していくフェーズだと考えています。

ロバートソン　アバントグループは各社

ともお客様との関係を重視し、5年10年

の深い関係をつくりあげています。こう

した顧客理解力をベースに、企業がも

つ情報を経営に重要な役割を果たすよ

うに活かしていければSaaSモデルへの

シフトもうまくいくと思います。

お客様の経営革新に役立つ、
という信念を基盤に
森川　最後になりますが、ロバートソン

さんから見たアバントグループについ

て、率直なご意見や感想を、課題感など

を含めて頂戴できますか。

ロバートソン　一言でいうとcustomer 

centric、 customer focusしている会

社だと思います。お客様の言うことをや

り遂げるだけでなく、きちんと先々まで

見通したうえで、グローバルな目線で提

案する会社。また、提案の際には役員も

新人も関係なく、みんなで意見を言い合

うパッションがあり、日本のトラディショ

ナルな会社とはいい意味で違っていると

思います。私も日本のお客様が世界に

負けないよう「デジタルトランスフォー

メーション行きましょう！」という立場で

すので、そうした姿勢はとても共感でき

ます。さらに、社員をとても大切にしてい

ますね。ファミリーのようです。ぜひこの

雰囲気は継続していってほしいと思いま

す。ただ、そうは言っても人は増え続けま

す。その時に重要になるのが、ミッション

です。各社、各部門で役割は異なるで

しょうが「経営情報の大衆化」というミッ

ションのなかでは必ずオーバーラップす

るところがありますので、ミッションを大

事に、チームとなって協力し合い、世界

と闘う日本企業を一社でも多くつくって

ほしいと切に願っています。

森川　ありがとうございます。多様な個

性を活かす自立した組織として、これか

らもお客様に役立つという信念、そして

ミッションやビジョンをメンバーと共有

しながらオールアバントとしてシナジー

を創出していく覚悟です。本日は、アバ

ントグループの未来に有用なアドバイ

ス、大きなエールを頂戴しました。これ

から数年間は最大のチャレンジになると

思いますので、ぜひ引き続きバックアッ

プして頂ければと思います。

※ジョン・ロバートソン氏は2021年３月よりSnowflake社アジア太平洋・日本地域担当社長に就任しています。
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着実に高まる
クラウドシフトへのニーズ
森川　2020年９月から社外取締役に就

任いただいたロバートソンさんをお迎え

して、SAP、EMC、VMwareといったIT企

業の最前線で活躍され、企業情報システ

ムのモダナイズ［60］を担っておられる豊富

な経験をもとに、当社が注力している

SaaS［18］型ビジネスの可能性についてご

意見をいただきたいと考えています。

ロバートソン　私は以前、アプリケーショ

ンの世界にいましたが、当時のITインフ

ラはメインフレーム［59］からUNIX［23］、ウ

インドウズへの移行期で、OS［14］とハード

ウェア［48］、データベースなどをアプリ

ケーションに応じてSIerさんが調整する

だけのレガシーな世界とみなしていまし

た。ところが、VMwareという会社に来て

――ここはご承知のようにデータセン

ターなどITインフラのハードウェアやア

プリケーションのモダナイゼーション［60］

を進める会社なのですが、ここで仮想化［28］

つまりクラウドの技術革新を学んだこと

で、あらゆるデータが連携し得る可能性

に気づきました。実際に現在はSaaSビジ

ネスの増加とともにデータセンターなどプ

ラットフォーム側で大転換が進んでいて、

非常に面白い時代が来たと思っています。

森川　日本のIT環境は欧米から2、3年、

場合によっては10年遅れているとよく言

われますが、日本市場でもそういう変化

が起きているのですか。

ロバートソン　お客様の業種や規模に

よります。金融機関などミッションクリ

ティカル［57］なシステムが多い企業など

はまだまだメインフレームを使っておら

れますから、急速なクラウドへのジャン

プは難しく、「いろいろ試してみてから考

えましょう」という状況です。逆にスター

トアップ企業はまったく違っていて、最初

からクラウドで勝負していますし、最近

は1000人ぐらいの規模の会社もクラウ

ドを検討し始めています。そんなに重く

ないアプリケーションから始めて、うまく

いけば…というニーズをよく聞きます。

今こそデータセンターの
モダナイゼーションを
森川　一方で、最近では新型コロナ感染

症の拡大で社会のDX化が一気に進ん

だと言われていますが、スタートアップ

だけでなく、大企業の基幹系も含めて

クラウドへのシフトがどんどん進んでい

るんでしょうか？

ロバートソン　はい。働き方改革やリ

モートワークの普及に伴ってクラウド需

要は米国を上回る勢いで伸びています。

ただし、日本企業はこれまで、世界の潮

流であるパブリック・クラウド［33］環境で

はなく、早くからプライベート・クラウ

ド［33］環境を構築してきています。ご承知

のように欧米の企業は社内システムの

約７～8割は自社内で開発・運用をして

おり、アウトソーシングは2割弱。日本は

逆で、ほとんどの日本企業の自社システ

ムがSIerさんのデータセンターで仮想

化されています。SIerさんは現状維持で

もいいと考えているようですが、今はお

客様のニーズの方がコロナ禍もあって

先行していて、「いつかはやらないとい

けない」と言っていたお客様が「今こそ

データセンターのモダナイゼーションを

やり遂げ、マルチクラウド［56］で運用しま

しょう！」と言っています。そこで

VMWareではそうした声をもとに、SIer

さんと一緒になってクラウドへの実装を

進めていました。

森川　日本市場ではSIerさんとの連携

が重要なのですね。

ロバートソン　はい。また日本では、コロ

ナ禍でのDXの進展における重要な背景

として、お客様の情報システム部門を含

めたIT業界での人手不足問題というのが

あります。これによって、企業もSIerも自

動化やAI活用を相当強く意識し始めてお

り、これらはクラウド環境にフィットするた

め、最近は積極的にこうした環境づくり

を進めているSIerさんも出てきています。

森川　いわゆるMSP［13］化が進んでい

ると。

ロバートソン　そういうことです。また、

一方でパブリック・クラウド環境を提供し

ているグローバル企業も、結局はそれ

ぞれのプラットフォームがサイロ化…各

種情報の連携が成されていないため、

それらをつないでいく必要があります。

こうしたところにも我々のビジネスチャ

ンスがあるのです。業界で「journey to 

the cloud」と呼んでいますが、我々が

3年前ぐらいから提唱してきた「any 

cloud, any application, any device」、

つまり「古い新しいに関係なくアプリ

ケーションを好きな場所にもっていこ

う」という機運が高まっていることは

間違いありません。来年あたりからは

SaaSのオプションが確実に増えるの

ではないかと思います。

SIer、コンサルティング会社との
連携が重要に
森川　SIerさんとレイヤーが重なるコン

サルティング会社の動きについてはどう

でしょうか。

ロバートソン　欧米ではコンサルティン

グ会社がベンダーと組んで「5年ぐらいで

全アプリケーションをクラウドに」という

ような目標を共有しています。ですから、

遠からず日本でもそのような動きになる

かと思います。とりわけコロナ禍でダメー

ジの大きかった運輸業や流通小売業の

お客様が欧米と同様にコンサルティング

会社と一緒になってクラウド化、SaaS化

の話を進めていくと思います。実際、以前

は商談の７～８割をオンプレミス［26］で

のライセンスビジネスが占めていました

が、現在は4～5割がas a serviceへとシ

フトしています。

顧客との創造的対話を通じて
総合力を発揮していく
ロバートソン　クラウド化、SaaS化が進

んでいるというお話をしてきましたが、

アバントグループはそこにどんな勝機

や成長を見出しているのかを教えても

らえますか。

森川　当社が進めているビジネスは、基

本的に基幹系ではなく情報系と呼ばれ

る分野です。ITシステムにおける投資額

の大半が基幹系ですので、これまで情報

系はいわば傍流という感じだったので

すが、実際にお客様の立場に立って各種

のデータに付加価値をつけていくとな

ると、情報系の方がクリエイティビティ

が問われます。反面、基幹系はグローバ

ルなベストプラクティスを採り入れなが

らスタンダード化と低価格化が進んでい

ます。そうした意味で、新たなデータが

次々と生まれる現在は、我々がつくる情

報系こそSaaS基盤に移行して、いろい

ろなデータをニーズに応じて融通無碍

に対処していくことが重要になると考え

ています。

ロバートソン　確かに日本企業の細か

なニーズに応えていく情報基盤としては

SaaS環境の方がクリエイティビティを

発揮できますね。

森川　日本では伝統的に製造業がこだ

わりをもって高度な生産管理システム

などをつくってきましたが、経営情報を

どう活かし、成長していくかという問題

は全産業の普遍的な課題です。単なるア

セットアロケーションではなく、新たな事

業機会をつくっていくためにはクリエイ

ティビティが不可欠です。また、会計情報

だけの世界であればそこまでのクリエイ

ティビティは必要ありませんが、現代の

経営者にはコーポレートガバナンス・

コードで明示されているように、投資家と

の対話を通じて企業価値をいかにしてつ

くり、高めていくかが求められています。

ロバートソン　経営トップが果たすべき

使命とプロセスがかなりクリアになりま

した。

森川　そのためにはまず、我々アバント

グループ一人ひとりがお客様に対して経

営者の目線に立ち、創造的な対話を積極

的にしていく必要があると考えています。

ロバートソン　あらゆる経営情報を視野

に、グループ一丸となって顧客の情報イ

ンフラを構築し、その価値創造を支援し

ていくのですね。

森川　はい。もちろん、そのインフラは

標準化してもいいのですが、企業価値を

高める成長戦略は各社各様、経営者の

オリジナリティが反映されるべきだと考

えており、そこに我々が提供するSaaS基

盤の意義があると考えています。さらに

究極的には、顧客企業の従業員一人ひ

とりが経営者としてコミュニケーション

できるプラットフォームをつくりたい。そ

れこそが我々が目指している「経営情報

の大衆化」であり、これからの10年はグ

ループ全体の総合力でミッションを実現

していくフェーズだと考えています。

ロバートソン　アバントグループは各社

ともお客様との関係を重視し、5年10年

の深い関係をつくりあげています。こう

した顧客理解力をベースに、企業がも

つ情報を経営に重要な役割を果たすよ

うに活かしていければSaaSモデルへの

シフトもうまくいくと思います。

お客様の経営革新に役立つ、
という信念を基盤に
森川　最後になりますが、ロバートソン

さんから見たアバントグループについ

て、率直なご意見や感想を、課題感など

を含めて頂戴できますか。

ロバートソン　一言でいうとcustomer 

centric、 customer focusしている会

社だと思います。お客様の言うことをや

り遂げるだけでなく、きちんと先々まで

見通したうえで、グローバルな目線で提

案する会社。また、提案の際には役員も

新人も関係なく、みんなで意見を言い合

うパッションがあり、日本のトラディショ

ナルな会社とはいい意味で違っていると

思います。私も日本のお客様が世界に

負けないよう「デジタルトランスフォー

メーション行きましょう！」という立場で

すので、そうした姿勢はとても共感でき

ます。さらに、社員をとても大切にしてい

ますね。ファミリーのようです。ぜひこの

雰囲気は継続していってほしいと思いま

す。ただ、そうは言っても人は増え続けま

す。その時に重要になるのが、ミッション

です。各社、各部門で役割は異なるで

しょうが「経営情報の大衆化」というミッ

ションのなかでは必ずオーバーラップす

るところがありますので、ミッションを大

事に、チームとなって協力し合い、世界

と闘う日本企業を一社でも多くつくって

ほしいと切に願っています。

森川　ありがとうございます。多様な個

性を活かす自立した組織として、これか

らもお客様に役立つという信念、そして

ミッションやビジョンをメンバーと共有

しながらオールアバントとしてシナジー

を創出していく覚悟です。本日は、アバ

ントグループの未来に有用なアドバイ

ス、大きなエールを頂戴しました。これ

から数年間は最大のチャレンジになると

思いますので、ぜひ引き続きバックアッ

プして頂ければと思います。

DXがもたらす変革

クラウドシフトが
もたらす大いなる
事業機会
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ファイナンス思考が、
未来の価値を創造する 経営を機能させる第一歩としてのP/L［40］経営

森川　グループCFOの春日さんと当社グループの企業価値向

上についてお話させていただこうと考えています。お会いして

からもう10年以上になりますよね。

春日　ディーバ（現アバント）に入ったのはリーマンショックの

直後、2010年10月でした。

森川　1997年の創業以来、事業をつくり顧客を増やして売上

を高めることと資金繰り、この両輪をちゃんとやっておけば、そ

の延長線上に「100年企業の創造」というのがあると思っていま

した。ところが上場して企業価値というものを考えるようになっ

た頃から、そうした自身がもつ会計的な思考に違和感を持ち始

めました。そこでいろいろ考えた末に辿りついたのが、ファイ

ナンス思考です。企業価値というのは、“未来にどれだけ稼ぐこ

とができるか”という期待値の確かさへの評価です。そのなかで、

ソフトウェア企業などでは、企業価値をてこに営業キャッシュフ

ローがマイナスになっても成長投資をする企業がより大きく評

価されるという傾向もあります。そんなことを考え始めた時に出

会った春日さんは、本場のアメリカの、しかもニューヨーク証券

取引所の執行役員という、ファイナンスのど真ん中で豊富な経

験を持たれている。この方に参加いただくことができれば、ファ

イナンス思考をより実践的に展開できると思いました。

春日　確か入社してすぐに森川さんから、CEOとして責任を

もっていた事業損益を、いくつかのユニットに分けて「各部門の

リーダーにP/L責任にコミットさせていく制度をつくりたい」と

相談がありました。

森川　ファイナンスの思考以前の課題として、本当の意味での

P/L経営が実践できていませんでした。経営を細分化して、リス

クの解像度を上げて、採算を管理しながらボトムの方も意識し

ていくという体制が必要と考えたのです。おかげさまでいろい

ろアドバイスいただき、P/L経営が思想として根づき始めた頃

から経営が機能し始めました。

ビジョンや価値観を共有するCFOとして

春日　その後、ジールを経営統合しましたね。

森川　2012年です。あの案件はアバントの経営にとってどう

位置付けられますか。

春日　ディーバにとってバランスシートを使った初めてのトラン

ザクションファイナンス［47］でした。借入をしなくてもできたのです

が調達コストが低く、また返済原資ぐらいは稼いで欲しいとの

意図もあり、敢えて借入をしました。当時のディーバと同じよう

な規模でしたし、非常に大きな転換点になったことは確かです。

森川　CFO的な視点であのディールをどう評価されていますか。

春日　正直、当時はジールをグループに取り込む意味をあまり

よく理解していませんでした（笑）。後になって、売上と利益を安

定化させる効果があると気づきました。

森川　ベンチャーとして起業し、グローバル企業に成長したい

くつかの企業には、いろいろな事業を手がけていくなかで、外

からはすぐに理解できないビジョンがあるように感じます。な

ぜこの事業を始めるのかと思うような一見異なる事業が10

年、20年かけて組み合わさり、つながり、グループ価値を高め

ていくことがあります。それはビジョンというか、経営者の世界

観のようなもので、私の場合もビジョンという点では整理され

ているつもりです。ただ、そうした発想はCFOからはわかりづ

らいのでしょうね。

春日　ファイナンス思考というのは基本的に帰納的なんです。

トラックレコードがあって、それに対してN+1期はどうかという

議論をする。そうした帰納的な発想をしていると将来が見えな

いのです。ですから、アバントのCEOは「未来がどうあるべきか」

という指針を示していただくことが大事ですね。

DOEを東証一部上場企業の
トップ水準まで高める

森川　春日さんは企業価値というものをどう見ていますか？

春日　教科書的に言えば将来キャッシュフローの現在価値です。

ただアバントグループがSaaSモデルにシフトしていくなかで、従

来のP/Lの概念、バリュエーション（企業価値評価）の概念はあま

り通用しなくなるのではないかと考えています。お客様一社あた

りの売上がどれくらいあって、それに対してコストがどれくらい

かかるのか、それでお客様一社あたりの価値がどれくらいある

のかというアプローチが必要になります。これまでのファイナン

ス理論では馴染みのない、まったく違う次元に行こうとしている

のかなと思います。

森川　ファイナンスというと投資リターンということになります

が、今、春日さんのなかで、アバントグループとしての投資リ

ターンの目安をどう見ていますか。

春日　資本コストでいうと8％位ですね。

森川　そこは意識されていますか？

春日　意識しますし、これからはより多くの方に意識してもら

いたいですね。当社にとって資本コストは株式コストになりま

すが、株式コストを下げるためにはいかにボラティリティ［54］を

下げるかが重要で、一つは株式の流動性を高めてボリュームを

増やすことが必要です。もう一つは、ビジネスリスクをなるべく

減らすこと。その意味で、SaaSへの転換は確かに将来的には

資本コストを下げることにつながると思います。

森川　株主への還元という視点で言うと、キャピタルゲイン［32］

かインカムゲイン［25］かというのがあると思いますが、この辺の

バランスについてはどう考えておられますか。

春日　キャピタルゲインは保証できないので、最低限のインカ

ムゲインを達成しなければなりません。長期保有の方にはそれ

なりのメリットがちゃんと出るようにと安定的に、毎年少しずつ

一株当たり配当額を上げていく方針です。安定性という意味で

は、基本的にDOE（株主資本配当率）［6］を一定以上に引き上げ

て、できれば東証一部上場企業のトップ水準を狙いたいと思い

ます。

森川　DOEをベースにすると当然、原資を稼がなければなら

ないから、ROE［16］も重要になってきます。トップ水準のDOEが

8％として、それを支えるROEって結構高いですよね。

春日　最低20％以上だと思います。ROEには売上高利益率、

総資産回転率などのかけ合わせ要素があり、最後は財務レバ

レッジです。ただ私からすると財務レバレッジのみで高めるの

は邪道だと思っていて（笑）、いかに利益を上げて、資産回転率

を高めるかを本業で追求したいですね。

森川　日本の上場企業の平均の調達コストが5～7％とすると、

当社の資本コストはそう高いわけではないですね。

春日　確かにそうですが私はもっと下げられると思っています。

森川　目安はありますか？

春日　事業ニーズに基づいてバランスシートを活用していけば

1、2ポイントは下げられるのではないかと思います。

森川　今の資本構成でオーガニックグロースの延長線だと、

しっかり利益をつくり込んでいくことでROEは見えてくるんです

が、一方で資金の有効活用という話になってくると金利なども

含めてM&Aがとても重要な成長手段になると思います。この

M&Aに関してCFO的見地でのお考えを聞かせてください。

春日　今、相応のキャッシュをもっていることは事実ですから、

有効活用の一つの手になることは間違いありません。

森川　経営情報システムには大きなマーケットが存在していま

すからこの成長ポテンシャルをマキシマイズするために、どう

いう資本ツールを使いながら、どうやって本業を加速させるか

に集中していきたいと思います。

各社の経営者が投資家と対話できるように

森川　価値創造のためには投資も必要で、投資を分散化して

いくためのルールを持つかどうかで次の局面ですごく差が出

ると思っているのですが、どう思われますか。

春日　やりたいのは、適切な事業別バランスシートの作成です

ね。P/Lはもう皆さん身についた。次にバランスシートの感覚

を身につける。適正な資本を振り分けるための資本コストの概

念も必要です。

森川　そうした感覚を事業単位のユニットで共有し、いかに中

長期的な企業価値をマキシマイズしていくことができるか。そ

れがこれからの我々の大きなテーマになってくると思います。

一方で、リスク管理などは自律分散しながら、グループとしての

シナジーをつくり上げることも重要。これらがちゃんと噛み合

い、バランスのとれた経営ができるようになると100年企業の

創造が近づいてきます。

春日　おっしゃる通りです。

森川　最終的にビジョン、社会に役に立つということが動機に

なければならないのですが、それを前提として企業活動が財務

的なリターンで評価されるのも事実です。ですから、そうした観

点を持ちながら各事業会社の経営者たちが社内だけでなくグ

ループ全体へ、投資家の方々へ会話の幅を広げていき、それ

ぞれの視点で価値創造ができるように大きく舵を切っていくよ

うにしていきたいと思います。そうした多様なステークホルダー

と対話しながらサステナブルな成長を実現していくためには、

まだまだ春日さんの実践に基づく知見、アドバイスが必要です。

春日　可能な限り支援いたします。

森川　引き続きご協力いただけるよう、どうぞよろしくお願い

します。

DXがもたらす変革

春日 尚義
株式会社アバント
取締役　グループCFO

森川 徹治
株式会社アバント 
代表取締役社長　グループCEO

アバントグループ
の財務戦略
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経営を機能させる第一歩としてのP/L［40］経営

森川　グループCFOの春日さんと当社グループの企業価値向

上についてお話させていただこうと考えています。お会いして

からもう10年以上になりますよね。

春日　ディーバ（現アバント）に入ったのはリーマンショックの

直後、2010年10月でした。

森川　1997年の創業以来、事業をつくり顧客を増やして売上

を高めることと資金繰り、この両輪をちゃんとやっておけば、そ

の延長線上に「100年企業の創造」というのがあると思っていま

した。ところが上場して企業価値というものを考えるようになっ

た頃から、そうした自身がもつ会計的な思考に違和感を持ち始

めました。そこでいろいろ考えた末に辿りついたのが、ファイ

ナンス思考です。企業価値というのは、“未来にどれだけ稼ぐこ

とができるか”という期待値の確かさへの評価です。そのなかで、

ソフトウェア企業などでは、企業価値をてこに営業キャッシュフ

ローがマイナスになっても成長投資をする企業がより大きく評

価されるという傾向もあります。そんなことを考え始めた時に出

会った春日さんは、本場のアメリカの、しかもニューヨーク証券

取引所の執行役員という、ファイナンスのど真ん中で豊富な経

験を持たれている。この方に参加いただくことができれば、ファ

イナンス思考をより実践的に展開できると思いました。

春日　確か入社してすぐに森川さんから、CEOとして責任を

もっていた事業損益を、いくつかのユニットに分けて「各部門の

リーダーにP/L責任にコミットさせていく制度をつくりたい」と

相談がありました。

森川　ファイナンスの思考以前の課題として、本当の意味での

P/L経営が実践できていませんでした。経営を細分化して、リス

クの解像度を上げて、採算を管理しながらボトムの方も意識し

ていくという体制が必要と考えたのです。おかげさまでいろい

ろアドバイスいただき、P/L経営が思想として根づき始めた頃

から経営が機能し始めました。

ビジョンや価値観を共有するCFOとして

春日　その後、ジールを経営統合しましたね。

森川　2012年です。あの案件はアバントの経営にとってどう

位置付けられますか。

春日　ディーバにとってバランスシートを使った初めてのトラン

ザクションファイナンス［47］でした。借入をしなくてもできたのです

が調達コストが低く、また返済原資ぐらいは稼いで欲しいとの

意図もあり、敢えて借入をしました。当時のディーバと同じよう

な規模でしたし、非常に大きな転換点になったことは確かです。

森川　CFO的な視点であのディールをどう評価されていますか。

春日　正直、当時はジールをグループに取り込む意味をあまり

よく理解していませんでした（笑）。後になって、売上と利益を安

定化させる効果があると気づきました。

森川　ベンチャーとして起業し、グローバル企業に成長したい

くつかの企業には、いろいろな事業を手がけていくなかで、外

からはすぐに理解できないビジョンがあるように感じます。な

ぜこの事業を始めるのかと思うような一見異なる事業が10

年、20年かけて組み合わさり、つながり、グループ価値を高め

ていくことがあります。それはビジョンというか、経営者の世界

観のようなもので、私の場合もビジョンという点では整理され

ているつもりです。ただ、そうした発想はCFOからはわかりづ

らいのでしょうね。

春日　ファイナンス思考というのは基本的に帰納的なんです。

トラックレコードがあって、それに対してN+1期はどうかという

議論をする。そうした帰納的な発想をしていると将来が見えな

いのです。ですから、アバントのCEOは「未来がどうあるべきか」

という指針を示していただくことが大事ですね。

DOEを東証一部上場企業の
トップ水準まで高める

森川　春日さんは企業価値というものをどう見ていますか？

春日　教科書的に言えば将来キャッシュフローの現在価値です。

ただアバントグループがSaaSモデルにシフトしていくなかで、従

来のP/Lの概念、バリュエーション（企業価値評価）の概念はあま

り通用しなくなるのではないかと考えています。お客様一社あた

りの売上がどれくらいあって、それに対してコストがどれくらい

かかるのか、それでお客様一社あたりの価値がどれくらいある

のかというアプローチが必要になります。これまでのファイナン

ス理論では馴染みのない、まったく違う次元に行こうとしている

のかなと思います。

森川　ファイナンスというと投資リターンということになります

が、今、春日さんのなかで、アバントグループとしての投資リ

ターンの目安をどう見ていますか。

春日　資本コストでいうと8％位ですね。

森川　そこは意識されていますか？

春日　意識しますし、これからはより多くの方に意識してもら

いたいですね。当社にとって資本コストは株式コストになりま

すが、株式コストを下げるためにはいかにボラティリティ［54］を

下げるかが重要で、一つは株式の流動性を高めてボリュームを

増やすことが必要です。もう一つは、ビジネスリスクをなるべく

減らすこと。その意味で、SaaSへの転換は確かに将来的には

資本コストを下げることにつながると思います。

森川　株主への還元という視点で言うと、キャピタルゲイン［32］

かインカムゲイン［25］かというのがあると思いますが、この辺の

バランスについてはどう考えておられますか。

春日　キャピタルゲインは保証できないので、最低限のインカ

ムゲインを達成しなければなりません。長期保有の方にはそれ

なりのメリットがちゃんと出るようにと安定的に、毎年少しずつ

一株当たり配当額を上げていく方針です。安定性という意味で

は、基本的にDOE（株主資本配当率）［6］を一定以上に引き上げ

て、できれば東証一部上場企業のトップ水準を狙いたいと思い

ます。

森川　DOEをベースにすると当然、原資を稼がなければなら

ないから、ROE［16］も重要になってきます。トップ水準のDOEが

8％として、それを支えるROEって結構高いですよね。

春日　最低20％以上だと思います。ROEには売上高利益率、

総資産回転率などのかけ合わせ要素があり、最後は財務レバ

レッジです。ただ私からすると財務レバレッジのみで高めるの

は邪道だと思っていて（笑）、いかに利益を上げて、資産回転率

を高めるかを本業で追求したいですね。

森川　日本の上場企業の平均の調達コストが5～7％とすると、

当社の資本コストはそう高いわけではないですね。

春日　確かにそうですが私はもっと下げられると思っています。

森川　目安はありますか？

春日　事業ニーズに基づいてバランスシートを活用していけば

1、2ポイントは下げられるのではないかと思います。

森川　今の資本構成でオーガニックグロースの延長線だと、

しっかり利益をつくり込んでいくことでROEは見えてくるんです

が、一方で資金の有効活用という話になってくると金利なども

含めてM&Aがとても重要な成長手段になると思います。この

M&Aに関してCFO的見地でのお考えを聞かせてください。

春日　今、相応のキャッシュをもっていることは事実ですから、

有効活用の一つの手になることは間違いありません。

森川　経営情報システムには大きなマーケットが存在していま

すからこの成長ポテンシャルをマキシマイズするために、どう

いう資本ツールを使いながら、どうやって本業を加速させるか

に集中していきたいと思います。

各社の経営者が投資家と対話できるように

森川　価値創造のためには投資も必要で、投資を分散化して

いくためのルールを持つかどうかで次の局面ですごく差が出

ると思っているのですが、どう思われますか。

春日　やりたいのは、適切な事業別バランスシートの作成です

ね。P/Lはもう皆さん身についた。次にバランスシートの感覚

を身につける。適正な資本を振り分けるための資本コストの概

念も必要です。

森川　そうした感覚を事業単位のユニットで共有し、いかに中

長期的な企業価値をマキシマイズしていくことができるか。そ

れがこれからの我々の大きなテーマになってくると思います。

一方で、リスク管理などは自律分散しながら、グループとしての

シナジーをつくり上げることも重要。これらがちゃんと噛み合

い、バランスのとれた経営ができるようになると100年企業の

創造が近づいてきます。

春日　おっしゃる通りです。

森川　最終的にビジョン、社会に役に立つということが動機に

なければならないのですが、それを前提として企業活動が財務

的なリターンで評価されるのも事実です。ですから、そうした観

点を持ちながら各事業会社の経営者たちが社内だけでなくグ

ループ全体へ、投資家の方々へ会話の幅を広げていき、それ

ぞれの視点で価値創造ができるように大きく舵を切っていくよ

うにしていきたいと思います。そうした多様なステークホルダー

と対話しながらサステナブルな成長を実現していくためには、

まだまだ春日さんの実践に基づく知見、アドバイスが必要です。

春日　可能な限り支援いたします。

森川　引き続きご協力いただけるよう、どうぞよろしくお願い

します。

そうした感覚を
事業単位のユニットで共有し、
いかに中長期的な企業価値を
マキシマイズしていく
ことができるか

やりたいのは、
バランスシートですね。

適正な資本を振り分けるための
資本コストの概念も必要です

DXがもたらす変革

アバントグループ
の財務戦略
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何か月かやって、自
信を持って来年は完
全バーチャルでいけ
ると確信

リモートを始めるにあたっ
て一番心配だったのはコ
ミュニケーションをどう保つ
か。実際、この人はこう
いう技能を持っていた
んだということが次々
わかって。今まで懸案だっ
たことが5つも6つも解決
し、非常に効率的だった

最初はやはり必要なことし
か話さないので、無駄話が
一番抜け落ちてしまう。製
品開発時のいくつかのブ
レークスルーは、ミーティ
ングでの無駄話のなかで、
「だったらこれやろう」とい
う発想から生まれている

この一年間、コロナ禍とテクノロジーの
進化でバーチャル化が進みました。
いろいろな課題が浮かび上がる中で滝澤さん、
人生の先輩として何かメッセージはありますか？

リアルでマスク付きでやり取りする時、画面で
マスクなしの時の情報量を比べたら、後者の
方が、お互いのコミュニケーションが上手くい
くのではないかと思います

スタッフ全員と、1週間の間に全員としゃ
べろうとしましたが、それが一番効き目あ
りました

特に一番抜け落ちてしまうのは無駄話！
無駄話は絶対やんなきゃいけない

会って話をする時と違って、画面を通して会話
するのは工夫が必要では？

客観的なデータを
自身の肌感をもって
自分事化しながら
あるべきビジネスを
　　追求していく。

コロナの影響もあり、働き方、環境が大きく変化している。業務に責任を持ってアクショ
ンをしているなかで、いろいろな課題認識が出てきているはず。そうした点を踏まえて、
「これをつくりたい」「これをもっと発展させていきたい」、そういった部分をざっくばら
んに話していきたい。

DXがもたらす変革

連結会計関連
事業

滝澤 博
株式会社インターネットディスクロージャー 
代表取締役社長

竹村 弘樹
株式会社ディーバ　
代表取締役副社長

寺島 鉄兵
株式会社ディーバ　
取締役

岩佐 泰次
株式会社ディーバ　
取締役

森川 徹治
株式会社アバント 
代表取締役社長
グループCEO

連結会計関連事業
連結会計関連事業では、親会社がグループ会社から経営情報を集め、連結財務諸表をはじめ経営判断に「使える」情報にするための連結会計システム
の開発・販売やそれに関連するコンサルティングなどを行っています。本事業は、株式会社ディーバと2009年にアバントグループとなった株式会社イン
ターネットディスクロージャーが担っています。
ディーバが提供する「DivaSystem LCA」は国内実績No.1の連結会計システムであり、1,100社を超える優良企業への導入実績があります。連結会計シス
テムだけでなく、製品別・お客様別・拠点別等の多軸でのグループ管理会計「DivaSystem SMD」や他社ベンチマーク等の事業・グループ毎の経営指標分
析や企業価値分析を提供する「DIVA Compass」等の製品を取り揃えており、グループ企業経営のサポートに取り組んでいます。
インターネットディスクロージャーが提供する「開示Net」は、有価証券報告書や適時開示書類等をリアルタイムに収録しており、お客様のニーズに合わ
せた検索が可能です。事業会社における決算開示実務担当者や開示監査業務に携わる公認会計士約20,000名にご利用いただいており、安定的な売
上高と利益を創出し続けています。

株式会社ディーバ
設立 2013年10月（創業1997年5月）
代表者 代表取締役社長　森川 徹治
所在地 〒108-6113　
 東京都港区港南二丁目15番２号　
 品川インターシティB棟13階

2Dialog

株式会社インターネットディスクロージャー
設立 2000年4月
代表者 代表取締役社長　滝澤 博
所在地 〒105-0001　
 東京都港区虎ノ門一丁目13番3号　
 虎ノ門東洋共同ビル３F

御
意
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組織単位のディスカッショ
ンの中で共有するKPIも、
その組み合わせによって、
何を読み解いて、どういう
コミュニケーション、意味付
けを誰に伝えていけばよい
のか、ということを含めて
考えていくというのが、今ま
で以上に意味のある環境
になってきている

このコミュニケーションの変化ということでは、誰とどういうコミュニ
ケーションをして、その目的は何なのか、ということまでちゃんと考えな
ければならなくなっていますよね。もっとデータドリブンで理解していく
必要がすごく高まった感じがする。

お客様の要求を自分事
にするように頑張ってい
ても限界はある。それを
いかに日頃の経験と合わ
せて「これだ！」というも
のに仕上げていくか

数字は結構力を持つのだ
けど、数字の背景にあ
る戦略や、個人の働
き方など、色んな想い
がわかって初めて自
発的な行動につな
がっていくはず

仕事の量というのは、
質×量×スピードで、
自分でコントロールできる
のってスピード。質はすぐ
に上がらないが、スピード
をあげれば量は確実に上
がり、その繰り返しが質に
つながっていくと思う

一番デジタル・ネイティブ［46］寄りの寺島さんは
どうですか？

スピードが上がる仕事のスタイルを模
索するようにしてくれ、と指示し始めました

そこ、ポイントだと思っています。アクションに
集中したいがために数値化しているんです

KPIの数字だけで一喜一憂することなく、
数字をもとに役に立つものをつくる
アクションにつなげていく。それがDXの
本質ではないかと思っています

ところで竹村さんには今、KPIを可視化して
もらっています。何事もデータドリブンで動いて
ほしいので

誰とどういうコミュニケーションをして、その目
的は何なのか、までちゃんと位置付けていか
ないとね

目的をもって明確な指示をし始めたという
のは、変わりましたよね

マラソンでも自分の健康状態
を知りながら走るのと、わから
ない状態では雲泥の差がある。
経営も同じじゃないかな

だから一番難しいのは自分事化。頭で理解する
のではなく、気持ちで理解するものだから。で
も、お客さんの課題認識が「こうなんだ」と腹に
落ちた瞬間にものになる

自分事で問題意識を持つことが、
役立つものをつくるための最初の一歩

その肌感は何かというと、問題意識だと思う。
もっとよくするためにどうするかという事を考え
続け、肌感の醸成をすることが大事になってい
る。要するに、自分事化

私もそうです。データが兆候として突
きつけられると、自分事に一気に落
ちる。しかもそのデータって、肌感と合って
いることが多い

確かに！ いろいろなトライアルでデータを
つくっていますが、「なんか肌感と違うな」、
というのは結構あって、そこは肌感に合わ
せて行くようにしてます

よくわかる。大体自分でや
りますよね。でも十中八九
外れる。仮説が外れてて

それは肌感に合わせていく

それ重要だよね

みんなわかっているのに
やっていなかった、という
話を1週間、1か月早め
る、そんな力がデータ
にはある

共感を得られるかど
うかが重要。得られ
たらアクションがで
きるじゃないですか

DXがもたらす変革

連結会計関連
事業

そこは重要。いろいろ仮
説を集めてつくったとし
ても、そこで思考停止し
た瞬間にコケる。もっと普
段から肌感を磨いた状態
で、やっと出てきたものに
補正をかけて、ある程度
アラインした時に使いも
のになっていく
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そういった背景も踏まえて、自分がこれから掘り下げたいことを一人ずつ、一言いただ
けるといいなと。

滝澤さんの好きな事というのは、世の中か
らありがとうと言われる、社会貢献につ
ながっていますよね

お客様に対して100％貢献しようとする
姿がすごい。常に違う視点で見ていて、当事者と
しての肌感が出ている。凄くリスペクトしています

本当にこれつくりたい！ という、一人ひとりが自分
事化できることを語れるようにして、そういったも
のをこれから実現していきたい。そこまで行けば
全員が燃える会社になっている

一人ひとりの経営者がちゃんと価値をつくる、ク
リエイティビティを高めていくという事が一丁目
一番地です。リモートワークなどの環境を上手く
使いながら、時間を捻出する。クリエイティビティ
を高めるということは、創造的対話をやっていく
なかで生み出されてくる

経営者の一番の腕の見せ所って、戦略を考えるこ
とだと思っている。なので、コンサルとかそういう
世界ではなく、情報とデータで自分自身が楽しく
戦略を考えられるようなプロダクトをつくりたい

業務サポート部隊というか、裏方というか、縁の下の
ようなイメージの会社が多いのですが、うちはそれ
が本業そのもの。だからここがショールーム化でき
るような、そんな部隊になればいいなと思う

滝澤さんの説明を受けていると見えてくるのが、オーディットの経験が
あって、当事者としての肌感が出ていることです。問題意識が変わって
いない。誰かのために役立とうというのがクリアですよね。お客様に対
して100％貢献しようとする姿がすごい。

滝澤さんを見ていると、目指すべきところとい
う気がします

面白いね。当事者意識を持って掘り下げ
ていくには面白いテーマだと思う

ビジョンがクリアになってきたよね。テー
マが経営だから少し時間がかかるかな

大分見えてきたね

やりがいをつくっていくとか、モノづくりを
していく事に対してのエッセンスが凝縮
されている生き方をされている

僕は好きな事をやっているだけなので

ありがとうと言われることは大きい
ですね

パッションを持ってやりたいことを明確にしてこ
の会社に来たつもりです。自分のやってきたことを
トラックレコードとして出せて、周りがそれをもとにコ
ミュニケーションができて。組織変更があってもその
情報が次に引き継がれて、理想的には前職どうだっ
たかなどの情報も活かせていけば…

クリエイティブ・ダイアログだからね！

今日の話で終わらずに、皆さんのアイ
ディアを推進していくために経営資
源を適切に配分していきたいと思う
ので、今後もぜひよろしくお願いします

私のパッションはやはり見える化なんで
すね。新たなテーマは、個に迫っていくこと

僕はシンプルで、経営者が戦略を考える
際に一番使ってもらえるプロダクトを
つくりたい。まだ形が見えているわけでも
ないんですが‥・

私がやりたいことは三つ。二つは公言して
ますが三つ目は秘密。誰も考えたことな
いのを何とか形にしたいと。まだ自分
の中で湧き上がってきた程度ですけど

私は経営管理本部をショールーム化し
たい。まずは自分たちの会社の変革をリード
して、何か起こすという事を誘発するような、
仕事ができたらなと思います

第一には開示ネット。今は日
本のデータだけですが、米国
をはじめXBRLが普及してき
ている。そんな潮流を捉えた
い。二つ目は監査法人にご好
評いただいている誤字チェッ
クシステム。これを一般業界
でも使えるような汎用的なシ
ステムに仕上げていきたい。

DXがもたらす変革

連結会計関連
事業
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今期は新型コロナウィルス感染症の拡大があり
ました。
リーマンショック並みのインパクトがあ
る？と備えていたと思いますが、岡部さんからは
どう見えてますか？

会議室の予約というボトルネックがなくなっ
て、チームのコミュニケーションが格段に向上
しました

リモートワークへの移行がようやく完了した、
という辺りから、お客様側の動きが良くなって
きた、と感じています

リモート環境になって、社内のデータにアクセ
スできないという課題が表面化しています。
企業内データをどう共有するかが課題となっ
たことから、データ分析基盤をクラウド
環境にして共通で持とうという動きが
加速しました！

リモートワークと言えば、ジールはリモートワーク
でプラスのインパクトが多いのではないですか？

お客様の実需の動きに変化はありますか？

クラウド環境下で自宅と
オフィスで変わりなく仕
事ができる環境をつくっ
ていこうという流れは、
我々ジールにとってプラ
スになった

コロナによって社会的な
進化圧が急激に高まり、
テクノロジーの部分を
含めて自分たちが感じ
ている以上にお客様の
意識が変化していると
いうこと

ビジネス・インテリジェンス事業
ビジネス・インテリジェンスとは、社内外にある経営に有用なデータを整理・統合し分析を加えた後
レポートやグラフなど「見える」状態にして報告することで、経営上の意思決定に役立てる技術を指
します。
株式会社ジールではビジネス・インテリジェンス領域において、多くの企業のお客様にコンサルティ
ング・システム開発を通じたソリューションを提供しています。これまでに1,000社を超えるお客様
にBI・DWH［7］システム構築の実績があります。国内外の主要なBI製品メーカーやDWHメーカー約
20社とパートナー契約を締結しており、お客様における最適な製品やソリューションを提供してい
ます。

DXがもたらす変革

岡部 貴弘
株式会社ジール 
代表取締役社長

森川 徹治
株式会社アバント 
代表取締役社長　グループCEO

ビジネス・
インテリジェンス
事業 3

Dialog

株式会社ジール
設立 2012年7月（創業1991年3月）

代表者 代表取締役社長　岡部 貴弘

所在地 〒141-0021　
 東京都品川区上大崎二丁目13番17号
 目黒東急ビル6階
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データサイエンティスト［43］を社内で持とうと
いう企業も圧倒的に増えてます！

コロナという環境下で、経営者が本気になっ
てきている感じです

自分たちでDXを実現していこうという大き
な流れはジールにとっての大きなビジ
ネスチャンスになると思います

大きな流れとしては、データから自社の強み
を見出していこうというトレンドがある。
それを探り終えたところで、自社のコアビジ
ネスを強化するために、業務プロセスをソフ
トウェア化する。
そのソフトウェアは自社で開発しなければな
らない。
こういう意思決定をしている企業がこ
れからはどんどん増えてくるはずです

あらゆる産業がソフトウェア化していくと
いう流れは見えた感じがしますね

ジールがやっている仕事は、ソフトウエアとい
うIP［11］のかたまりになっていく…ジールが
持っているポテンシャルは、非常に高い
と思っています

全ビジネスのプロセスをマイニング［52］
していくというレベル感での業務改革
が起きています

また、AIが大衆化・民主化して、Python［15］
がわからなくてもAIが使える時代が
1、2年で来ると思います

そこをどう組み合わせていくか。ジールは
データ活用でお客様を支援していく。
そのサービス内容を考えていきたいですね！

そこに向けて力を合わせていきたい！

5年後には「ジールというのは
ソフトウェアの会社だね」と言
われていてもおかしくない

自分たちの想像力、クリエイ
ティビティを活かしてお客様に
貢献できるチャレンジができる。
そういった会社では楽しい仕事が
できるんじゃない？

「＊＊するためにこういうデータが欲しい
のです」ということを理解してデリバリーし
ようとすればするほど、業務知識が溜まっ
てくる。ここには業務自体をどういう風に
変えていけるのか、ヒントが山ほどある。
そういった視点を持ちながらやっていくと、
ソフトウェアに育ってくる

「経営情報の大衆化」は、ごく平たく言うと「IT
を使って経営者をハッピーにしていきましょ
う」ということ。経営者というのはトップマネ
ジメントだけを指しているのではなくて、企業
活動に関わっている、すべての人達を対象と
しています。そこに対して貢献できるものを模
索しながら、どんどん価値を上げていくこと
が「経営情報の大衆化」の大きな方向感

「こういうデータを活用したい」という声が
いろんな部署からあがってくるのに対して、
日本企業はデータを提供するのに1か月く
らいの時間をかけていた

構造転換には時間がかかる…10年かか
ると思っていた時間軸が、半分ぐらいに
なってきている

データ蓄積に制限がなくなって、さら
に５Gになってリアルタイムにデータ
の出し入れができるようになっていま
す。すべてのビジネスのデータをリア
ルタイムにとっていくなかで、RPA［17］

が当てはまるものもあれば、ワーク
フローの改善で済むものも、業務を
なくすという選択肢もある。これがプ
ロセスマイニングという考え方

AI自体がユーザー側で自由に使え
る時代がやってくる。そこに使う学
習モデルという非常に重要なモデ
ルがオープンデータとして世の中
に流通してくるだろうと考える

そういったことができて
いる状況というのは社
会のなかにおいても役
に立っている会社に
なっていると思う

DXがもたらす変革

ビジネス・
インテリジェンス
事業
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新型コロナウイルス感染症拡大。何か想定外の
状況は起きていますか？

森川さんが「三志向」でグループ全体と共有
されている、「お客様志向」ということ
と、従業員の心の安心と生活の安心
が重要で、そこの優先順位を変えないこと
ですね

想定通りです。コロナのなかでバランスをど
うするかが見えてきた感じ

このようなシチュエーションでバランスをとるため
に心がけていることって？

最近のお客様の実需の変化について感じている
ことは？

コロナの感染症の広がりは前年度
末から。今期の上半期にはコロナ
がどういうモノか、そのなかで我々
がどういった形態で、お客様に対
してどのような価値を提供するか、
従業員の安心・安全～経済的安心
も大事ですが～とのバランスをど
うするかが見えてきた

経
理
業
務
の
な
か
に
は

日
本
の
産
業
構
造
改
革
を

変
え
て
い
く
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
が
あ
る
。

アウトソーシング事業
経営に役立つ情報の作成・提供など、経理部門に求められる役割は従来の記帳・決算業務にとどまりません。
一方で経理部門の人員は増えず、働き方改革で残業時間の低減も必要です。このようななか、各企業は、従来
は自社で実施していた決算業務などを、外部の業者に「任せる」対応をし始めています。
2017年にディーバの中核事業から事業分割により設立された株式会社フィエルテでは、お客様に代わってお
客様の決算業務などを実施するサービスを100社を超える事業会社に提供しています。また、グループ会社に
おける全体の資金を可視化し、資金の最適化を図る資金管理サービスも提供するなど、サービスの幅を広げ
ております。

DXがもたらす変革

アウト
ソーシング事業

永田  玄
株式会社フィエルテ 代表取締役社長

森川 徹治
株式会社アバント 代表取締役社長　グループCEO

4Dialog

株式会社フィエルテ
設立 2017年8月
代表者 代表取締役社長　永田 玄
所在地 〒163-1343　
 東京都新宿区西新宿六丁目
 5番1号　
 新宿アイランドタワー43階

お客様志向
高収益志向
一芸志向

三志向
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これだけの有名な
お客様の経理業務
の一端を引き受け
ている会社は他に
はないですから

さまざまな環境変化
のなかで、グループ
総力戦でやった方が
社会の役に立つとい
うことがいろいろ見
えてきている

一番共有しておきたい
のは、社会的な意義。単
純にお客様業務を引き
受けていくという発想だ
けではなく、構造転換を
支えるという重要領域に
関わっているということ

社会のなかで重要な役割を果たせるポテン
シャルがあると。そういった部分をしっかり皆さ
んと共有してもらって、意義を感じて、面白い
仕事、役に立つ仕事ということを創造し
てほしい。

ベストプラクティスを探っていきます！

非常に期待しています！

アバントグループで活動していくことの可
能性とか、そこを加速させていくために
フィエルテとしてどういったことができる
のか、しっかりアンテナを張って…

マクロ的に見るとコロナは産業構造の転
換ということを大きく推し進めるきっか
けとして捉えられ、ものすごく変化圧力がか
かってきている。
そこの変化に対して新しい産業が立ち上がっ
てくる、転換していくタイミングだと思う。その
流れのなかで、経理業務というのは、役割
が随分変わってくるような気がする

連結会計情報には、外に出ていないグループ
会社の情報がある。それを価値化していくこと
で…

そう思います。他社とちょっと違う提案という
のができると思います。いろいろなサービ
スラインアップでお客様を導きたいで
すね

在宅とかリモートワークなどが普及するなか
で社員のリレーションが図りづらいので専門
家に任せたいとか、属人化されてきた
ものを分散して、業務をソフトウェアで
システム化していく、オートメーション
化していくという大きな流れがあります

リーマンショックがあって、そこから経
済が立ち直るプロセスにおいて、少子
高齢化の問題が加わって、社会がデジ
タル・トランスフォーメーションの世界
観で大きく変化し続けている

リーマンショックから経済が立ち上
がるなかでの大きなうねり、これは
波に乗れてると思っています。

コロナの影響というよりももっと大きな“うね
り”です

DXがもたらす変革

アウト
ソーシング事業
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連結処理データ統合・
変換 多軸配賦 分析・

シミュレーション

A社

B社

C社

連結ベースでの事業全体の見える化各業務システムの
トランザクション情報

多軸明細

統合マスタ●販売明細データ
●在庫明細データ
●原価明細データ
●各種マスタ

データ処理 レポーティング

●販売管理システム
●会計システム
●生産管理システム
●原価管理システム

●多軸P/L  ●多軸B/S  ●多軸C/F  ●ダッシュボード

任意の軸での分析

製品別

全社
　 企業A
　 企業B
　　　 B-1
　　　 B-2
　　　 製品1
　　　 製品2
　 企業C

全市場
　 日本
　 アジア
　　　 中国
　　　 韓国
　 欧州

地域・顧客別 通貨毎

シナリオ毎

製品 顧客

A社
B社
C社

連携・
統合

グループ経営と周辺を取り巻く現状

News
2000年 2010年 2020年

CFO管掌
経理
財務
経企

CIO管掌
IT
情シス

国・企業の動きに変化 経済そのものに変化

会計
ビッグバン

リーマン
ショック

コロナ
ショック

● カネボウ事件 ● オリンパス事件 ● 東芝事件

“開示義務”としての連結対応

“統制”としての連結対応

“業績評価”としての連結対応

ビジネスそのものの大転換国家戦略の要請

法規制対応

企業経営の貢献

ガバナンス対応

要素技術の適用

● 税効果 ● 金融商品 ● 企業結合会計 ● 棚卸資産 ● IFRS準備

● IFRS強制適用延期

● 研究開発費 ● 減損会計 ● 会社法施行 ● 工事契約 ● J-SOX対応
● 退職給付会計 ● ストックオプション ● 資産除去債務 ● 包括利益

DXを通じた
企業統治の”手段”

● ERP導入
● ユビキタス

● 携帯電話の普及 ● 仮想技術 ● ブロックチェーン ● IoT ● RFID ● AI/機械学習 ● MA ● 5G ● Micro Service

● Internetの普及 ● クラウド ● BYOD ● Smart Factory ● Industry 4.0 ● FinTech

● BI導入 ● スマホ普及 ● ビッグデータ ● RPA

東
日
本
大
震
災

に
よ
る
空
白
期
間

エンロン
事件

日本再興戦略 未来投資
戦略

ガバナンス（企業統治）をキーワードに国家、
企業の方針が定まりつつある傾向

コーポレート
ガバナンス
・コード策定

コーポレート・
ガバナンス・
システムに
関する実務指針

グループ・
ガバナンス・
システムに
関する実務指針

DX推進
ガイドライン

DX
レポート

経営への貢献より
法対応で精一杯

新技術対応に注力
個別最適が目立つ

バズワードが乱立

継続的な企業価値向上
稼ぐ力の向上

ITに寄り添う姿勢

経営に寄り添う姿勢

全社最適での
ガバナンス基盤の整備

なぜ、「DivaSystem SMD」が必要とされるのか

管理会計をめぐる課題
視点

1
バブル崩壊後の平成不況とリーマンショック、東日本大震災、そして

新型コロナウィルスによる世界的なパンデミック…先行き不透明な事

業環境のなか、企業は生き残りをかけて事業の選択と集中、ポートフォ

リオ改革を加速しています。

一方で、1990年代に連結会計制度が国際標準として日本企業に導

入されて以降、2000年代の内部統制報告制度の導入、2010年代の

コーポレートガバナンス・コードの策定と幾度の改訂を経て、日本のガ

バナンス改革の潮流は世界の投資家の日本企業への関心を高めると

同時に、上場企業に対しては資本効率性を踏まえた一層のポートフォリ

オ改革を迫っています。

こうした状況を踏まえ、多くの日本企業ならびにCFOはその管掌業

務範囲を拡大し、この20年の間に連結会計情報の開示を強化・充実さ

せてきました。ただし、これらの多くは過去の企業活動を業績や経営状

態として反映した財務情報であり、経営者が将来の成長戦略を描いて

いくためには、「いつ」、「どこで」、「何が売れ」、「原価がいくらで」、「ど

れだけ利益を生み出したか」といった損益データを詳細かつ多角的に

分析し、年度予算に対応しながら日々の意思決定と将来のキャッシュフ

ローの最大化に役立てる管理会計のアプローチが重要となります。

なぜ、「DivaSystem SMD」が有効なのか

成長への具体的な指針立案へ
視点

2
導入企業1,100社以上、連結会計システムにおいて国内シェアNo.1※

を誇り、日本を代表する多くの企業と日常的に対話を重ねてきたディー

バは、こうした管理会計に関する課題を早くから感知。2010年頃からお

客様企業の収益を“連結”かつ“多軸”で見ることができる管理会計システ

ムの開発をスタートさせました。多軸とは、グループ内の事業部門や組

織を横断し、製品別・ブランド別・お客様別・販売チャネル別・地域別など

様々な切り口で収益性や投資効率、実績と計画の差異要因の分析、将来

の見通しをスピーディに抽出することができる仕組みです。

この目標を実現するためにディーバが注力したのが、連結会計シス

テム「DivaSystem LCA」で収集していた企業活動に関する情報のフ

ル活用です。「DivaSystem LCA」は、連結子会社の財務データや帳票

データを集計して連結財務諸表を作成、検証することができます。しか

し、そのプロセスにおいては、販売、生産、在庫、原価などの非財務情

報は本来の目的である会計基準に基づいた財務会計情報の抽出には

不要で、いわば捨てられていた情報でした。そこで、これら非財務情報

を活用することで管理会計システムとしての主目的である、「稼ぐ力の

向上」に寄与する情報を生み出す機能の実現を狙いました。

　こうして2012年、CFO・CEO、そして事業会社の責任者が望む連結

管理会計のシステム化の先駆けとなるソフトウェア「DivaSystem SMD」

をリリース。“連結”かつ“多軸”での実績と計画、見通しなどをグループ企

業を横断して可視化することに成功しました。「DivaSystem SMD」は、

セグメント、事業、商品、エリア、取引先ごとの真の連結売上、連結原価、

連結販売管理費などを含めた損益構造（損益分岐点）を明らかにするこ

とで、正しい経営判断、意思決定を支えるとともに、膨大な表計算ソフ

トでの運用に忙殺される現場を苦役から解放し、経営分析という本業へ

の集中を促すメリットとも相まって、ディーバとお取引をいただいている

既存お客様はもとより、連結決算領域でディーバをご利用されていな

かったお客様も含めて圧倒的な支持を得ました。

また、2015年には処理速度を圧倒的に高めるとともに、多様な管理

会計の要件や様々な連携先の基幹システムに対してノンプログラミン

グで柔軟に対応、拡張を可能としつつ、「DivaSystem SMD」に蓄えた

情報を将来予測や高度なデータ分析に活用できる機能基盤として付加

した、「DivaSystem SMD SX」を発表。「DivaSystem SMD」によっ

て明らかになった多軸・連結での損益構造をもとに、様々なKPIを変数

とした計算可能なデータ構造とすることで、KPIの変化による財務イン

パクトの予測シミュレーションが可能となりました。

さらに2018年からはクラウド環境での使用を可能にした

「DivaSystem SMD Cloud」をリリース。管理会計によってもたらさ

れる貢献領域を年々向上させています。

そのために、これまで各企業はERPの全世界的な導入・統合（ビッ

グバン導入）ならびに、損益・予算管理のためのデータウェアハウスを

活用しての見える化、経営情報分析に取り組んできましたが、グルー

プ企業構成や事業構造の頻繁な変化に対しての統合は期待通りには

進まず、またこれら既存ツールは、出力情報が法人単位であったりエ

リア単位であったりと使い勝手が悪く経営判断に必要な情報の切り口

が欠落していました。その結果、所期の目的を達成するためには結局

は担当者が表計算ソフトで作業するしかなく、膨大な時間を要してい

ました。さらに、これらの表計算データは基本的に経営陣やマネジメン

ト層、すなわち社内活用を目的とした情報であるため、外部のステー

クホルダーに対する正確で納得性のある説明資料とはなっていま

せんでした。

DXがもたらす変革
アバントグループの競争力
DivaSystem SMDの「なぜ？」

グループ企業の意思決定に不可欠な
“連結・多軸”管理会計システム
「DivaSystem SMD」。
アバントグループは、CFO・CIO管掌下にある部門業務の効率化・高度化を支援するCIFOアクセラレータとして、

連結会計システムを基盤とした多彩なソリューションを提供しています。

ここでは、グループの収益を“連結×多軸”で見ることができる株式会社ディーバの管理会計システム

「DivaSystem SMD」を通じて、その効果とポテンシャルを紹介します。

※富士キメラ総研「ソフトウェアビジネス新市場　2012 ～ 2020年版」連結会計ソフト
   （パッケージ）2011 ～ 2019年度実績
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なぜ、「DivaSystem SMD」が選ばれるのか

培った会計ノウハウと
先端テクノロジーを強みに

視点

3

「DivaSystem SMD」が多くのお客様から支持される理由は大きく

二つあります。

一つは、連結会計システムのNo.1プラットフォームとして蓄積してき

た連結会計・グループガバナンス・経営管理に関する知見を結集したソ

フトウェアであることです。

投資家などの外部ステークホルダーに対する説明責任を果たす義

務としての制度会計、そしてグループ経営、事業運営の意思決定に必

要な管理会計、管掌の拡大するCFO組織にとってはいずれの経営情

報の観点も重要となります。祖業である制度会計に対する知見を足が

かりとし、その課題を理解し尽くすディーバだからこそ、制度・管理問

わずどのような目的に対し、どういった情報が、どのタイミングで、ど

ういった精度で必要になるのかを熟知し、CFO組織の管掌の拡大と

実需に応えながらお客様の期待に応える管理会計ソフトウェアを生み

出せたのだと考えています。これら制度会計、管理会計を横断した連

結会計における専門性に対する評価は、管理会計に「DivaSystem 

SMD」を採用いただいた企業の多くが、連結経営の高度化のために制

度連結システムを他社のソフトウェアから「DivaSystem LCA」に変更

されていることからも証明されています。

もう一つは、アナリティクスおよびAIのプラットフォーム企業として定

評のあるソフトウェア企業、米国SAS社のテクノロジーを活用した圧倒

的なスピードです。一例として、お客様内のデータウェアハウスで数時

間かかっていた連結、換算、配賦などのデータ処理時間が、数分の1～

数十分の1まで短縮されることもあります。カスタマイズされた複雑な

データ処理を支える圧倒的なパフォーマンスは、現在も進化し続けてい

ます。

「DivaSystem SMD」の競争力、
アピールポイントとは
強みは、「DivaSystem SMD」の開発の元となった実需に由

来します。2010年代に米国ガートナーグループが提唱した

CPM（Corporate Performance Management）には、大き

く5つのソリューション領域がありました。（１：連結決算）、（２：

予算および見通し管理）、（３：開示レポーティング）、（４：戦略管

理）、（５：収益管理と最適化）、です。このうち（１：連結決算）は

ディーバの祖業であり、日本国内においてはリーディングカンパ

ニーです。一方でディーバ以外の財務会計ソフト会社は、主に経

営管理・管理会計の（２：予算および見通し管理）の機能を軸とし

ていました。そのなかで私たちはグループ経営を推進するお客様

企業の最重要な課題を（５：収益管理と最適化）に見出しました。

連結経営する企業にとって、事業の実態と見通し、すなわちヒ

ト・モノ・カネ情報に基づきながらグループ横断の経営判断、意

思決定を行うにあたり、従来の単体会計システムのみを元デー

タとする連結決算の仕組みでは、判断の根拠となる商品やお客

様、生産工程や拠点などといった切り口となる情報が割愛されて

しまいます。その結果、複数の法人や拠点を横断して製造される

製品の“連結原価”や、商品や取引の数量、単価、国際取引におけ

る実為替レートなどといった経営判断、最適化に必要となる指標

を扱うことができないのです。

一方で他企業の（２：予算および見通し管理）の製品は、専門

的な用語になりますが“多次元データベース（MDDB：キュー

ブ）［42］”と呼ばれる技術を主に採用しており、これらの製品も、あ

らかじめ設定された勘定科目や法人、商品群といった切り口を

超えての、大量のモノ情報に関するトランザクションデータ（明

細）を仕様上扱うことができません。また、設定した切り口も柔軟

に変えづらいことから、随時変わりゆく事業形態や商品・サービ

ス、子会社・組織に追随できず、陳腐化して使われなくなってしま

うことが常態化していました。

「DivaSystem SMD」はこの実態に着目して生み出された製

品で、大量のトランザクション（明細）情報を取りこぼすことなく、

連結、かつ様々な切り口（多軸）での経営意思決定に資する情報をつ

くりあげることが最大の強みとなっています。連結会計で培った

ディーバの知見を足がかりとしながら、様々な経営情報分析にまで対

象領域を広げ、モノ・カネの情報、実績情報（過去）と将来の見通し、

事業の最前線と経営をつなぎ、グループ企業を横断した企業価値の

最大化に向けた最適解を導く情報源として寄与していくと確信して

います。

また、機能面での競争優位性としては、各拠点や各システムからの

多様な情報とのデータ連携、デジタル化されていないスプレッドシー

トなどの情報をデータベースに取り込むオンライン、大量のデータを

高速に経営情報に変換するデータ処理、経営判断に資する情報を提

供するレポーティングといった、いわゆるInput、Process、Output

（I,P,O）を備えており、かつデータ処理においては多様なニーズに合

わせた換算、連結、配賦、差異調整などといった会計演算のモデルを

数多く備え、かつカスタマイズも容易です。

お客様の事業環境を踏まえた今後の開発の方向性は
あくまで開発の立場からの話になりますが、実体経済ならびに金融

経済における日本企業の相対的存在感が低下するなか、DX（デジタル

トランスフォーメーション）やグループガバナンス実務指針の導入な

ど、企業価値経営への意識が高まりつつあります。企業価値とは経営

戦略によって定められる将来の稼ぐ力と成長力、リスクの関数ですが、

「DivaSystem SMD」が持つ大量の経営情報に将来予測・リスク分析

の技術を掛け合わせることで、これまでの経営計画策定やデューデリ

ジェンスでは適わなかった精緻かつリアリティある戦略の立証、すなわ

ちバックキャスティング経営が実現できると考えています。

開発を進めていくうえで心がけていること
ディーバの製品はお客様企業内の様々なステークホルダーに利用

される非常にユニークな特性があります。そのため、製品開発にあ

たっては多様なユーザーの実需に基づき開発を行うことはもちろん

ですが、最終的な利用者である経営者の要求に応えるものになるよ

う常に意識しています。

経営およびその高度化にはゴールはありません。お客様企業内に

おいて「DivaSystem SMD」の仕組みが実装完了したところからが

真の取り組みの始まりです。システムを導入し安定運用に移行して

終わりではなく、常に新たな経営テーマの解決に向け経営情報活用

の高度化に追随していけるように、継続的な拡張を後押しできる仕

組みであり続けたいと考えています。

ステークホルダーへのメッセージ
「DivaSystem SMD」が世にリリースされ10年が経ち、「連結会

計のディーバ」から、「経営管理のディーバ」、そして「グループガバ

ナンスのディーバ」へと、お客様からのご評価、ご期待も変わってきた

のではとの実感があります。そのなかで「DivaSystem SMD」の機

能を評価いただくとともに、現在提供している製品が数々のお客様

にどう役立っているかにご関心をいただければ幸いです。そして、お

客様それぞれの経営判断のための情報は何か、高度化の先のありた

い姿は何か、ぜひご意見をお寄せください。

現時点のソフトウェアのみでの実現が難しいと思われるチャレンジ

も含めて、製品の継続開発、プロジェクト支援、協創を通じて、日本の

グループ企業の競争力強化に貢献し続けていきたいと思います。

DXがもたらす変革
アバントグループの競争力
DivaSystem SMDの「なぜ？」

具体的な導入事例をWebサイトでご紹介しています

https://www.diva.co.jp/case/theme/management-accounting/

開 発 者 に 聞 く

「DivaSystem SMD」の
これまでと、これから

Interview

株式会社ディーバ 事業統括本部　
東日本第2事業部長

泉澤  渉
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提供ソリューション

アバントグループの成長戦略 

BE GLOBAL
世界で通用する
日本発の
ソフトウェア企業になる

投資家とのつながり お客様とのつながり

パートナーとのつながり 優秀な人材

投資家ミーティング数： 120回

株主数：  2,675名

株主総会出席者数： 36名

総会ライブ配信閲覧数： 29名

ディーバ： 1,100社超

ジール：  1,000社超

フィエルテ： 130社

従業員数： 1,055名
エンジニア数：  476名
ベンダー認証資格保有数： 312名
国家試験合格者数： 245名
公認会計士：  14名

いよいよ本格化する経営のデジタル・トランスフォーメーション

様々なステークホルダーと創造的会話を積み重ねながら

お客様が将来像を描くのに必要な情報を揃える基盤を提供し、お客様の持続的成長に貢献する

付加価値創造サイクルを通じて成長性・収益性・資本効率を高め、世界市場で通用する企業としての

ポジションを確立するため、中期経営計画BE GLOBAL 2023を推進しています

上記SAPジャパン株式会社様、SAS Institute Japan株式会社様、日本オラク
ル株式会社様、日本マイクロソフト株式会社様、日本アイ・ビー・エム株式会社
様は株式会社ジールのパートナーです。

サステナビリティ ガバナンス成長戦略挑戦価値観
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企業価値の最大化企業価値の最大化

既存事業の価値最大化

M&A資本業務提携

事業成果

アバントグループの中期行動計画

市場評価

売上成長＋高収益性 ビジネスモデルの転換

営業利益31～38億円 ストック売上比率 70%

・お客様数の拡大や商材の拡大による事業の成長

・自動化推進や品質向上による収益性向上

・派生新事業の創出

・アウトソーシング事業の展開加速

・連結会計事業のクラウド化の推進

・BI事業のビジネスモデルの転換

・お客様貢献価値の向上に資する
企業の買収や資本業務提携

・企業価値の向上に資する
企業の買収や資本業務提携

20

18

10

FY 2017 FY 2027

ROE 20%台の継続

営業利益CAGR 18%

配当 10倍以上 事業成果

売上成長+
高収益性

投資効果

高資本効率

市場評価

ビジネスモデル
の転換

アバントグループは、1997年に連結会計事業を主とする株式会社

ディーバ設立以来20年余にわたり、経営情報の「見える化」・「使える

化」・「任せる化」を果たすサービスを提供しながら、お客様企業の経

営に関する課題解決に貢献してきました。

そのなかで、アバントグループは「10年」を節目として事業を捉え、

変革・進化してきました。先ず、創業からの10年（1997‐2006）で

は、連結会計関連事業において「国内トップシェアの確立」を目指し、

次の10年（2007‐2016）では、更なる知財の蓄積に向けて、単一

事業領域だけでなく異なる事業を取り込んだグループ経営に転換す

ることで事業規模の拡大を目指してきました。

そして、現行の10年では、企業理念である100年企業の創造を目

指すために自らのポジションをグローバルな視野でとらえ世界に通

用する企業になるべく「BE GLOBAL」を目標に掲げ、「ROE20％台

の継続」、「営業利益CAGR［2］18％」、「配当10倍以上」の３つをKPI

に設定しました。

少子高齢化やコロナ禍を越えて日本企業が成長していくために

は、IT投資による業務の効率化を目指す程度のビジネスのやり方で

は限界となりつつあり、デジタル・トランスフォーメーションを通じ事

業再編を断行し、多様な働き方の実現や新たなビジネスモデルの創

出を含む果断な経営判断が求められています。同時に、地球温暖化

や経済格差といった世界的な課題に取り組みながら持続的発展を続

けるために、企業経営者は株主のみならずお客様、従業員、地域社会

等と密にコミュニケーションを取り、経済・社会・環境のバランスにも

配慮しなければなりません。このため、従来以上に情報を整理・分析

する能力が問われているほか、コンプライアンス［35］体制やリスク管

理体制の強化、経営の透明性向上が急務となっています

このような環境変化により、経営情報の「見える化」・「使える化」・

「任せる化」を通してお客様企業の課題解決に貢献するアバントグ

ループの事業の役割はより重要なものになっています。アバントグ

ループは当面、日本における成長機会を追求しつつ、中長期経営戦

略で目指す、世界市場で通用する企業としてのポジションを確立する

ために、事業拡大と資本効率の改善の両面で成長し、グループの企

業価値最大化を目指す必要があります。2018年９月に発表した中

期経営計画「BE GLOBAL 2023」では、2019年6月期から2023年

6月期までの5年間を通じて「企業価値の最大化」を目指します。

企業価値の最大化に向けて、三つの軸をもって実現を図っていき

ます。

①事業成果

　市場機会を捉えて各事業における新規お客様開拓によるお客様数

の拡大や新製品の開発・販売による売上成長に注力します。お客様

企業の課題解決に向けて、必要であれば個々の事業会社の垣根を越

えアバントグループの総合力で製品の提案、販売を行い、売上成長な

らびに高収益性を追及していきます。そのために、さらに、製品の品

質・生産性の向上や効率化を進め高収益化を図っていきます。

また、当社グループの中長期的な成長のためには、お客様企業におけ

るニーズや周辺環境の変化を的確に反映した製品開発のための体制強

化が非常に重要であるため、短期的な収益性向上のみにとらわれず、中

長期的な視点で必要となる開発投資は継続的に実施していきます。

②投資効果

本計画では既存事業の価値最大化に主軸を置いており、既存事業

の価値創造による成長に加えて、その成長をさらに加速させるべく、

当社グループの成長領域と合致する企業とのM&Aを目指します。

このM&Aは、売上高規模の目標達成だけでなく、ビジネスモデル

の転換を促すための手段の１つとして捉えています。

M&Aの機会があった場合には、当社グループの企業価値向上に

資するかどうかを慎重に判断の上、M&Aの実施が目的になることが

ないよう注意しながらも積極的に推進します。

アバントグループの長期経営目標 中期経営計画「BE GLOBAL 2023」で目指す姿 目指す姿と行動計画

③市場評価

アバントグループでは、企業価値をより高めるにあたって、安定的・

継続的な収益獲得に着目しており、中期経営計画において、ストック

売上［38］比率を高めていくことを目標として掲げています。この実現

のために、ビジネスモデルの転換を推進していきます。

ストック売上比率は連結会計関連事業におけるパッケージソフト導

入後の保守や、アウトソーシング事業における連結決算や連結納税

などの業務を受託するサービスが中心です。それ以外の業務につき

ましては、「工数×単価」をベースにお客様に請求する契約が中心と

なっており、売上規模の拡大には人員増加を必要とするビジネスモデ

ルになっています。これをお客様に提供する価値をベースとする契約

にシフトすることで、売上規模を拡大しながら収益性・効率性を高め

ることができると考えています。

今後は、従来の製品の販売に加え、ある一定期間の利用権として

料金をお支払いいただくクラウド製品を開発、販売をしていきます。

アウトソーシング事業においては、すでにストック売上比率が高いこ

とから売上高の規模拡大に向けて展開していきます。新しい製品・

サービスの展開も含め達成には困難を伴うものと認識しています

が、社員一丸となってチャレンジしていきます。

日本における成長機会を追求しつつ、中長期経営戦略で目指す、世界市場で通用する企業としてのポジションを確立するために、
事業拡大と資本効率の改善の両面で成長し、グループの企業価値最大化を目指しています。

中長期経営戦略／中期経営計画の進捗

中長期経営戦略 中期経営計画 BE GLOBAL 2023
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FY23

180～220億円

70％

31～38億円

40pt以上

20％以上

15円以上

売上高

ストック売上比率

営業利益

売上成長率+営業利益率

ROE

配当

FY20実績

156.9億円

32.6％

22.7億円

26.0pts

23.5％

9円

FY19実績

140.7億円

31.4％

19.6億円

30.2pts

24.6％

7.5円

売上高

ストック売上比率

営業利益

売上成長率+営業利益率

ROE

配当

中期経営計画「BE GLOBAL 2023」では、ビジネスモデルの転換

を図るため、売上高、営業利益、ROE、配当といった指標に加え、当社

独自にストック売上比率（RSR）、売上成長率＋営業利益率という指

標を設けています。

中期経営計画「BE GLOBAL 2023」（2019年6月期ー2023年6月

期）は、2020年6月期で2年目を迎えました。

2020年6月期の業績を振り返りますと、4月から６月までは新型コ

ロナウィルス感染症拡大の影響によりお客様企業における投資判断

の見送りや保留等が受注に一部見られるものの、売上高は連結会計

関連事業において大型案件の追加受注もあり想定を上回る水準とな

りました。連結会計関連事業で固定的費用の抑制を図ったことや前

期計上の受注損失引当金の反動等により営業利益率が改善した結

果、５期連続で増収増益を達成し、過去最高益を記録しました。

売上高

本計画で重きを置いているストック売上比率は、アウトソーシング

事業の成長や連結会計関連事業におけるクラウド売上増加など成長

が出始めている部分がある一方で、ビジネス・インテリジェンス事業

を中心にストック型ではない売上が好調であった影響を受け、前年対

比で売上高が15.9％増となったものの、32.6％と課題の残る結果と

なりました。

売上高成長率＋営業利益率

2020年6月期は、売上高成長率が11.5％と順調であったことに

加え、営業利益率も14.5％と前年度より0.5ポイント改善した結果、

26.0％となりました。前年度より4.2ポイント低下し、まだ目標値から

は乖離がある状況であり、さらなる売上成長の加速化または収益性

の向上に向けて取り組む必要があるものと認識しております。

ROE

2020年6月期のROEは23.5％と中期経営計画の目標である

20％を上回る水準を維持しておりますが、前年度に比べて1.1ポイン

ト低下しました。コロナ禍で事業環境に不透明感が強まるなか、手元

流動性を高めるべく資金の回収に努めた結果であり、中長期的なト

レンドのなかでは順調に推移していると認識しております。

配当

2020年6月期は、継続的な安定配当の基本方針のもと、5期連続の

増配となる１株当たり1.5円増配の９円を実施しました。株主資本配

当率は約5.2%と東証上場企業の平均を大きく上回る水準を維持して

います。

足元の事業環境を見ますと、新型コロナウイルス感染症拡大の長

期化により経済、社会活動に不透明感があるなか、当社事業領域に

ついては、お客様企業における投資の抑制やコスト削減に向けた動

きが生じています。しかし、このような状況下であっても、私たちは社

会課題を解決する製品やサービスで経営情報の創出、共有、有効活

用を通して「経営情報の大衆化」を実現していこうという志を持って、

取り組みを強化していきたいと考えています。

売上成長率と営業利益率の合算値（GPP［9］）は、利益を犠牲にして

規模拡大を追求するのではなく、企業価値を拡大させるため、利益成

長を伴う売り上げ拡大を目指すために設定した指標です。世界的な

SaaS企業がこの合算値40ポイント以上であることから、我々アバン

トグループもそうした企業に比肩する健全性を持つため、この合算

値を40ポイント以上にすることを目標に設定しています。

アバントグループが重視するKPI 

GPP40 ROE20 RSR70

中長期経営戦略／中期経営計画の進捗

中期経営計画 BE GLOBAL 2023 KPI の考え方 中期経営計画 進捗状況

（注）天気図はFY23のKPI達成に向けての進捗度合いを示しています。

直近の進捗状況

中期経営計画のKPI

● 5期連続の増収・増益を達成し、過去最高益を記録
● ストック売上比率はほぼ横這い。利益率は改善したが
売上成長率が鈍化したためGPPは低下

● ROEは20％超を維持
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2020年6月期における日本経済は、米中貿易交渉や消費税率引

き上げ等の影響を受けて緩やかに減速しました。20年に入ってから

は新型コロナウイルス感染症の広がりから国境を越える渡航制限が

行われ、４月には緊急事態宣言が発生されたことから内需・インバウ

ンド需要も急速に悪化しました。こうしたなかでも、国内企業による

IT投資については堅調に推移し、経済産業省が発表する特定サービ

ス産業動態統計調査の情報サービス業売上高は6月までの12ケ月で

前年比3.8％増と、前年並みの成長を見せています。ここ数年続いて

いるデジタル・トランスフォーメーションを通じた効率化投資や、リ

モートワーク対応などがけん引したものと推測されます。加えて、

コーポレートガバナンスの浸透（連結会計関連事業）、日本経済団体

連合会が推進するデジタル・トランスフォーメーションを通じた

Society5.0［21］実装提言（ビジネス・インテリジェンス事業）、リモート

ワークを含めた「働き方改革」の加速（アウトソーシング事業）などの

トレンドが、当社の各セグメントに追い風をもたらしています。他方、

第4四半期には新型コロナウイルス感染症の拡大により、IT投資の先

送り、あるいは影響が甚大な一部の業種については凍結をされる国

内企業も見られ始め、当社グループの受注にも一部影響が出ており

ますが、2020年６月期の経営成績への影響は限定的なものにとど

まっております。

連結売上高に関しては、ビジネス・インテリジェンス事業およびアウ

トソーシング事業が大幅に伸長するとともに、連結会計関連事業に

ついても、当連結会計年度において収束方向に向かう予定であった

大型案件が追加の売上を伴い継続したことなどから、15,691百万

円（前年比11.5％増）と２桁の成長を実現することができました。

2018年９月に発表した中期経営計画において、経営目標のひと

つとして掲げたストック売上（例えばソフトウエアの保守料など、継続

的に発生する売上）比率の向上については、アウトソーシング事業の

成長や連結会計関連事業におけるクラウド売上の増加など、成果が

出始めている部分がある一方で、ビジネス・インテリジェンス事業を

中心にストック型ではない売上が好調であった影響もあり、総額とし

ては前年比15.9％増となったものの、売上全体に対する比率として

は 32.6％とほぼ横ばいとなっております。

利益に関しては、競争力を向上するための報酬水準の向上やオ

フィスの開設・増床などに伴う費用が増加傾向にありますが、増収の

影響に加えて、収益性の高い案件の受注、プロジェクト品質や生産性

の向上に努めたこと、さらには新型コロナウイルス感染症の拡大が

見られ始めた以降は、今後の不透明な状況に備えて不要不急の費用

の節減に努めたことなどにより、営業利益2,278百万円（前年比

15.9％増）、経常利益2,282百万円（同15.7％増）、親会社株主に帰

属する当期純利益は1,537百万円（同16.8％増）と、いずれも５期連

続増益を達成し、過去最高の水準となりました。

新型コロナウイルスの影響により、2021年6月期の事業環境はや

や不透明な部分もあるため、2020年6月期中からコスト削減に加え

て資金回収に努めた結果、通期のフリーキャッシュフローは1,470百

万円と過去最高水準になりました。M&Aに備えた手元流動性を積み

上げてきたところでこのような施策も加わり、純資産が拡大した結

果、ROEは23.5%と前年比で若干の低下となりました。
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売上高

+11.5%
前年比

ストック売上

+15.9pt
前年比

営業利益

+15.9%
前年比

ROE

△1.1pt
前年比

MD&A＜財務分析と評価＞

事業環境 連結業績

資本効率の推移

営業利益の推移

ストック売上比率の推移

連結売上高の推移
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当社は、剰余金の配当を株主還元政策の重要事項として位置付

け、株主資本配当率（DOE）などの指標に注目し、毎期の業績に大

きく左右されることなく、配当金額を安定的に維持・向上していく

ことを指向しております。純資産配当率についてはその値を徐々に

引き上げるとともに、東証全上場企業の平均値を常時上回ること

を目指します。

内部留保資金につきましては、今後予想される経営環境の変化に

対応すべく、市場ニーズに応える競争力のある魅力的な製品・サービ

スの開発、展開を行っていくために有効活用していきたいと考えてお

ります。

ビジネス・インテリジェンス事業

ビジネス・インテリジェンス事業については、デジタルトランス

フォーメーション推進の一環として、企業の経営情報の可視化への投

資意欲が旺盛な市場動向は継続しており、売上高5,767百万円（前

年比15.6％増）と大幅に増加しました。一方で営業利益については、

報酬水準の向上や人員増加に伴う人件費増加及び新オフィスの開設

にかかる費用の増加などの影響もあり、692百万円（前年比8.8％

増）と、増益幅は小さいものとなっております。

アウトソーシング事業

アウトソーシング事業については、グループ・ガバナンス・システム

の強化・検討やそれに伴う経理部門の役割の見直しなどを背景に需

要が旺盛な状況が継続しており、さらには資金管理などの連結決算・

開示以外の分野に関する売上も増加した結果、売上高は2,062百万

円（前年比26.5％増）と大幅な増収となりました。人員増加に伴うオ

フィスの増床、及び新型コロナウイルス感染症が拡大するなかでも、

社員の健康と安全を確保しながらお客様への高品質なサービス提供

を継続するためのオフィス環境の整備などの費用増はありながらも、

営業利益も364百万円（前年比14.4％増）と増益になっております。

連結会計関連事業

連結会計関連事業については、期初の段階では前年度まで大きく

売上に貢献していた大型案件が収束方向に向かうと想定しておりま

したが、2020年６月期についても追加の売上を伴って継続すること

ができました。大型案件以外の売上も堅調に推移しているため、売上

高は8,485百万円（前年比5.6％増）と増収を実現しました。また、人

員増による人件費の増加やオフィスの新設・改修に伴う費用増加な

ど、増加している費用負担がある一方で、プロジェクト品質や生産性

の向上に努めるとともに、特に新型コロナウイルス感染症の拡大が

見られ始めた以降は、今後の不透明な状況に備えて不要不急の費用

の節減に努めた成果として、全体の収益性は改善することができまし

た。これらの結果、営業利益は1,616百万円（前年比25.0％増）と増

益を実現し、営業利益率も改善しております。
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株主還元策について

MD&A＜財務分析と評価＞

1株当たり配当の推移

1株当たり配当と純資産配当率の推移

（注）東証上場企業平均純資産配当率は6月までの12ケ月に公表した企業の月次数値を加重平均したものです。
（出所）日本証券取引所資料より株式会社アバント作成

（注）株式分割調整後

（注）2020年6月末までの5年間
（出所）Refinitiv

セグメント業績

連結会計関連事業
売上高（左軸）／営業利益（右軸）

アウトソーシング事業
売上高（左軸）／営業利益（右軸）

ビジネス・インテリジェンス事業
売上高（左軸）／営業利益（右軸）

株主総利回り（TSR：Total Shareholders Return）
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財務ハイライト 非財務ハイライト

財務・非財務ハイライト

売上高

ROE

GPP

営業利益／営業利益率

株式時価総額

EBITDA

電力使用量

育児休暇取得率

離職率

従業員数

障がい者雇用率

従業員当たり平均有給休暇取得日数
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テーマ

環境

社会

ガバナンス

リスク・
マネジメント

健康と安全

お客様に対する
責任

労働基準

人権と地域社会

気候変動

水の安全保障

生物多様性の保全

廃棄物と
リサイクル

コーポレート
ガバナンス

コンプライアンス

リスク 採りうる対策例 機会

B社 C社A社
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OPEN, VALUE, STRETCH

働きがい（Great Place to Work®/GPTW）とは

働きがい 働きやすさ やりがい

衛生要因（対人関係、就労条件、報酬等）

従業員へのアンケート調査により働きがい、エンゲージメントを可視化、グループ各社で70%達成を目指し、改善アクションを実施。

モチベーション（責任、達成、成長等）

目標

OPEN 開かれた精神を基礎となす。

環境は常に変化します。また、社会は人とのつな

がりで成り立っています。それゆえ、変化を前向き

にとらえ、会社と利害関係を有するすべてのス

テークホルダーと率直かつ誠実な関係を大切に

する組織風土を大切にします。

VALUE 価値創造への情熱を育てる。

情熱は行動のエネルギーです。そのエネルギー

を高めるために、個人の健康を第一とし、かつ多

様性を活かして社会に役立つ価値創造に取り組

み、最善のお客様満足を追求する姿勢を大切に

します。

STRETCH 最善への挑戦を続ける。

健全な挑戦は豊かな人生を創造します。事業活動

においても同様です。お客様に対する創造的かつ

長期的な貢献を健全な挑戦の一つとして、変化を

楽しみ成長を追求することが、私たち一人ひとり

にとっての活力を促すという考え方です。

グループの事業活動との直接の関係
性は希薄

毎年多数のPCを廃棄しており、リサイ
クル対応が必要

●セキュリティを担保したうえでリサイクル業者
を活用

事業活動との直接の関係性は希薄だ
が、二酸化炭素排出の低減のための努
力を一切していない点が問題視される
可能性がある

人権を尊重しない行動（差別等）の常
態化、またはそのような行動の結果と
して、重大事故が発生した場合に、ブラ
ンドが大きく毀損する可能性がある

労働法規の違反の常態化、またはその
結果として、重大事故が発生した場合
に、ブランドが大きく毀損する可能性
がある

製品・サービス品質に大きな問題が
あった場合、サービス提供の過程で重
大事故を発生させた場合等にブランド
が大きく毀損する可能性がある。また
ミッションとして掲げる社会的貢献およ
びお客様ニーズに真摯に応える姿勢
を維持し続けなければ長期的なサステ
ナビリティに支障が生じる可能性がある

労働基準と同様

認識・把握できていない、または対策
（低減・移転）が不十分な重大リスクの
発生により、サステナビリティが危ぶま
れる可能性がある

適切な企業統治が行われず、株主の
利益最大化が追求されない可能性が
ある

重大な法令違反の発生が明らかとなっ
た場合に、ブランドが大きく毀損する可
能性がある。特に事業の性格上、イン
サイダー取引はリスクが高い

二酸化炭素排出の低減に取り組むことを宣言す
るとともに下記のような施策を実施
●グリーン電力の購入検討
●カーボンオフセット検討

アバント人権方針に掲げる人権尊重の基本方針
に基づき、対応を検討
●人権アセスメントの実施
●ハラスメント防止マニュアル作成
●理念研修/ダイバーシティ［41］研修の定期的開催

●労働法遵守の徹底
●ホットラインの実効性向上
●GPTWサーベイの結果を精査し、年次アクショ
ンプランを作成

●品質管理の強化と品質宣言の実施
●アバントによるお客様満足度調査の実施
●理念研修の定期的開催

労働基準と同様

●アバントグループのリスク・マネジメント体制の
開示強化

●CRM委員会［4］の実効性向上

●アバントグループのガバナンス・システムの開
示強化

●委員会設置会社への移行を含めた組織検討

アバントグループ行動基準に基づき、コンプライ
アンス体制を強化
●インサイダー研修等法令研修の実施・強化
●ホットラインの実効性向上

●一般的データの可視化
●オウンドメディアの発行
などによるブランド作り

●非財務情報の収集・可
視化テンプレートの販
売など

国際的な優良企業のレベ
ルとなれば、そのアピール
がブランド価値の増大に
つながる可能性はある

ミッションとして掲げる社
会的貢献についてはその
成果をあわせてアピール
していくことにより、ブラン
ド価値を増大できる可能
性がある

労働基準と同様

お客様のガバナンス向上
に貢献する製品・サービス
を検討

「100年企業の創造」は日々の全グループメンバーの行動そのも

のです。メンバーの行動は個人の自律と自由に拠って立つものです

が、組織としての軸も必要です。持続的な社会への貢献価値創造活

共通認識としてまとめた考え方の根底にあるのは、誠意と熱意を

持った人が自由闊達に活躍できる組織が理想であるという想いで

す。目的に向かって積み重ねた努力が適正に評価され、それが働き

がいとなって更なる高みを目指す、そうした正のスパイラルをグルー

アバントグループが創業来の経営理念として掲げる「100年企業

の創造」は、変化の激しい市場環境に対して適応能力の高い自立し

た組織による継続的な事業成長の実現という、サステナビリティ思想

を反映するものです。経営理念の実現のために、アバントグループで

は、（１）お客様志向、（２）高収益志向、（３）一芸志向という価値観を

大切に共有しています。お客様を第一と考え、様々な環境変化のなか

でお客様のニーズ・期待に応えるため、様々なステークホルダーと創

造的会話を重ねながら人として成長し、誰にも負けない新たな価値

を生み出し、高い評価を得る、そのような成長を支える好循環につな

がる価値観です。様々なステークホルダーと関わることになるため、

グループの一人ひとりが経済活動・環境保全・社会的公正のバランス

を保つことに十分配慮して行動しなければ、持続的発展にはつなが

りません。アバントグループは2020年８月25日に国連グローバル・

コンパクトに署名しましたが、これを契機として、サステナビリティを

実現するためリスクアセスメントを行いながら、グループとして対応

できることを考え、実施していきます。

プ内で実現するため、グループ各社はGPTW［10］スコア70％を重要

KPIとして設定しており、マネジメントはその進捗に責任を負う体制

を整備しています。

動としての100年企業の創造に向けたグループメンバー共通の行動

指針を「OPEN、VALUE、STRETCH」の三つに集約して共通の

VALUEとしています。

人材戦略

アバントグループの重要な事業ドメインであるガバナンスはもちろん、
環境や社会との共生が担保されなければ経営理念である100年企業の創造は実現できません

ESGマトリクスを活用したサステナビリティ経営の考え方

グループ各社の「働きがい」スコア

アバントグループが重視するKPI 

GPTW 70

ESGリスクとアバントグループ固有リスクとの相関関係

働きがいのイメージ

Q
u

ality o
f Life

Performance of Business

アバントグループのサステナビリティ

全体像と人材戦略
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「人」を中心に
ESGのバランスを追求する
森川　企業取材の豊富なご経験をお持ちで、

かつ企業の社外取締役にも就任しておられる

ジャーナリストの福島敦子さんをお招きして、

「人」をテーマにお話しいただきます。

福島　よろしくお願いいたします。人にフォー

カスするという点では、まさに今、企業の持続

的成長に不可欠な要素として、業績に加えて

「ESG（環境・社会・ガバナンス）」の重要性が高

まっていると感じますが、そのなかで人材は最

も重要な要素だと思います。人材について、御

社はどうお考えでしょうか。

森川　「会社は人のためにある」というのが私

にとっての経営の一丁目一番地です。これは

疑問の余地がありません。業績を上げ成長す

るという目標も、結局は人がハッピーになるた

めの手段であり、それが実現されない業績に

は意味がないと考えています。仮に業績が良

くても、メンバーが疲弊している状態は、経営

者としてまったく満足できません。

福島　従業員が活き活きと仕事ができなけれ

ば、企業の持続的成長は実現できない。人的

資本はまさに経営の要だと思います。

森川　ESGという観点で言えば、まず人が働

いていて楽しいこと。そのプロセスで地球に悲

鳴をあげさせるようでは持続可能とは言えま

せん。生きるための環境があってこそ人は目

標を持って活き活きと働くことができます。ま

た、これらESに配慮した事業や組織を維持発

展させていくのがガバナンスで、私はこれを

リーダーシップの発揮と理解しています。つま

り現代の経営者にはESGの3つの要素のバ

ランスを保ちながら中長期で成長していくこと

が求められているのだと思います。

福島　現在は過渡期で、これまでのグローバ

ル資本主義のままでいいのか、持つ者と持た

ざる者の格差が広がり続けていいのか、それ

を見直し、持続可能な社会を実現する方向性

として、働く人の幸せや地球環境など、すべて

のステークホルダーを重視する考え方が広ま

りつつあります。

森川　ESGに関する取り組みは、その時代ご

とに重点課題があり、一つの答えがあるわけ

ではありません。だからこそしっかりと現状を

認識しながらバランスをとるリーダーシップが

必要です。

福島　おっしゃる通りだと思います。どういう

会社の在り方がサステナブルか？と考えると、

たとえ業績が良くても、働く人が辛さを感じて

いるようでは、企業の持続的成長は実現でき

ず、株主にもメリットをもたらしません。中長

期の視点を重視して舵取りをするリーダーが

求められていると思います。

理念やパーパスを
明確に示し続けることが重要
福島　そうしたバランスを考えるうえで、人材

の面で私が危惧しているのは、日本企業の従

業員エンゲージメント（会社への思い入れや組

織と一体となって成長していこうというモチ

ベーション）が非常に低いということです。様々

な国際比較の調査結果を見ても他国より圧倒

的に低いのです。その理由を見ると、自分が働

いている会社の理念や存在意義に共感できな

い、仕事を通して自分自身が成長しているとい

う実感を持つことができない、という声が多

い。このあたりをどうお考えですか。

森川　エンゲージメントは会社と人の成長が

一体化した時に高まりますよね。そこで思い

出すのが、幼少期のことです。私は、戦後ベン

チャーとして世界に飛躍していったソニーや

ホンダのような会社をつくりたいと思っていま

した。子ども心にすごく楽しそうな会社に見

えたんです。私にとっての王さん長嶋さんは

盛田さんや井深さん、本田さんなんですね。

そういう高度成長の時代と今とで何が違うの

かと言えば、少し主観的になりますが経営陣

の持続成長への意志だと思います。つまり、

「もっと良いモノを」「もっとお客様に役立つた

めに！」といった一人ひとりの意志が結果的に

企業の成長につながっていて、そうした目的

意識とリーダーシップが明確に打ち出されて

いる会社は働く人にとっても魅力的だと思い

ます。ところが足元の業績を「不確実性の時

代」という事業環境のせいにして、諦め感を漂

わせている経営陣だと、当然、人のモチベー

ションは高まりません。

福島　このコロナ禍で企業の姿は二極化して

いると感じました。自分たちの会社が何のた

めに存在しているのか？どんな価値を社会に

提供するのか？という理念やパーパスが言葉

だけで形骸化している企業ほど、不信感が蔓

延し、組織が機能不全に陥ってしまう。逆に、

理念やパーパスがきれいごとではなくて、普段

から従業員一人ひとりが理解して協働してい

る会社、腹落ちしている企業は、混乱の中に

あっても、従業員が主体的に考え、協力し、自

律的に行動を起こしていったと思います。

人の多様性が
レベルの高い議論を生むことを実感
福島　理念やパーパスを共有する“理想の社

員像”を教えていただけますか。

森川　一点に絞ると、徹底的にお客様志向と

いうことになります。お客様という言葉を使っ

ていますが、要は相手のことを考えることです。

どんなに小さなことでも、誰かのために何がで

きるのか？と考える。そこに対する真摯さだけ

は全員が持ってもらいたい。

福島　部門によって「お客様」は異なりますか

ら、そうした一貫した姿勢が多様なステークホ

ルダーに支持されることにつながりますね。そ

の一方で、ダイバーシティの重要性については

どのように考えておられますか。

森川　衝撃的だったのが、米国のファンドの

取締役会に社外取締役として参加した際、全

員で10名ほどのうち6割が女性だったことで

す。彼女たちが積極的に発言して、議論を活

性化させていた。なるほどそうか、と思いまし

た。おそらく自分がこのボードに入っている

理由も「アジア人」というダイバーシティの概

念が入っている。男性とか白人だけでやって

きた限界値をどう超えていくか？という問題

意識のなか、女性やマイノリティを入れること

で十分にファイナンス的にも結果が立証され

ているのだろうと感じました。

福島　ご自身で実感なさったのは大きい

ですね。

森川　そこでの対話を通して自分の思考が

磨かれるというか、いろいろなものを吸収し

ながら自分事にしていっていると感じました。

対話のクオリティを上げていくためにはダイ

バーシティは凄く効果がある。性別だけでは

なく、年齢、人種の違いを乗り越えた一段高

いレベルの議論を目の当たりにしてダイバー

シティの重要性を確信しました。

福島　私もいろいろな会社の取材をしてい

て、今の時代「ダイバーシティは重要だ。女性

の活躍に力を入れています」ということはど

の会社のトップもおっしゃいます。ただ実際

にどこまで真剣に考えているかというと濃淡

があり、実行が伴っていないケースも少なか

らずあります。ダイバーシティを進められるか

どうかは、トップが心底、ダイバーシティが重要

だと本当に得心しているかが非常に重要です。

森川　日本では男女比率ばかりが問われが

ちですが、より幅広くダイバーシティを捉えて対

話を活性化していくことが重要なんですね。

福島　そう思います。ただ、そうは言っても目

下の日本においては女性活躍が重要なポ

イントであることは間違いありません。今の

時代まずは様々な分野でのジェンダーギャッ

プを解消し、その先には、属性ではなく、真の

一人ひとり、個々の多様性が求められる時代

が来ると思います。私もいろいろな場で発言

の機会をいただいているのですが、よく「ぜひ

女性の視点を活かして貴重なご意見を言って

ください」と言われて正直、違和感を覚えるこ

とがあります。

森川　男性だったらそんな言い方はされま

せんね。ましてや女性といっても人それぞれ。

福島　そうです。現代は本当に複雑な世の

中、先が読めない、不確実性の高い、そして

コロナのような世界を揺るがす危機が今後

も起こる可能性が高いと言われている時代

です。そういう時代に、議論の場に必要なの

は、同じような視点、同じようなバックグラ

ウンドを持った人たち同士で話し合うことで

はなく、いろいろな視点、いろいろな経験を

してきた多様な人材が侃侃諤諤とお互いに

意見を戦わせることでしょう。そうして導き出

された経営判断の方が、精度が高く、リスク

回避という面でもプラスになると思います。

異なる価値観を持つ
世代間の議論も重要
森川　多様性という点では世代的にも30代

や40代になってくると、だいぶ違ってきてい

ますね。男女関係なく、世界観が明らかに進

化しています。世代交代によってダイバーシ

ティが推進されていくのは、現実的な方向感

としてあると思います。

福島　そういう世代が中心になっていけば、

ジェンダーギャップが減少していくのは間違

いないと思います。ミレニアル世代やZ世代

の人たちは、社会のいろいろな課題を解決し

たい、社会で何か自分が役に立ちたいという

気持ちを強く持っています。そういう人たち

によって会社も変わっていくと思いますし、逆

にそういう人たちが共感できるような理念や

存在意義を打ち出せない会社は優秀な若い

人を採用できなくなる時代が来ると思いま

す。アバントグループでも若い社員の方がた

くさんいらっしゃるので、いろいろな変化が生

まれているのではないかと思うのですが。

森川　すごく重要な観点です。企業が永久成

長機関であるためには、マネジメントを一定

の若さでキープし続けていくことが必要と考

えています。過去から積み上げてきた資産を

どう活かし、未来社会にどう役立てていくか

は、世代交代を進めながら常にアップデート

していかないと時代の変化に取り残されま

す。そういう意識をもってデリゲーション（権

限移譲）に加速感を持てる会社にしていきた

いと思っています。

福島　異なる価値観を持つ世代間の議論を

仕掛けていくのもダイバーシティ経営を推進

するうえで重要な要素ですね。

森川　いろいろ偉そうなことを言ってきまし

たが、最後に悩みを一つ（笑）、実はアバント

グループでも女性管理職は少なく、取締役も

外国人はいますが女性はいません。バランス

は決して良くありません。

福島　強力なプッシュが必要だと思います。

あるフォーラムで「女性執行役員の現状と課

題」というテーマでコーディネーターを務めた

時、パネリストの4人の女性は全員、東証一

部の大手企業で初の女性執行役員に就いた

方々でした。そこで最初に「初の女性執行役

員に、と上司から昇進を言われた時にどんな

反応をしたか？」と聞いたら、全員が断ったと

いうんです。「いえいえ、私にはそんな能力あ

りません！無理です！」と、ものすごく優秀な人

たちなんですけど。結局、上司に「いや、そう

は言ってもあなたならできるよ！」と背中を押

されて、不安を抱えつつも承諾した、と。それ

では「今の気持ちは？」と聞くと「本当に受けて

良かった！」と。執行役員になる前と後では、

見える風景がまったく違った。一従業員とし

てやっていた時よりも、1つのチームに責任

を持って成果を上げることに大きなやりがい

を感じる――。背中を押してもらって本当に

良かったと皆が言うんです。特に女性の場合

は、リーダーとして仕事をする経験がまだま

だ少ないですし、ロールモデルも限られてい

る。ですから、「この人は！」と思う人には男女

関係なく、どんどんプッシュしていただきたい

と思います。もちろん、女性自身も意識改革

を進めていかなければいけません。

森川　そこですね！まさに男女関係なく。

福島　誰もが自分の能力を発揮し、仕事を通

じて成長を実感できることが幸福につながっ

ていきますし、それが企業の成長を実現する

ことにもなると思います。

森川　つまるところ、ダイバーシティを推進

するリーダーに求められるのは人間…他者

をよくよく理解して、「この人なら！」と信じる

人をプッシュできるかどうかということにな

りますね。

福島　そう言っていただけるとお話しさせて

いただいた甲斐があります。

森川　グループの未来にとても効くツボを教

えていただいた感じです。ありがとうござい

ました。

森川 徹治
代表取締役社長　グループCEO

福島 敦子
ジャーナリスト

Diversity
持続的成長を実現するダイバーシティ経営、

そのポイントとは。

NHK、TBSなどで報道番組のキャスターを担当。これまでに
700人を超える経営者を取材。経済・経営をはじめ、環境、ダイ
バーシティ、女性の活躍などをテーマとした講演やフォーラムで
も活躍。複数の上場企業の社外取締役や経営アドバイザーも務
める。また農林水産省の審議会委員など公職にも関わる。

PROFILE

アバントグループのサステナビリティ

ステークホルダー・ダイアログ

76AVANT 統合報告書2020

サステナビリティ ガバナンス成長戦略挑戦価値観

75 AVANT 統合報告書2020



「人」を中心に
ESGのバランスを追求する
森川　企業取材の豊富なご経験をお持ちで、

かつ企業の社外取締役にも就任しておられる

ジャーナリストの福島敦子さんをお招きして、

「人」をテーマにお話しいただきます。

福島　よろしくお願いいたします。人にフォー

カスするという点では、まさに今、企業の持続

的成長に不可欠な要素として、業績に加えて

「ESG（環境・社会・ガバナンス）」の重要性が高

まっていると感じますが、そのなかで人材は最

も重要な要素だと思います。人材について、御

社はどうお考えでしょうか。

森川　「会社は人のためにある」というのが私

にとっての経営の一丁目一番地です。これは

疑問の余地がありません。業績を上げ成長す

るという目標も、結局は人がハッピーになるた

めの手段であり、それが実現されない業績に

は意味がないと考えています。仮に業績が良

くても、メンバーが疲弊している状態は、経営

者としてまったく満足できません。

福島　従業員が活き活きと仕事ができなけれ

ば、企業の持続的成長は実現できない。人的

資本はまさに経営の要だと思います。

森川　ESGという観点で言えば、まず人が働

いていて楽しいこと。そのプロセスで地球に悲

鳴をあげさせるようでは持続可能とは言えま

せん。生きるための環境があってこそ人は目

標を持って活き活きと働くことができます。ま

た、これらESに配慮した事業や組織を維持発

展させていくのがガバナンスで、私はこれを

リーダーシップの発揮と理解しています。つま

り現代の経営者にはESGの3つの要素のバ

ランスを保ちながら中長期で成長していくこと

が求められているのだと思います。

福島　現在は過渡期で、これまでのグローバ

ル資本主義のままでいいのか、持つ者と持た

ざる者の格差が広がり続けていいのか、それ

を見直し、持続可能な社会を実現する方向性

として、働く人の幸せや地球環境など、すべて

のステークホルダーを重視する考え方が広ま

りつつあります。

森川　ESGに関する取り組みは、その時代ご

とに重点課題があり、一つの答えがあるわけ

ではありません。だからこそしっかりと現状を

認識しながらバランスをとるリーダーシップが

必要です。

福島　おっしゃる通りだと思います。どういう

会社の在り方がサステナブルか？と考えると、

たとえ業績が良くても、働く人が辛さを感じて

いるようでは、企業の持続的成長は実現でき

ず、株主にもメリットをもたらしません。中長

期の視点を重視して舵取りをするリーダーが

求められていると思います。

理念やパーパスを
明確に示し続けることが重要
福島　そうしたバランスを考えるうえで、人材

の面で私が危惧しているのは、日本企業の従

業員エンゲージメント（会社への思い入れや組

織と一体となって成長していこうというモチ

ベーション）が非常に低いということです。様々

な国際比較の調査結果を見ても他国より圧倒

的に低いのです。その理由を見ると、自分が働

いている会社の理念や存在意義に共感できな

い、仕事を通して自分自身が成長しているとい

う実感を持つことができない、という声が多

い。このあたりをどうお考えですか。

森川　エンゲージメントは会社と人の成長が

一体化した時に高まりますよね。そこで思い

出すのが、幼少期のことです。私は、戦後ベン

チャーとして世界に飛躍していったソニーや

ホンダのような会社をつくりたいと思っていま

した。子ども心にすごく楽しそうな会社に見

えたんです。私にとっての王さん長嶋さんは

盛田さんや井深さん、本田さんなんですね。

そういう高度成長の時代と今とで何が違うの

かと言えば、少し主観的になりますが経営陣

の持続成長への意志だと思います。つまり、

「もっと良いモノを」「もっとお客様に役立つた

めに！」といった一人ひとりの意志が結果的に

企業の成長につながっていて、そうした目的

意識とリーダーシップが明確に打ち出されて

いる会社は働く人にとっても魅力的だと思い

ます。ところが足元の業績を「不確実性の時

代」という事業環境のせいにして、諦め感を漂

わせている経営陣だと、当然、人のモチベー

ションは高まりません。

福島　このコロナ禍で企業の姿は二極化して

いると感じました。自分たちの会社が何のた

めに存在しているのか？どんな価値を社会に

提供するのか？という理念やパーパスが言葉

だけで形骸化している企業ほど、不信感が蔓

延し、組織が機能不全に陥ってしまう。逆に、

理念やパーパスがきれいごとではなくて、普段

から従業員一人ひとりが理解して協働してい

る会社、腹落ちしている企業は、混乱の中に

あっても、従業員が主体的に考え、協力し、自

律的に行動を起こしていったと思います。

人の多様性が
レベルの高い議論を生むことを実感
福島　理念やパーパスを共有する“理想の社

員像”を教えていただけますか。

森川　一点に絞ると、徹底的にお客様志向と

いうことになります。お客様という言葉を使っ

ていますが、要は相手のことを考えることです。

どんなに小さなことでも、誰かのために何がで

きるのか？と考える。そこに対する真摯さだけ

は全員が持ってもらいたい。

福島　部門によって「お客様」は異なりますか

ら、そうした一貫した姿勢が多様なステークホ

ルダーに支持されることにつながりますね。そ

の一方で、ダイバーシティの重要性については

どのように考えておられますか。

森川　衝撃的だったのが、米国のファンドの

取締役会に社外取締役として参加した際、全

員で10名ほどのうち6割が女性だったことで

す。彼女たちが積極的に発言して、議論を活

性化させていた。なるほどそうか、と思いまし

た。おそらく自分がこのボードに入っている

理由も「アジア人」というダイバーシティの概

念が入っている。男性とか白人だけでやって

きた限界値をどう超えていくか？という問題

意識のなか、女性やマイノリティを入れること

で十分にファイナンス的にも結果が立証され

ているのだろうと感じました。

福島　ご自身で実感なさったのは大きい

ですね。

森川　そこでの対話を通して自分の思考が

磨かれるというか、いろいろなものを吸収し

ながら自分事にしていっていると感じました。

対話のクオリティを上げていくためにはダイ

バーシティは凄く効果がある。性別だけでは

なく、年齢、人種の違いを乗り越えた一段高

いレベルの議論を目の当たりにしてダイバー

シティの重要性を確信しました。

福島　私もいろいろな会社の取材をしてい

て、今の時代「ダイバーシティは重要だ。女性

の活躍に力を入れています」ということはど

の会社のトップもおっしゃいます。ただ実際

にどこまで真剣に考えているかというと濃淡

があり、実行が伴っていないケースも少なか

らずあります。ダイバーシティを進められるか

どうかは、トップが心底、ダイバーシティが重要

だと本当に得心しているかが非常に重要です。

森川　日本では男女比率ばかりが問われが

ちですが、より幅広くダイバーシティを捉えて対

話を活性化していくことが重要なんですね。

福島　そう思います。ただ、そうは言っても目

下の日本においては女性活躍が重要なポ

イントであることは間違いありません。今の

時代まずは様々な分野でのジェンダーギャッ

プを解消し、その先には、属性ではなく、真の

一人ひとり、個々の多様性が求められる時代

が来ると思います。私もいろいろな場で発言

の機会をいただいているのですが、よく「ぜひ

女性の視点を活かして貴重なご意見を言って

ください」と言われて正直、違和感を覚えるこ

とがあります。

森川　男性だったらそんな言い方はされま

せんね。ましてや女性といっても人それぞれ。

福島　そうです。現代は本当に複雑な世の

中、先が読めない、不確実性の高い、そして

コロナのような世界を揺るがす危機が今後

も起こる可能性が高いと言われている時代

です。そういう時代に、議論の場に必要なの

は、同じような視点、同じようなバックグラ

ウンドを持った人たち同士で話し合うことで

はなく、いろいろな視点、いろいろな経験を

してきた多様な人材が侃侃諤諤とお互いに

意見を戦わせることでしょう。そうして導き出

された経営判断の方が、精度が高く、リスク

回避という面でもプラスになると思います。

異なる価値観を持つ
世代間の議論も重要
森川　多様性という点では世代的にも30代

や40代になってくると、だいぶ違ってきてい

ますね。男女関係なく、世界観が明らかに進

化しています。世代交代によってダイバーシ

ティが推進されていくのは、現実的な方向感

としてあると思います。

福島　そういう世代が中心になっていけば、

ジェンダーギャップが減少していくのは間違

いないと思います。ミレニアル世代やZ世代

の人たちは、社会のいろいろな課題を解決し

たい、社会で何か自分が役に立ちたいという

気持ちを強く持っています。そういう人たち

によって会社も変わっていくと思いますし、逆

にそういう人たちが共感できるような理念や

存在意義を打ち出せない会社は優秀な若い

人を採用できなくなる時代が来ると思いま

す。アバントグループでも若い社員の方がた

くさんいらっしゃるので、いろいろな変化が生

まれているのではないかと思うのですが。

森川　すごく重要な観点です。企業が永久成

長機関であるためには、マネジメントを一定

の若さでキープし続けていくことが必要と考

えています。過去から積み上げてきた資産を

どう活かし、未来社会にどう役立てていくか

は、世代交代を進めながら常にアップデート

していかないと時代の変化に取り残されま

す。そういう意識をもってデリゲーション（権

限移譲）に加速感を持てる会社にしていきた

いと思っています。

福島　異なる価値観を持つ世代間の議論を

仕掛けていくのもダイバーシティ経営を推進

するうえで重要な要素ですね。

森川　いろいろ偉そうなことを言ってきまし

たが、最後に悩みを一つ（笑）、実はアバント

グループでも女性管理職は少なく、取締役も

外国人はいますが女性はいません。バランス

は決して良くありません。

福島　強力なプッシュが必要だと思います。

あるフォーラムで「女性執行役員の現状と課

題」というテーマでコーディネーターを務めた

時、パネリストの4人の女性は全員、東証一

部の大手企業で初の女性執行役員に就いた

方々でした。そこで最初に「初の女性執行役

員に、と上司から昇進を言われた時にどんな

反応をしたか？」と聞いたら、全員が断ったと

いうんです。「いえいえ、私にはそんな能力あ

りません！無理です！」と、ものすごく優秀な人

たちなんですけど。結局、上司に「いや、そう

は言ってもあなたならできるよ！」と背中を押

されて、不安を抱えつつも承諾した、と。それ

では「今の気持ちは？」と聞くと「本当に受けて

良かった！」と。執行役員になる前と後では、

見える風景がまったく違った。一従業員とし

てやっていた時よりも、1つのチームに責任

を持って成果を上げることに大きなやりがい

を感じる――。背中を押してもらって本当に

良かったと皆が言うんです。特に女性の場合

は、リーダーとして仕事をする経験がまだま

だ少ないですし、ロールモデルも限られてい

る。ですから、「この人は！」と思う人には男女

関係なく、どんどんプッシュしていただきたい

と思います。もちろん、女性自身も意識改革

を進めていかなければいけません。

森川　そこですね！まさに男女関係なく。

福島　誰もが自分の能力を発揮し、仕事を通

じて成長を実感できることが幸福につながっ

ていきますし、それが企業の成長を実現する

ことにもなると思います。

森川　つまるところ、ダイバーシティを推進

するリーダーに求められるのは人間…他者

をよくよく理解して、「この人なら！」と信じる

人をプッシュできるかどうかということにな

りますね。

福島　そう言っていただけるとお話しさせて

いただいた甲斐があります。

森川　グループの未来にとても効くツボを教

えていただいた感じです。ありがとうござい

ました。

Diversity

男女はもちろん世代間の議論をしていくことで
未来に向けた経営判断の精度が高まります。

̶̶森川 徹治

多様な人材が結集することで
議論が活性化することを実感しています。

̶̶福島 敦子

持続的成長を実現するダイバーシティ経営、
そのポイントとは。
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会社を社会の公器と見做す日本的経営観に立脚した企業活動を

「100年企業の創造」と表現し、創業以来のグループ企業理念として

います。100年企業の創造は、経済活動・環境保全・社会的公正のバ

東京国立近代美術館

東京国立近代美術館は日本の近代美術を核とした13,000点を超

える国内最大級のコレクションを誇る日本で最初の国立美術館で、明

治から現代までの日本美術の歴史を通覧できる国内唯一の美術館で

す。ナショナルコレクションの鑑賞や様々なイベント、プログラムを通

して、美術館を訪れた、あるいは美術に触れた国民一人ひとりの生活

や人生が豊かになることを目指

す東京国立近代美術館の趣旨

に賛同し、株式会社アバントは

ゴールドパートナーとして東京

国立近代美術館の活動を支援

しています。

アバントグループは2020年8月25日、グループの理念体系と親和性の高い国連グローバル・コンパクトに署名

し、参加企業として登録されました。また、日本におけるローカルネットワークである「グローバル・コンパクト・ネット

ワーク・ジャパン」に加入いたしました。

国連グローバル・コンパクトの定める4分野（人権、労働、環境、腐敗防止）10原則は、いずれも世界的に採択・合意

された普遍的な価値として国際社会で認められているものです。国連グローバル・コンパクトは、企業が影響の及ぶ

範囲内で「人権」、「労働」、「環境」、「腐敗防止」の分野における一連の本質的な価値観を容認し、支持し、実行に移

すことを求めています。

アバントグループではこの主旨をグループ内で周知するとともに、社会における様々な活動を支援していきます。

１．人権尊重の基本方針
全ての人間は生まれながらにして自由であり、かつ、尊厳と権利について平等で

す。私たちは直接的にも間接的にも人権の侵害に加担してはなりません。人種、皮

膚の色、性別、性的志向、言語、宗教、信条、政治上その他の意見、国民的もしくは

社会的出身、財産、門地その他の地位またはこれに類するいかなる事由による差

別を禁じます。強制労働、児童労働を禁止し、結社の自由や団体交渉権といった労

働の権利を尊重します。全ての者が公正かつ良好な労働条件を享受する権利を有

することを認め、安全かつ健康的な労働条件を確保し、労働に対して公平かつ公

正な報酬を保障します。

 

２．人権尊重の実現に向けた取り組み
人権を尊重し持続可能な社会を実現するため、グループイントラや研修等を通じ

て人権啓発に取組みます。アバントグループの事業活動にかかわる全てのステー

クホルダーとの協議や会話を通じて、人権に関する問題やその影響について理解

し、対応を協議します。アバントグループの人権尊重に関する取り組みやその進捗

状況はステークホルダーに対して適宜適正に開示します。

本方針は株式会社アバント取締役会において2020年7月22日に承認されました。

環境法令等の遵守
環境に関する法令・規制等およびステークホルダーとの合意事項等を遵守し、適

切な対応を行います。

環境方針の周知
グループ社員一人ひとりの環境への意識を醸成し、自らが環境保全活動を遂行で

きるよう、教育・啓発活動を行います。

ランスがとれた持続可能な発展を通じて実現可能であり、そのため

にアバントグループでは以下のような環境方針を定めています。

環境保全活動の推進
行政機関、地域や関係団体等との連携を密にし、グループ社員一人ひとりによる

気候変動対応や資源循環推進、生物多様性保全活動などを積極的に支援します。

ステークホルダーとのコミュニケーション
持続可能な社会の実現を目指し、ステークホルダーとの相互理解や、積極的な情

報開示に努めます。

本方針は株式会社アバント取締役会において2020年7月22日に承認されました。

富士登山競走

1948年から続く歴史の長い大会であり、高低差約3,000mは日

本最大。トレイルランの頂点に立つ大会で、フルマラソンのサブス

リー、100kmウルトラマラソンのサブ10とともに達成することを「グ

ランドスラム」と呼び、限界にチャレンジする方も多い大会。株式会社

アバントは、「100年企業の創造」に向け、社員全員が燃える会社に

NIPPON IT チャリティ駅伝

IT業界が活力溢れる元気な業界として認知される一方で、その特

殊な業態から、「社会的に立場の弱い未就労者」を生みだしてしまっ

ているという事実があります。こうした未就労者を1人でも多く社会

に復帰させることを目的に2010年「NIPPON IT チャリティ駅伝」

が企画されました。この大会で得た収益は、「うつ病」「ひきこもり」

の方々の就労支援をしているNPO団体FDA（Future Dream 

Achievement）に寄付されます。また東日本大震災・熊本地震・鳥

取県中部地震で被災された地

域復興支援として役立てられま

す。株式会社アバントはゴール

ドスポンサーとしてこの活動を

支援しています。

アバントグループは会社を社会の公器と見做す日本的経営観に立

脚した企業活動を「100年企業の創造」と表現し、創業以来のグルー

プ企業理念としています。社会の公器として、株式会社アバント及び

グループ会社の役員・社員の事業活動はすべて人権に影響を及ぼす

ことを認識し、私たち、一人ひとりが国際人権章典や国際労働機関の

「労働における基本的原則及び権利に関するILO宣言」等の人権に

関する国際原則・規約を支持し、尊重します。また、人権・労働・環境・

腐敗防止についての普遍的原則をまとめた国連グローバル・コンパ

クトに署名し、その10原則を支持・尊重します。

株主総会後、議決通知書に同封する株主通信は内容を工夫し、楽しんで読んでもらい、会社の内容や業績を理解していただいています。

なることを目指しており、参加するランナーも多いことから、公式スポ

ンサーとして大会を支えています。（写真提供：富士吉田市 ）

会社の戦略について
●変革期はチャンス。是非とも、成し遂げてください。
●DX時代に応える会社と考え、株主になりました。DX対応のビジネスを期待して
います。

●社会に必要とされ続ける会社であって欲しい。応援しています。
●ストックビジネスについては理解できるが、クラウドビジネスで、はたして利益を
上げることができるのか、懸念がある。マイクロソフト、グーグル、アマゾンと、ど
のように付き合っていくのか、知りたいです。

株主通信について
●毎年の株主通信のクイズを楽しみにしています。クイズがあると株主通信を隅か
ら隅まで興味を持って目を通すことができます。

●いつも楽しい株主通信有難うございます。
●御社の株主通信は他社と比べ、デザインやレイアウトが素晴らしくわかりやすい。
●他の会社の株主通信ではこのような仕掛けは見たことがありません。御社独自
の試みで成功していると思います。

●毎年、株主通信がひと工夫されていて、読むのが楽しみです。今回もクルクルと
回しながら4コマストーリーを見ました。

環境方針 アバントグループと社会

アバントグループ人権方針 株主とのコミュニケーション

株主通信アンケートに寄せられた声

国連グローバル・コンパクトへの署名

人権方針

TOPICS

アバントグループ環境方針

https://www.momat.go.jp/WEB

https://fujimountainrace.city.fujiyoshida.yamanashi.jp/WEB

http://www.nit-run.com/WEB

アバントグループのサステナビリティ

グループと社会
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アバントグループにとってのコーポレート・ガバナンス

私たちは、日本の文化に立脚した経営観の根本が会社を社会の

「公器」と見做すことにあると考えています。グローバル化した社会に

おいても、この経営観を文化資産として尊重し、社会のために存在す

る組織としての発展を目指しています。

この日本的経営観に立脚した企業活動を「100年企業の創造」と

表現し、創業以来の企業理念と位置付けています。単に会社やブラン

ドの持続ではありません。公器としての経営観を、世代を超えて継承

し、全メンバーが社会への価値提供を自由かつ創造的に行うことに

燃える結果としての100年企業です。その実現のために、私たちは組

織の自立とグループとしてのシナジーを涵養するグループ経営を実

践しています。

人と組織の成長に資するグループ経営のために、私たちはコーポ

レート・ガバナンスを高度に研鑽することを重視しています。様々な

利害関係者と対話を行い、学び続けることで、特定の利害関係者に偏

らず、社会に価値を提供できるよう、開かれた視座を持った事業発展

を目指しています。

組織設計に対する考え方

株式会社アバントは2013年10月1日にグループ事業会社の成長

を支えるビジネスサポート機能を持つ持株会社として発足し、連結経

営によるグループの発展を目指しております。グループ事業会社は、

業務と組織に精通している取締役が意思決定・業務執行を迅速に行

い、当社は各社へのガバナンスとコントロール機能を担い、グループ

各社の機能ならびに権限と責任を明確化する組織体制を目指してお

ります。このため、当社取締役会は経営機能に特化していくとともに、

公正・中立の立場からグループのガバナンス、コントロールの状況を

客観的に判断し、意思決定とその過程の透明性を確保できる体制を

構築し、取締役会の監督機能を強化することとしております。このた

め、当社は監査役会を設置し、社外監査役を含めた監査役による監

査体制が経営監視機能として有効であると判断し、監査役設置会社

形態を採用しております。

意思決定の効率化を図り、経営方針の迅速な事業活動への反映に

努めており、経営環境の変化への対応を迅速に行い、かつ、各事業年

度における経営責任を明確にするため、取締役の任期を１年として

おります。定款上の取締役の定員は9名ですが、2020年9月23日現

在、取締役５名(うち社外取締役３名)、監査役３名(うち社外監査役

２名)を選任しております。

執行体制

当社の業務執行体制は、取締役会により選任された代表取締役

と、財務担当取締役、執行役員が業務執行を分担して担う体制とし

ています。グループ各社の代表取締役及び業務管理担当取締役は

それぞれ当社代表取締役に業務執行状況を報告（グループCEOラ

イン）し、グループ各社の財務担当取締役は当社財務担当取締役に

報告（グループCFOライン）することとし、グループ経営を通じた持

続的成長と企業価値向上を目指し、重要な課題に関する討議を行

い、重要事項については取締役会に諮っております。

役員氏名 取締役会 監査役会 保有株式

テーマ 報告・議案件数 主な議題

森川 徹治

春日 尚義

福谷 尚久

ジョルジュ・ウジュー

ジョン・ロバートソン

野城 剛

鈴木 邦男

小林 正憲

16／16

16／16

16／16

15／16

－

16／16

15／16

15／16

－

－

－

－

－

15／15

14／15

15／15

9,764,000

6,500

50,200

2,000

0

1,868,800

588,000

0

経営戦略

財務会計

人事組織

ガバナンス

コンプライアンス・リスクマネジメント

IR

7

8

12

9

5

3

グループ資本戦略、戦略的投資、新型コロナウイルス感染症の影響、中期経営計画の進捗

グループ予算、グループ財務健全性確保のための施策

社外取締役の選定、執行役員の選定、譲渡制限付株式プログラムの運営、役員報酬制度

取締役会の実効性評価、役員の利益相反、取締役会で議論すべきアジェンダ設定

コンプライアンス・リスクマネジメント委員会報告、内部統制制度の評価、ESG方針

IR方針、IR活動報告

株主総会

[選任/解任]

執行役員
（グループ会社代表取締役/業務取締役）

グループ会社

執行役員
（グループ会社取締役財務担当）

取締役会

代表取締役

経営会議、本部長会議等

監査役

取締役
経営管理担当

取締役
財務担当

執行役員

取締役会
取締役５名(うち社外取締役３名)

[経営・監督]

監査役会

会計
監査人

監査役３名(うち社外監査役２名)
[経営監視]

[選定・解職][監督] [監査][報告]

（兼任） （兼任）

[報告]
グループCEOライン

[報告]
グループCFOライン

[報告]

[監査]

[選任/解任]

[監査] [連携]

[選任/解任]

[監査]

[助言]
[指導]

[連携]

外部専門家
顧問
弁護士等

代表取締役
グループCEO

取締役
グループCFO グループ

経営管理室

内部監査
グループ

コンプライアンス・リスクマネジメント委員会

情報セキュリティ委員会

アバントグループのガバナンス
お客様に提供する「経営情報の大衆化」を通じた持続的な企業価値向上はガバナンスそのものであり、
お客様のガバナンス強化に貢献する企業として、アバントグループ自身のガバナンスを高度に研鑽する姿勢を
常に持ち続けることが重要です。

コーポレート・ガバナンス体制

コーポレート・ガバナンス体制図

取締役会・監査役会出席状況、保有株式状況

取締役会で議論された主な項目

（注）取締役会・監査役会出席状況は2019年7月1日から2020年6月30日までの期間における状況です。
        ジョン・ロバートソン取締役は2020年9月23日の第24期定時株主総会の承認を経て取締役に就任しています。
        鈴木邦男監査役の保有株式は本人及び親族が保有する有限会社ケイ・エス・マネジメントが保有する株式数320,000株を含めた実質所有株式数です。
        保有株式は2020年6月30日現在。
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当社の取締役会は企業価値の向上を目的として、法務・コンプライ

アンス、財務・会計、M&A／ファイナンス、ITビジネス、グローバル、ガ

バナンス、人事・組織といった多様かつ専門的な知見を有している者

及び経営者としての経験・知見を有する候補者の中から、ダイバーシ

ティにも配慮しながら選任しております。取締役会として人材の多様

性や知識・経験・能力のバランスは十分に考慮され、高度な意思決定

能力を保つ水準であると考えております。 

2018年５月23日の定例取締役会で福谷尚久氏を筆頭独立社外

取締役に選任しております。

当社は、持続的な企業価値向上を実現する事を目的に、取締役会

の責務・運営・構成等に対する課題や改善点を認識し、継続的な改善

に取り組んでいます。取締役会は、毎年各取締役の自己評価等を踏ま

え取締役会の実効性に関する分析・評価を実施しています。2020年

6月期の取締役会の実効性評価の方法及び評価結果の概要は以下

の通りです。

経営
法務・

コンプライアンス 財務・会計 人事・組織
M&A／

ファイナンス ITビジネス グローバル ガバナンス

森川 徹治

春日 尚義

福谷 尚久

ジョルジュ・ウジュー

ジョン・ロバートソン

野城 剛

鈴木 邦男

小林 正憲

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●
今後も定期的、継続的に取り組んでいく必要性が指摘、認識されている課題については取締役会のスケ

ジュールに議題として予定し、定期的に議論を続けていきます。取締役間の議論の幅が未だ大きい課題につ

いては、先ずは各役員の意見聴取から開始しつつ、必要に応じ外部の専門家の意見を更に求める等、実質

的な議論の深まりに注力してまいります。

分析・評価の独立性・客観性を高める観点から外部の眼を入れた評価を2018年6月期、2019年6月期と

連続して実施してきましたが、2020年6月期については取締役会の実効性向上のための重要ポイントや

優先順位の変化に合わせ、幅広にフリーコメントを中心としたアンケート回答を求める方式で実施するこ

とにしました。

2020年1月に全取締役及び全監査役に対しアンケートを実施、このコメントを「議論すべき課題」「これま

での改善点」「今後の要改善点」の3つに大別し、2020年8月3日の取締役会で議論、実効性の評価を確定

しました。

評価は総じて高く、適切に運用されていると評価しました。具体的に昨年課題として認識していた以下の諸

点については取締役会の実効性が適切に確保され、改善していると判断しました。

①定例的IR報告

②月例取締役会の議題のスケジュール化と進捗管理（議論すべき事項の網羅性や全体像把握）

③重点課題に焦点を当て、時間を絞った月例取締役会運営（Zoom会議等も活用したTV会議システムの
大幅な改善）

④役員間や執行役員まで含めたインフォーマルな交流の場を設け、率直に意見交換

⑤必要に応じ取締役会に専門家を招き意見交換

一方で、実効性を更に高めていくための課題として、次に示す事項については今後も定期的、継続的に取り

組んでいく必要性が指摘、認識されました。

①CEOのサクセッション・プランに関する議論の充実

②委員会等設置会社の検討

③ジェンダーも意識した取締役会の人数・構成

④運営プロセスの不断の改善

評価方法

評価結果の概要

今後の対応

取締役の選任に対する考え方 取締役会の実効性評価

アバントグループのガバナンス

社外取締役
独立役員
外国籍

社外監査役

社外監査役
独立役員

社外取締役
独立役員
外国籍

代表取締役社長
グループCEO

取締役
グループCFO

取締役

取締役

取締役

常勤監査役

社外取締役
独立役員

役員のスキルマトリクス
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役員の報酬等の額と
その算定方法の決定に関する方針及び決定方法 

当社の取締役の報酬は、固定報酬（定期同額報酬）と業績連動報酬

に分かれております。固定報酬は、求められる能力及び責任に見合っ

た水準を勘案して役職別に基準額を支給しております。業績連動報

酬は、取締役（社外役員を除く）を対象として、（１）短期業績連動報

酬として事業年度毎の業績等に連動する賞与と（２）中長期業績連動

報酬として3年間の対象期間における株価の上昇率等に連動する賞

与から構成されております。

限度額につきましては2001年9月27日開催の第5期定時株主総

会及び2007年9月26日開催の第11期定時株主総会において当社

の取締役に対する固定報酬の年額は150,000千円以内とし、業績連

動報酬は2014年9月25日開催の第18期定時株主総会において対

象取締役1名当たり年額41,250千円以内と決議されております。ま

た、株式報酬としての中長期業績連動報酬の上限は、各対象期間に

つき100,000千円として2018年9月19日開催の第22期定時株主

総会において決議されております。

なお、社外取締役及び監査役は業務執行から独立した立場である

ため、業績連動報酬は適用せず、固定報酬を支給しております。

監査役の報酬額は、株主総会で決議された報酬限度額の範囲内に

おいて、常勤監査役と非常勤監査役の別、社内監査役と社外監査役

の別、業務の分担等を勘案し、監査役の協議により決定しておりま

す。報酬限度額は、2003年12月開催の臨時株主総会において年額

30,000千円以内と決議されております。

報酬決定のプロセス

当社の役員報酬の決定に関する方針および算定方法、各取締役の

報酬体系・報酬額等は、取締役会により決定されております。検討に

あたっては外部有識者のアドバイスを受けて市場全体あるいは業界

全体の水準も勘案する等、客観性の担保に努めております。

役員報酬額

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、役員

ごとの報酬は記載しておりません。

業績連動報酬及び業績連動型株式報酬の目的、
指標の根拠、具体的な計算方法

（1）短期業績連動報酬 

業績および株価の達成水準を目標に0％から200％の範囲で支給

する金銭による賞与になります。投資家に期待される企業価値向上

の目的から、以下の算式により業績連動報酬を算出しております。

短期業績連動報酬のインセンティブ係数は2021年6月期から現

行の算式になっています。2020年６月期は連結営業利益増加率に、

当社株価上昇率を掛け合わせることで短期インセンティブ係数を計

算しておりました。当社株価上昇率は中長期業績連動報酬に反映さ

れていることから、2021年6月期以降の短期業績連動報酬につきま

しては、連結営業利益額の増加率を基準に決定することを2020年

８月19日開催の取締役会で決議しております。

2020年6月期の短期業績連動報酬は以下の計算の通り、基準額

の129％を支給いたしました。

（Ａ）連結営業利益増加率＝1＋0.5×（当期営業利益：2,278百万円

－（前期営業利益：1,966百万円×112％））÷（前期営業利益：

1,966百万円×6％）＝1.32

（Ｂ）当社株価上昇率＝1＋（当期の期中平均株価：1,003円÷期首

の株価：1,032円）－（TOPIXの期中平均値：1,578円÷期首の

TOPIX：1,585円）＝0.98

短期インセンティブ係数＝Ａ×Ｂ＝1.29

（2）中長期業績連動報酬 

取締役の報酬と中長期的な会社業績及び中長期的な当社の株式

価値との連動制をより明確化することにより、取締役に当社の企業価

値の持続的な向上を図るインセンティブを与え、取締役と株主との一

層の価値共有を進めることを目的として2018年6月期より中長期業

績連動報酬を導入しました。2019年6月期からの中長期業績連動報

酬につきましては、より長期に渡る当社の企業価値の向上を図るイン

センティブを取締役に与え、取締役と株主との一層の価値共有を進

めることを目的として、対象期間終了時に対象期間における業績等

に応じた当社普通株式を交付する株式報酬へと変更しております。

当株式報酬は当社の取締役（社外取締役を除く）に対して、当社の各

年の定時株主総会の日の属する月から３年間を対象期間とし、対象期

間における当社株式成長率に応じて算定する数の当社普通株式を交

付する仕組みとしております。対象期間終了後に各取締役に交付する

当社普通株式の数は、①当社取締役会において決定した株式数に、②

当社株式成長率に応じて決定される株式交付割合を乗じて決定いたし

ます。当社株式成長率は、対象期間中の当社TSR（Total Shareholder 

Return（株主総利回り））を、対象期間中の東証株価指数（TOPIX）の

成長率で除して算出いたします。

具体的には下記に定める算定方法により、対象期間終了後に、対

象取締役に対して金銭報酬債権を支給することとし、当社による株式

の発行または自己株式の処分に際して、その金銭報酬債権の全部を

現物出資させることで、当社株式を交付いたします。本制度に基づき

支給される金銭報酬債権に係る報酬の金額は、年額100百万円以内

とし、当社が本制度に基づき対象取締役に交付する株式数は、取締

役1名当たり年間60,000株以内、取締役全員で年間合計100,000

株以内としております。

目標は基準額の支給水準となる1.0となりますが、2020年６月期

は対象期間の経過前のため、支給されておりません。

対象期間終了時の株式報酬付与の基準となるストック売上比率
 
中期経営計画「BE GLOBAL」の実現に向けた代表取締役の責任

をより明確にするため、各対象期間の代表取締役社長の株式報酬に

ついて、以下のように中期経営計画の重要な定量指標であります「ス

トック売上比率（売上に占める継続的な売上の割合：RSR）」を基準と

して付与制限を設けることを2020年９月23日開催の第24期定時

株主総会において決議されております。

役員区分
報酬等の種類別の総額

（百万円）

基本報酬 業績連動報酬

報酬等の
総額

（百万円）

対象となる
役員の
員数（人）

取締役
（社外取締役を除く）

監査役
（社外監査役を除く）

社外取締役

社外監査役

112

10

29

7

81

10

29

7

30

－

－

－

2

1

2

2

年度 2020年
6月期

2019年
6月期

2022年
6月期

2023年
6月期

2021年
6月期

50％
以上

60％
以上

70％
以上

70％
以上

70％
以上

ストック
売上比率

役員報酬

コーポレート・ガバナンスの強化

①当社株式成長率（A）が100％未満の場合：0
株式交付割合

中長期業績連動報酬（交付株式数） ＝ 株式交付割合基準交付株式数 ×

中長期業績連動報酬の算定式

②Ａが100％以上112％未満の場合：33％×（Ａ－100％）÷12％

③Ａが112％以上150％以下の場合：33％＋67％×（Ａ－112％）÷38％

④Ａが150％を超える場合：100％

当社TSR（Total Shareholder Return／株主総利回り）

対象期間開始月（9月）の当社株式の終値の単純平均値

対象期間終了月（3年後の9月）の当社株式の終値の単純平均値＋対象期間中の剰余金の配当に係る1株当たり配当総額

TOPIX成長率

対象期間開始月（9月）のTOPIXの単純平均値

対象期間終了月（3年後の9月）のTOPIXの単純平均値

Ａ 当社株式成長率

対象期間中の
TOPIXの成長率

対象期間中の当社のTSR

当社株式成長率の算定式

当期連結営業利益を（a）、前期連結営業利益を（b）とした場合、以下の算式で算定された値を係数とする

①(a)が(b)以下の場合：0　　　　　

②(a)が(b)を超えて、かつ(b)×112%未満の場合：0.5×{１＋（(a)－(b)）÷（(b)×112%）}

③(a)が(b)の112%以上の場合：1＋0.5×（(a)－(b)×112%）÷（(b)×6%）     

短期業績連動報酬 ＝ 短期インセンティブ係数短期業績報酬基準額（固定報酬の33.3％）×

短期業績連動報酬の算定式

短期インセンティブ係数

（2020年６月期）
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Governance
変化を通じて
持続的成長を実現してきた
ダイバーシティを
新たな成長ドライバーに

根幹が揺らぎそうな時に
頼りになる存在
森川　福谷さんには社外取締役になっていた

だく前から貴重なご意見をいただいてきました。

福谷　もう15年来の付き合いになりますね。

森川　当初は毎月のように戦略に関する相談

に乗っていただきました。

福谷　世間話の延長のような感じでしたが、重

要性を自覚されていたんですね（笑）。

森川　リーダーという存在は現場に振り回され

て言質を変えてはいけないとわかっているつも

りでも、やはり細かなところは気になります。看

過すると後で痛い目に遭うので、根幹の部分は

変えずに、と考えているのですが、その根幹が揺

れそうになる時に福谷さんからバッサリ断じら

れるんですね。とても頼りになります。

「その程度の決意でいいのか？」
という言葉
森川　確か2003年あたり、大きな壁に突き当

たった感がありました。創業メンバーとともに

やりたいことをやりたいようにやってきたけれ

ど、このままでいいのか？と。創業当初からの

理想である「公器」としての組織をつくり上げ

るために悩みました。そんな時に福谷さんに出

会ったんですね。

福谷　話し合うことで、ご自身で解答を見つけ

ていましたね。経営者は臆病である一方で、

パッションがないと成り立たない。森川さんの

「こうすべきじゃないか」という話はそれこそ毎

回テーマが異なっていて、当初、違和感を抱い

たこともありましたが、振り返ってみればあれ

が森川さんのパッションで、実はきっちりと順

序立てて考えられていて、それが現在にもつな

がっているところに感心しています。

森川　外資系企業と一緒になるという話もあり

ました。グローバルなソフトウェアベンダー［39］

として展開していくにあたり、メイドインジャパ

ンにこだわるという発想でやっていたのですが、

体力や実力、カルチャーなど、いろいろな限界が

見えるなかで、外資と一緒にやった方が成長機

会になるのではないかと思ったのですが、その

時「その程度の決意でいいのか？」という言葉

が福谷さんからの最初の鉄槌でした（笑）。

福谷　当時は少し弱気が出ていたのでしょう

ね。その言葉を受け止められた瞬間、はっと目

を開かれた感じを受けました。

グループ企業の経営者として判断する
森川　その後、インターネットディスクロー

ジャー（ID）社と一緒になった時も、的確なアド

バイスをいただきました。

福谷　アドバイスが功を奏したのも、森川さん

が経済合理性一本槍でいくのではなく、100年

続く会社のために「こういう形でやっていきた

い」と整理されていたからだと思います。その

うえで、必要な会社だから迎え入れると。そん

な姿勢を見て、スタートアップ企業のオーナー

社長からグループ企業の経営者として成長し

た一面を見ました。

お客様と価値を協創する
プラットフォームをつくる
福谷　さきほどパッションと言いましたが、改

めて森川さんの経営に対する思いをお話しい

ただけますか。

森川　長い時間を掛けて信頼関係をつくり、お

客様が抱える課題に対して、創造的な対話を

通じて解決策を提案していけば、持続的に組

織も新たな価値を生み出す事ができると思い

ます。そのなかで経営情報のプラットフォーム

は、創造的対話のプラットフォームにもなり得

ると考えています。そういう観点で掲げたのが

「経営情報の大衆化」という経営理念です。

福谷　その理念が現在のグループ経営につな

がっていくのですね。

グループ企業の
シナジーを発揮するフェーズへ
森川　連結会計システムのディーバというベ

ンチャーから始め、ID、ジール、フィエルテとグ

ループ企業が増え、事業範囲も広がってきまし

た。現在のアバントは純粋持株会社の形態を

とっていますが、投資の概念で事業を大きくす

るのではなく、それぞれの事業をイコールフッ

ティングで見て、各社が持っているポテンシャ

ルを引き出すことに全力を尽くしてきました。

最近はグループ会社個別の提案が評価される

だけでなく、「アバントが持つさまざまなソ

リューションを合わせた総合力で貢献してもら

えばもっと役に立つ」という声をお客様から聞

くようになっています。つまり現在は、こうした

声に応え、変化する事業環境に適応するため

に、グループで総力戦をしていくためにはど

んなサービス形態をとればいいのか、シナ

ジー効果を考えるフェーズに入ったというこ

とです。グループ経営をテーマにずっとやって

きているので、オリジナリティのあるビジネス

モデルをつくっていきたいですね。

福谷　ガバナンスの一層の強化やサステナ

ビリティ経営など、いろいろと超えないといけ

ないこともありますが、まずはアバントという

会社が持つさまざまな要素、強みを包摂した

モデルを自分たちでつくるという気概がある

ことはとても頼もしいですね。

対話が重視される時代に対応
森川　ダイバーシティの時代、多様なステー

クホルダーとのクリエイティブなディスカッ

ションがもっと広がっていけば、社会にとって

プラスになる。そのために、いろいろなアイデ

アを持つ人たちとともに適切に経営情報を

シェアしていけば、これまで思いつかなかった

ことがどんどん生まれていく。そういうことを

考えるなかで、創業時から掲げている「経営情

報の大衆化」というコンテキストは、今のサス

テナビリティや対話を重視するという経営の

文脈でより強く求められると確信しています。

つまり、アバントグループ全体で持っている事

業がうまく機能し合うことで、お客様の経済・

社会・環境面での価値を高めることができる、

そういう立ち位置には来ていると強く感じて

おり、そのフロンティアをつくっているという

自負があります。

福谷　時代の要請に応えるグループ経営に向

けて「今がその時だ！」という感じですよね？

森川　まさに「時が来た！」という感じです。

福谷　そうした成長過程のなかで、私を含め

た社外取締役の役割についてどう評価され

ていますか？

森川　社外取締役の方々は本当に真摯にと

いうか、率直にいろいろな指摘をいただける

ので、常に気付きがあります。

福谷　会社の事業内容や経営者の想いを理

解しつつ、厳しいことも申し上げるのが社外取

締役の存在意義だと考えていますが、ここ6～

7年、会話の質は随分変わったと感じています。

森川　会話の内容に変化はありましたか？

福谷　「この問題どうしましょうか？」「承認し

てください」といった話から、より本質的な「こ

れから会社がどこへ行くべきか？」「何のため

にやっているのか？」という、いわゆるパーパ

スに根ざした議論が増えてきましたね。

森川　ミッションドリブン経営［58］というか、経

営理念を実現していくためにどういうビジネス

モデルを伸ばしていくのか？という姿勢が固

まってきた。持株会社体制も投資を通じて拡大

していくことではなく、各社のポテンシャルを

伸ばすことに全力を尽くし、暴走や怠慢を許さ

ない環境とするものとしました。

ガバナンス強化の要諦は「人事」
福谷　取締役会で経営理念を貫くために重

要視している事柄は何ですか？

森川　「人事」や「成長投資」が経営に与える

インパクトが一番大きいので、そこに対する

説明責任を果たすために相談することが多い

ですね。実は当初、私はそうした軸足を決める

のがCEOの役割だと考えていました。リー

ダーシップを発揮して、方針を決め、自ら説明

しながら議論していく。ところが、一番重要な

のは、成すべきことを決めたら、次はきちんと

配置を決めること。そしてそこをバックアップ

する。部下が絶対に折れないよう、成功するま

でサポートし続けるというコミットメントを責

任を持って発信し続けることがCEOの役割だ

と気付きました。話はやや飛躍しますが、それ

がわかった瞬間にサクセッション・プランにつ

ながったのです。創業者というのは影響力が

強すぎて、次の人がなかなか立てなくなる傾

向があります。そこで持株会社という形態をと

ることとしました。新たに事業を立ち上げたり

分社化したりできる環境があれば、自分の管

掌領域を減らしつつ、経営者としてのポテン

シャルを持った人材を育成できると。

福谷　「自分が突っ走らなければいけない」と

いう役目ではなく、権限の委譲や授権するとい

う形で考えるようになったのも取締役としての

成長ですよね。今後も会社が大きくなるに従

い、今の形の取締役会で良いのか、資本政策上

で株主の部分をどうするか、考えなければなら

ないですよね。

森川　取締役会では常にあるべき姿自体を考

えるきっかけを与えていただいていますが、常

に「でも今の延長上ではないのだろうな。何か

違うのだろうな」と視座を転換しなければなら

ないという進化圧に期待しています。

「社会の公器」として
成長を追求し続ける
福谷　ガバナンスに公式や定義があるわけで

はありません。それぞれの会社がそれぞれの

事業環境の中で、会社のどこを引き締めていく

かということです。森川さんのように最初から

魂を持って「自分の会社をこうしたい」という

場合は、それを柱としてガバナンスの目標をご

自身たちで設定していけばいいものだと思っ

ています。そのなかで御社はグループの事業の

成長とガバナンスの強化を並走しながらやっ

ていく姿勢が最大の強みだと考えています。

森川　最近、「これから上場したい」という方が

話を聞きたいというので、いろいろ話をしたの

ですが「上場するってどういうことですか？」と

言われたときに、私は「成長に対する永久コ

ミット、そこ一点じゃないかな」と答えていま

す。上場企業と未上場企業の最大の違いは、ス

テークホルダーの広がりにあると思います。多

様かつ多くのステークホルダーに対してどう

貢献するか？という事を考えると、やはり持続

的な成長しかないのです。

福谷　本来は上場・未上場は関係ないのです

が、上場企業は多様なステークホルダーへの

配慮が必要になり、より公器性が高まります。

今のお話を聞いて、グループとしての成長から

ステークホルダーとともに成長していく…持続

的な成長を視野に入れた経営を始めていくの

だと確信することができました。

森川　いろいろ多面的なお話をありがとうご

ざいます。最後にこれからのアバントへの期

待という側面でお話いただければありがたい

のですが。

福谷　まだまだ伸びしろのある会社だし、会社

自体も森川さんというCEO、それから社員皆さ

んもまだまだ伸びる余地があると思うので、も

う伸び切ったと感じることはついぞないとは思

いますが、そこを信じてどんどん成長していた

だきたいと思います。それができる力も、ポテ

ンシャルも皆さんお持ちだと思うので、そこを

一番期待したいですね。

森川　勇気付けられる言葉です。ありがとうご

ざいました。

森川 徹治

代表取締役社長 
グループCEO

福谷 尚久
筆頭独立社外取締役

アバントグループは
成長のための変化を重ねてきた。
その節目節目で
的確なアドバイスをいただく

ダイバーシティの時代。
アバントグループは
ダイバーシティを
さらなる成長のドライバーに

アバントグループのガバナンス

ステークホルダー・ダイアログ
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根幹が揺らぎそうな時に
頼りになる存在
森川　福谷さんには社外取締役になっていた

だく前から貴重なご意見をいただいてきました。

福谷　もう15年来の付き合いになりますね。

森川　当初は毎月のように戦略に関する相談

に乗っていただきました。

福谷　世間話の延長のような感じでしたが、重

要性を自覚されていたんですね（笑）。

森川　リーダーという存在は現場に振り回され

て言質を変えてはいけないとわかっているつも

りでも、やはり細かなところは気になります。看

過すると後で痛い目に遭うので、根幹の部分は

変えずに、と考えているのですが、その根幹が揺

れそうになる時に福谷さんからバッサリ断じら

れるんですね。とても頼りになります。

「その程度の決意でいいのか？」
という言葉
森川　確か2003年あたり、大きな壁に突き当

たった感がありました。創業メンバーとともに

やりたいことをやりたいようにやってきたけれ

ど、このままでいいのか？と。創業当初からの

理想である「公器」としての組織をつくり上げ

るために悩みました。そんな時に福谷さんに出

会ったんですね。

福谷　話し合うことで、ご自身で解答を見つけ

ていましたね。経営者は臆病である一方で、

パッションがないと成り立たない。森川さんの

「こうすべきじゃないか」という話はそれこそ毎

回テーマが異なっていて、当初、違和感を抱い

たこともありましたが、振り返ってみればあれ

が森川さんのパッションで、実はきっちりと順

序立てて考えられていて、それが現在にもつな

がっているところに感心しています。

森川　外資系企業と一緒になるという話もあり

ました。グローバルなソフトウェアベンダー［39］

として展開していくにあたり、メイドインジャパ

ンにこだわるという発想でやっていたのですが、

体力や実力、カルチャーなど、いろいろな限界が

見えるなかで、外資と一緒にやった方が成長機

会になるのではないかと思ったのですが、その

時「その程度の決意でいいのか？」という言葉

が福谷さんからの最初の鉄槌でした（笑）。

福谷　当時は少し弱気が出ていたのでしょう

ね。その言葉を受け止められた瞬間、はっと目

を開かれた感じを受けました。

グループ企業の経営者として判断する
森川　その後、インターネットディスクロー

ジャー（ID）社と一緒になった時も、的確なアド

バイスをいただきました。

福谷　アドバイスが功を奏したのも、森川さん

が経済合理性一本槍でいくのではなく、100年

続く会社のために「こういう形でやっていきた

い」と整理されていたからだと思います。その

うえで、必要な会社だから迎え入れると。そん

な姿勢を見て、スタートアップ企業のオーナー

社長からグループ企業の経営者として成長し

た一面を見ました。

お客様と価値を協創する
プラットフォームをつくる
福谷　さきほどパッションと言いましたが、改

めて森川さんの経営に対する思いをお話しい

ただけますか。

森川　長い時間を掛けて信頼関係をつくり、お

客様が抱える課題に対して、創造的な対話を

通じて解決策を提案していけば、持続的に組

織も新たな価値を生み出す事ができると思い

ます。そのなかで経営情報のプラットフォーム

は、創造的対話のプラットフォームにもなり得

ると考えています。そういう観点で掲げたのが

「経営情報の大衆化」という経営理念です。

福谷　その理念が現在のグループ経営につな

がっていくのですね。

グループ企業の
シナジーを発揮するフェーズへ
森川　連結会計システムのディーバというベ

ンチャーから始め、ID、ジール、フィエルテとグ

ループ企業が増え、事業範囲も広がってきまし

た。現在のアバントは純粋持株会社の形態を

とっていますが、投資の概念で事業を大きくす

るのではなく、それぞれの事業をイコールフッ

ティングで見て、各社が持っているポテンシャ

ルを引き出すことに全力を尽くしてきました。

最近はグループ会社個別の提案が評価される

だけでなく、「アバントが持つさまざまなソ

リューションを合わせた総合力で貢献してもら

えばもっと役に立つ」という声をお客様から聞

くようになっています。つまり現在は、こうした

声に応え、変化する事業環境に適応するため

に、グループで総力戦をしていくためにはど

んなサービス形態をとればいいのか、シナ

ジー効果を考えるフェーズに入ったというこ

とです。グループ経営をテーマにずっとやって

きているので、オリジナリティのあるビジネス

モデルをつくっていきたいですね。

福谷　ガバナンスの一層の強化やサステナ

ビリティ経営など、いろいろと超えないといけ

ないこともありますが、まずはアバントという

会社が持つさまざまな要素、強みを包摂した

モデルを自分たちでつくるという気概がある

ことはとても頼もしいですね。

対話が重視される時代に対応
森川　ダイバーシティの時代、多様なステー

クホルダーとのクリエイティブなディスカッ

ションがもっと広がっていけば、社会にとって

プラスになる。そのために、いろいろなアイデ

アを持つ人たちとともに適切に経営情報を

シェアしていけば、これまで思いつかなかった

ことがどんどん生まれていく。そういうことを

考えるなかで、創業時から掲げている「経営情

報の大衆化」というコンテキストは、今のサス

テナビリティや対話を重視するという経営の

文脈でより強く求められると確信しています。

つまり、アバントグループ全体で持っている事

業がうまく機能し合うことで、お客様の経済・

社会・環境面での価値を高めることができる、

そういう立ち位置には来ていると強く感じて

おり、そのフロンティアをつくっているという

自負があります。

福谷　時代の要請に応えるグループ経営に向

けて「今がその時だ！」という感じですよね？

森川　まさに「時が来た！」という感じです。

福谷　そうした成長過程のなかで、私を含め

た社外取締役の役割についてどう評価され

ていますか？

森川　社外取締役の方々は本当に真摯にと

いうか、率直にいろいろな指摘をいただける

ので、常に気付きがあります。

福谷　会社の事業内容や経営者の想いを理

解しつつ、厳しいことも申し上げるのが社外取

締役の存在意義だと考えていますが、ここ6～

7年、会話の質は随分変わったと感じています。

森川　会話の内容に変化はありましたか？

福谷　「この問題どうしましょうか？」「承認し

てください」といった話から、より本質的な「こ

れから会社がどこへ行くべきか？」「何のため

にやっているのか？」という、いわゆるパーパ

スに根ざした議論が増えてきましたね。

森川　ミッションドリブン経営［58］というか、経

営理念を実現していくためにどういうビジネス

モデルを伸ばしていくのか？という姿勢が固

まってきた。持株会社体制も投資を通じて拡大

していくことではなく、各社のポテンシャルを

伸ばすことに全力を尽くし、暴走や怠慢を許さ

ない環境とするものとしました。

ガバナンス強化の要諦は「人事」
福谷　取締役会で経営理念を貫くために重

要視している事柄は何ですか？

森川　「人事」や「成長投資」が経営に与える

インパクトが一番大きいので、そこに対する

説明責任を果たすために相談することが多い

ですね。実は当初、私はそうした軸足を決める

のがCEOの役割だと考えていました。リー

ダーシップを発揮して、方針を決め、自ら説明

しながら議論していく。ところが、一番重要な

のは、成すべきことを決めたら、次はきちんと

配置を決めること。そしてそこをバックアップ

する。部下が絶対に折れないよう、成功するま

でサポートし続けるというコミットメントを責

任を持って発信し続けることがCEOの役割だ

と気付きました。話はやや飛躍しますが、それ

がわかった瞬間にサクセッション・プランにつ

ながったのです。創業者というのは影響力が

強すぎて、次の人がなかなか立てなくなる傾

向があります。そこで持株会社という形態をと

ることとしました。新たに事業を立ち上げたり

分社化したりできる環境があれば、自分の管

掌領域を減らしつつ、経営者としてのポテン

シャルを持った人材を育成できると。

福谷　「自分が突っ走らなければいけない」と

いう役目ではなく、権限の委譲や授権するとい

う形で考えるようになったのも取締役としての

成長ですよね。今後も会社が大きくなるに従

い、今の形の取締役会で良いのか、資本政策上

で株主の部分をどうするか、考えなければなら

ないですよね。

森川　取締役会では常にあるべき姿自体を考

えるきっかけを与えていただいていますが、常

に「でも今の延長上ではないのだろうな。何か

違うのだろうな」と視座を転換しなければなら

ないという進化圧に期待しています。

「社会の公器」として
成長を追求し続ける
福谷　ガバナンスに公式や定義があるわけで

はありません。それぞれの会社がそれぞれの

事業環境の中で、会社のどこを引き締めていく

かということです。森川さんのように最初から

魂を持って「自分の会社をこうしたい」という

場合は、それを柱としてガバナンスの目標をご

自身たちで設定していけばいいものだと思っ

ています。そのなかで御社はグループの事業の

成長とガバナンスの強化を並走しながらやっ

ていく姿勢が最大の強みだと考えています。

森川　最近、「これから上場したい」という方が

話を聞きたいというので、いろいろ話をしたの

ですが「上場するってどういうことですか？」と

言われたときに、私は「成長に対する永久コ

ミット、そこ一点じゃないかな」と答えていま

す。上場企業と未上場企業の最大の違いは、ス

テークホルダーの広がりにあると思います。多

様かつ多くのステークホルダーに対してどう

貢献するか？という事を考えると、やはり持続

的な成長しかないのです。

福谷　本来は上場・未上場は関係ないのです

が、上場企業は多様なステークホルダーへの

配慮が必要になり、より公器性が高まります。

今のお話を聞いて、グループとしての成長から

ステークホルダーとともに成長していく…持続

的な成長を視野に入れた経営を始めていくの

だと確信することができました。

森川　いろいろ多面的なお話をありがとうご

ざいます。最後にこれからのアバントへの期

待という側面でお話いただければありがたい

のですが。

福谷　まだまだ伸びしろのある会社だし、会社

自体も森川さんというCEO、それから社員皆さ

んもまだまだ伸びる余地があると思うので、も

う伸び切ったと感じることはついぞないとは思

いますが、そこを信じてどんどん成長していた

だきたいと思います。それができる力も、ポテ

ンシャルも皆さんお持ちだと思うので、そこを

一番期待したいですね。

森川　勇気付けられる言葉です。ありがとうご

ざいました。

持株会社として経営の暴走や
怠慢は許さない

多様なステークホルダーとともに
成長していく

変化を通じて持続的成長を実現してきた
ダイバーシティを新たな成長ドライバーに

Governance

多様なステークホルダーとの
創造的対話が広がっていけば、

社会にとってプラス
̶̶森川 徹治

グループの事業の成長と
ガバナンスの強化を
並走しながらやっている姿勢が
最大の強み
̶̶福谷 尚久

アバントグループのガバナンス

ステークホルダー・ダイアログ
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森川 徹治
代表取締役社長
グループCEO
【兼職の状況】

株式会社ディーバ 代表取締役社長
DIVA CORPORATION OF AMERICA CEO
株式会社カヤック 社外取締役

岡部 貴弘
株式会社ジール 
代表取締役社長、
株式会社ディーバ 
取締役（非常勤）

滝澤 博
株式会社インターネット
ディスクロージャー
代表取締役社長

竹村 弘樹
株式会社ディーバ
代表取締役副社長 
経営管理本部長、
株式会社フィエルテ 
取締役（非常勤）

永田 玄
株式会社フィエルテ 
代表取締役社長、
株式会社ディーバ
取締役（非常勤）

寺島 鉄兵
株式会社ディーバ
取締役
事業統括本部長、
株式会社ジール 
取締役（非常勤）

岩佐 泰次
株式会社ディーバ
取締役 
開発統括本部長、
株式会社ジール 
取締役（非常勤）

沼田 善之
株式会社ジール
取締役、
株式会社フィエルテ 
取締役（非常勤）

守田 浩之
株式会社ジール
取締役
管理部長

河村 徹也
株式会社フィエルテ
取締役
CFOオフィス事業部長

松田 千恵子
博士（経営学）
東京都立大学大学院 
経営学研究科経営学専攻 教授、
東京都立大学 経済経営学部 教授

Jacqueline de Rojas
大英帝国三等勲爵士
techUK 代表、Digital Leaders 代表、
Rightmove plc 取締役、
Costain Group plc 取締役、
FDM plc 取締役

深山 秀一
株式会社フィエルテ
取締役
プロダクト開発部長　
兼　管理部長

小林 正興
CTO

中山 立
グループ経営管理室長、
株式会社ディーバ
監査役、
株式会社インターネットディスク
ロージャー
取締役（非常勤）

福谷 尚久
取締役

【兼職の状況】

PwCアドバイザリー合同会社　
パートナー

野城 剛
常勤監査役
【兼職の状況】

なし

鈴木 邦男

【兼職の状況】

有限会社ケイ・エス・マネジメント　
代表取締役

小林 正憲

【兼職の状況】

小林法律会計事務所 所長

ジョルジュ・ウジュー
取締役

【兼職の状況】

ガリレオ・グローバル・アドバイザーズ
会長兼CEO

ジョン・ロバートソン
取締役

【兼職の状況】

ヴイエムウェア株式会社　
代表取締役社長

春日 尚義
取締役
グループCFO
【兼職の状況】

なし

取締役 執行役員

顧問
監査役

社外取締役 独立役員 外国籍

社外監査役 社外監査役 独立役員

筆頭社外取締役 独立役員 社外取締役 独立役員 外国籍

アバントグループのガバナンス

役員一覧

※ジョン・ロバートソン氏は21年３月よりSnowflake
社アジア太平洋・日本地域担当社長に就任してい
ます。
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当社は、剰余金の配当を株主還元政策の重要事項として位置付

け、純資産配当率（DoE）などの指標に注目し、毎期の業績に大き

く左右されることなく、配当金額を安定的に維持・向上していくこと

を指向しております。純資産配当率についてはその値を徐々に引き

上げると共に、東証全上場企業の平均値を常時上回ることを目指

します。

内部留保資金につきましては、今後予想される経営環境の変化に

対応すべく、市場ニーズに応える競争力のある魅力的な製品・サービ

スの開発、展開を行っていくために有効活用していきたいと考えてお

ります。

会社名

創立

所在地

従業員数（連結）

資本金

発行済株式総数

単元株

株式会社アバント

1997年5月26日

東京都港区港南2-15-2　品川インターシティB棟13階

1,055名（2020年6月末）

303,271,382円（2020年6月末）

37,586,982株（2020年6月末）

100株

2015年6月期

2.25

3.25%

2.43%

2016年6月期

2.75

3.41%

2.64%

2017年6月期

4.0

4.18%

2.70%

2018年6月期

6.0

5.20%

2.86%

2019年6月期

7.5

5.27%

2.93%

2020年6月期

9.0

5.17%

2.94%

1株当り配当金（円）

純資産配当率　当社

（参考）東証上場企業平均

株主数

上場証券取引所

証券コード

決算期日

定時株主総会

株主名簿管理人

会計監査人

2,675名（2020年6月末）

東京証券取引所　市場第一部

3836

6月30日

事業年度末日の翌日から三か月以内

三井住友信託銀行株式会社

有限責任監査法人トーマツ

氏名又は名称 所有株式数（株） 構成比（％）

森川 徹治

アバント従業員持株会

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）※

野城 剛

株式会社オービックビジネスコンサルタント

ピー・シー・エー株式会社

SSBTC CLIENT OMNIBUS　ACCOUNT
（常任代理人 香港上海銀行東京支店）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）

FCP SEXTANT AUTOUR DU MONDE
（常任代理人 香港上海銀行東京支店）

BBH/DESTINATIONS INTERNATIONAL 
EQUITY FUND/WASATCH　ADVISORS
（常任代理人 株式会社三井住友銀行）
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1,426,200
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（円／株）

個人　61%

金融機関 12%

国内法人 11%

証券会社 2%

自己株式 0%

外国人 14%

（2020年６月30日現在）

株主還元策について
会社概要

MD&A（財務分析と評価） 会社概要／株式情報

1株当たり配当の推移

株式情報

大株主の状況 主体別株主構成

1株当たり配当と純資産配当率の推移

（注）東証上場企業平均純資産配当率は6月までの12ケ月に公表した企業の月次数値を加重平均したものです。
（出所）日本証券取引所資料より株式会社アバント作成

（注）株式分割調整後

氏名又は名称 住所 保有株券等の数 （株） 株券等保有割合（％）

ワサッチ・アドバイザーズ・インク 
東京都千代田区霞が関一丁目４番１号 
日土地ビル４階　 
ブレークモア法律事務所

2,378,200 6.32

2020年1月20日付で公衆の縦欄に供されている大量保有報告書において、ワサッチ・アドバイザーズ・インクが、2020年1月15日現在で以下の

株式を所有している旨が記載されているものの、当社としては2020年6月30日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株

主の状況には含めておりません。 なお、大量保有報告書（2020年12月3日変更）の内容は以下の通りです。 

※日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社は2020年7月27日付で株式会社日本カストディ銀行に商号変更されました。

日本的経営の尊重
私たちは、日本の文化に立脚した経営観の根本が会社を社会の「公器」と見做すことにあると考えています。

グローバル化した社会においても、この経営観を文化資産として尊重し、社会のために存在する組織としての発展を目指しています。

世代を超えた価値観の継承による「100年企業の創造」
この日本的経営観に立脚した企業活動を「100年企業の創造」と表現し、創業以来の企業理念と位置付けています。

単に会社やブランドの持続ではありません。公器としての経営観を世代を超えて継承し、

全メンバーが社会への価値提供を自由かつ創造的に行うことに燃える結果としての100年企業です。

その実現のために、私たちは組織の自立とグループとしてのシナジーを涵養するグループ経営を実践しています。

コーポレート・ガバナンスの重視
人、組織の成長に資するグループ経営のために、私たちはコーポレート・ガバナンスを高度に研鑽することを重視しています。

様々な利害関係者と対話を行い、学び続けることで、特定の利害関係者に偏らず、社会に価値を提供できるよう、

開かれた視座をもった事業発展を目指しています。

アバントグループの理念体系
会社を社会の公器と見做す日本的経営観を尊重し、社会のために存在する組織として発展することが創業以来の企業理念です。

企業理念

ミッション／ビジョン／バリュー

100年企業の創造～価値創造に全員が燃える会社～

ミッション

ビジョン

OPEN VALUE STRETCH

情報技術の発展が個人や社会に大きな変化をもたらした様に、企業

経営においても、アバントグループが様々なビジネスモデルを通じて

情報を経営判断に役立つ形に変え、企業と社会の持続発展に貢献す

ることをミッションとします。

経営情報の大衆化

情報の大衆化により、社会の至る処まで国際化は浸透しており、

アバントグループも国際的な視点で活動を展開することが必要です。

世界水準のSaaS企業をベンチマークとして進化を目指します。

BE GLOBAL

環境変化を前向きにとらえ、利害関係者との率直かつ誠実な関係を

築くこと、常に新たな価値創造に取り組み最高のお客様の満足を追

求する姿勢、そして、お客様に対する貢献を健全な挑戦として変化を

楽しみ成長を追求する姿勢を大切にします。

OPEN、VALUE、STRETCH

企業理念
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用語集

［1］ BPO

［2］ CAGR

［3］ CEO、CFO、COO

［4］ CRM委員会

［5］ DivaSystem

［6］ DOE（株主資本配当率）

［7］ DWH（データウェアハウス）

［8］ ESG

［9］ GPP（売上成長率＋営業利益率）

［10］ GPTW

［11］ IP

［12］ KPI

［13］ MSP

［14］ OS

［15］ Python

［16］ ROE（自己資本比率）

［19］ SDGs

［20］ SIer

［21］ Society5.0

［22］ SQL言語

［25］ インカムゲイン

［24］ アプリケーション

［23］ UNIX

［26］ オンプレミス

［28］ 仮想化

［27］ 会計ビッグバン

［29］ 価値協創ガイダンス

［30］ ガバナンス

［31］ 基幹系業務システム

［32］ キャピタルゲイン

Business Process Outsourcingの略。企業運営上の業務やビジネスプロセスを専門企業に外部委
託することを指す。

Compound Annual Growth Rate（年平均成長率）の略。指定した期間にわたる成長率から１年
あたりの成長率として算出した幾何平均を指す。

それぞれChief Executive Officer（最高経営責任者）、Chief Financial Officer（最高財務責任者）、
Chief Operating Officer（最高執行責任者）の略。CEOは経営の最高責任者で、CFOはCEOのもと
で財務に関する業務執行に責任を持ち、COOはCEOのもとで日々の事業運営に責任を持つ。

株式会社アバントでは、当社および当社の子会社の日常業務執行において、関係法令を遵守し社会的
信用の向上を図ること、ならびにリスクの防止および会社損失の最小化を図るためにコンプライアン
ス・リスクマネジメント委員会（CRM委員会）を設置している。

株式会社ディーバが提供する連結会計関連事業における主要製品システムの名称。多くの子会社を抱
えるグループ企業等が、このシステムを使用することで複数の子会社の財務諸表からグループ企業と
しての財務諸表（連結財務諸表）を作成することが可能。

Dividend On Equityの略。株主資本配当率と呼ばれ、株主資本に対して企業がどの程度の利益配
分を行っているかを示す財務諸表。DOE＝年間配当総額÷株主資本＝配当性向×ROE

Data Warehouseの略。企業などの業務上発生した取引記録などのデータを時系列に保管したデー
タベース。また、そのようなシステムを構築・運用するためのソフトウェア。

Environment（環境）、Social（社会）、Governance（ガバナンス）の頭文字をとったもの。企業の長
期的な成長のためにこの３つの観点が必要だという考え方が世界に広まってきている。

Growth and Profit Pointの略で、売上成長率と営業利益率を合算した、株式会社アバントが重視し
ている指標の１つ。米国では「ルール・オブ・40」と呼ばれており、SaaS企業が収益性を維持しながら
成長するための指標として用いられ、40ポイントが適正レベルといわれている。

Great Place to WorkⓇの略。「働きがい」に関するアンケートを通じた調査により「働きがい」を数値
化（スコア化）し、そこから分析を行う専門機関。様々な会社でそのスコアを利用して課題を抽出し、解
決・改善を行うことで、働きがい向上に貢献している。

Intellectual Propertyの略で、知的財産を指す。

Key Performance Indicatorの略で、企業にとって経営上重要な評価指標を指す。

Managed Service Providerの略。お客様のITシステムの運用・監視・保守などを通じて利用可能
な状態を維持するサービスを提供する事業者を指す。

Operating Systemの略。アプリケーション・プログラムとハードウェアの中間に位置し、コンピュータ
のオペレーション（操作・運用・運転）を司る根本のソフトウェア。

主に人間がコンピュータプログラムを記述、編集するために用いる人工言語であるプログラミング言語
の一種で、機械学習やAI開発、自動化ツールの作成が可能。

Return On Equityの略。自己資本比率と呼ばれ、自己資本に対する当期純利益の比率で収益性分析
で用いられる指標の一つ。

Robotic Process Automationの略で、人間がコンピュータ上で行っている定型作業をソフトウェアで
自動化すること。

Software as a Serviceの略。ソフトウェアをインターネットを通じて遠隔から利用者に提供する方式。

Sustainable Development Goalsの略。2015年９月の国連総会で採択された、2030年に向け
た持続的開発のために定められた目標で、17の目標、169の達成基準、232の指標から構成されて
いる。

System Integratorの略。様々なシステムを組み合わせて正しく機能するように完成させることをシス
テムインテグレーションと呼ぶが、システムインテグレーターはお客様に対してIT戦略の立案から設計、
開発、運用・保守・管理までを請け負うITサービス会社を指す。

日本が提唱する未来社会のコンセプトで、サーバー空間と現実空間を高度に融合させたシステムによ
り、経済発展と社会的課題の解決を両立させようとするもの。

関係データベース管理システムにおいて、データの操作や定義を行うためのデータベース言語（問い合
わせ言語）。SQLは略語ではなく、プログラミング言語とも異なる。

コンピュータ用のマルチタスク・マルチユーザーのオペレーティングシステムの一種。

アプリケーションソフトウェアは表計算やメディアプレーヤー等のようにコンピュータを応用して作業を
行うためのプログラムを指す。

資産を保有することによって得られる収入。具体的には、有価証券(株式、債券)の配当および利子収入
等をいう。

情報システムのハードウェア を企業が自社保有物件やデータセンター等の設備内に設置・導入し、それ
らのリソースを主体的に管理する運用形態。

1990年代後半の日本で行われた会計制度改革で、日本の会計制度をグローバル化させるための一連
の動きを指す。

サーバーなどのハードウエアリソース（CPU、メモリ、ディスクなど）を抽象化し、物理的な制限にとらわ
れず、ソフトウエア的に統合・分割できるようにする技術。

企業（企業経営者）が投資家に伝えるべき情報（経営理念やビジネスモデル、戦略、ガバナンス等）を体
系的・統合的に整理し、情報開示や投資家との対話の質を高めるための手引として経済産業省が2017
年5月に発表した。

統治を指し、コーポレートガバナンスは企業経営を管理監督する仕組みを指す。株式会社の場合、会社
の所有者である株主の利益を最大限に実現できているかどうかを管理監督するシステム。

生産、販売、在庫管理システム、人事給与システム、財務会計システムなど会社の業務内容と直接関わ
るシステムを指す。

債券や株式、不動産など資産価値の上昇による利益を指す。購入価格と売却価格の差による収益。

［17］ RPA

［18］ SaaS
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用語集

［33］ クラウドシフト

［34］ コーポレートガバナンス・コード

［35］ コンプライアンス

［36］ 財務諸表

［37］ サステナビリティ

［38］ ストック売上

［39］ ソフトウェアベンダー

［41］ ダイバーシティ

［40］ 損益計算書（P/L）

［42］ 多次元データベース

［43］ データサイエンティスト

［44］ データベース

［46］ デジタル・ネイティブ

［45］ デジタル・
トランスフォーメーション（DX）

［47］ トランザクションファイナンス

［50］ ブレーンストーミング

［51］ プログラミング言語

［52］ プロセスマイニング

［53］ ポートフォリオ

［55］ マネタイズ

［54］ ボラティリティ

［56］ マルチクラウド

［58］ ミッションドリブン経営

［59］ メインフレーム

［60］ モダナイズ、モダナイゼーション

［57］ ミッションクリティカル

ホスティング業者が提供するクラウド環境を不特定多数のユーザーが共有して利用するものをパブリック
クラウドと呼び、同様のクラウド環境若しくは自社内に専用のクラウド環境を構築するものをプライベート
クラウドと呼ぶ。

上場企業が行う企業統治（コーポレートガバナンス）においてガイドラインとして参照すべき原則・指針。
日本では 2014年6月に閣議決定された「『日本再興戦略』改訂2014－未来への挑戦－」で、主要施策
例の一つとしてコーポレートガバナンスの強化が明示され、これを受けて金融庁と東京証券取引所が
2015年3月に「コーポレートガバナンス・コード」の原案を公表した。

法令遵守を指すものだが、コーポレートガバナンスの基本原理の一つで、一般に企業の「法令遵守」また
は「倫理法令遵守」を意味する考え方。

企業が利害関係者に対して一定期間の経営成績や財政状態を報告するために作成する書類。日本にお
ける会計基準では、貸借対照表、損益計算書［40］、キャッシュ・フロー計算書、株主資本等計算書が含まれ、
注記とともに開示される。

サステナビリティ（持続可能性）は一般的にはシステムやプロセスが持続できることを指すが、環境学的
には、生物的なシステムがその多様性と生産性を期限なく継続できる能力のこと。企業が事業活動を通
じて環境・社会・経済に与える影響を考慮し、３つのバランスをとりながら長期的な企業戦略を立ててい
く事が求められている。

株式会社アバントは、ソフトウェアの保守料のような毎期継続的に発生する売上をストック売上
（Recurrent Sales）と呼び、売上高に占めるストック売上比率（Recurrent Sales Ratio: RSR）をビジ
ネスモデルの変革を実現する指標として認識している。

パッケージソフトやクラウドシステムなどを開発・販売する企業を指す。

財務諸表の1つで、企業のある一定期間における収益と費用の状態を表すために、複式簿記で記録され
たデータを集計することによって、企業内において経営判断のための情報として用いるほか、株主や債
権者などに経営成績に関する情報を提供する。

性別、人種、国籍、宗教、年齢、学歴、職歴など多様さを活かし、 企業の競争力につなげる経営上の取り組み
を指す。

大量のデータを、多数の視点（次元）で迅速かつ容易に分析できるように構成されている集計に特化し
た特殊なデータベースを「多次元データベース」と呼ぶ。 英語ではMulti-Dimensional Databaseで
「MDDB」と略されることもある。複数の属性項目（次元）を次々に切り替えてデータを検索・集計できる
ため、欲しい結果に合わせて次元から次元へと簡単に移動ができるように構築されているのが特長。 
DSS（Decision Support System：意思決定支援システム）などと呼ばれる、情報分析アプリケー
ションなどに利用されることが多い。

データに基づいて合理的な判断を行えるように意思決定者をサポートする職務またはそれを行う人を
指す。

検索や蓄積が容易にできるよう整理された情報の集まり。 通常はコンピュータによって実現されたもの
を指す。コンピュータを使用したデータベース・システムでは、データベース管理用のソフトウェアであ
るデータベース管理システムを使用する場合も多い。

［49］ ビジネス・インテリジェンス（BI）

［48］ ハードウェア

デジタル技術を使って業務スタイルや経営など、あらゆる面でより良い方向に変化させること。

子供や学生時代からインターネットやパソコンのある生活環境の中で育ってきた世代を指す。

企業買収などの取引において、融資等の資金調達を行うこと。

ハードウェアとはソフトウェアとの対比で、機械、装置、設備のこと。パソコンにおけるハードウェアとは、本
体そのものやキーボード・マウス・ハードディスクなどの物理的なパーツの総称。

社内外にあるデータを整理・統合して分析を行い、レポートやグラフとして「見える化」させることで、経営
上の意思決定に活用する技術のこと。

複数人でアイデアを出し合い、ユニークで新しいアイデアを生み出すことを目的とした会議手法の一つ。

コンピュータで一連の作業を実行するコンピュータプログラム（コンピュータへの命令）を記述するための
言語。

業務プロセスの処理パターンをイベントログデータの蓄積により可視化し、非効率な業務処理やボトル
ネックの存在などを特定し、業務改善を迅速化させる。

元々は紙ばさみを意味する言葉で、金融用語では資産構成や金融商品の組み合わせや、様々な事業の組
み合わせを指す。

一般的に価格変動の度合いを示す言葉。資本調達方法には、銀行からの借り入れと投資家（株主）からの
投資の２つがある。資本コストの代表的な計算方法であるWACC（Weighted Average Cost of 
Capital）では、株式コストは、リスクフリーレートと、リスクプレミアム（株式益回りのリスクプレミアム超過
分）にベータ（TOPIXが１変動するときに個別株がどれだけ変動するかを示す数値：株式のボラティリ
ティ）を乗じたものとの和で計算される。

一般的には、技術や知識などを収益化するという意味。IT業界ではウェブサービスを収益化することを
指す。

複数のクラウドサービス（クラウドはクラウドシフト［33］参照）を組み合わせて最適な環境を実現する運用形
態を指す。

業務の執行に必要不可欠な要素を指し、企業のシステムでは基幹業務システムのように、それが欠けると
業務の執行に致命的な影響を及ぼすシステムを指す。

会社のすべての意思決定や行動がミッションに向かっている状態を指す。

企業など巨大な組織の基幹業務システムなどに用いられる大型コンピュータを指す。

近代化を意味し、企業の情報システムで稼働しているソフトウェアやハードウェアなどを、稼働中の資産を
活かしながら最新の製品や設計で置き換えることを指す。
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